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この報告書は,日 本 自転車振 興会 か ら競輪収入

の一部 である機械工業振興資金 の補助 を受 けて昭

和58年 度に実施 した 「ソフ トウェア開発 ・運用

の高度化 ・効率化方法に関す る調査研究 」の成果

を と りまとめた ものです。
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近年 にお け る情 報処 理 及 び 通 信 技 術 の急 速 な進 歩 に伴 な い,現 在 では 社会

の さま ざ まな 分 野,局 面 にお い て情報 化 の進 展 がみ られ る。 しか し,こ の 中

核 を な してい る コ ンピ ュー タ ・シ ス テ ムそれ 自身 の 問 題 点 を考 えてみ る とき,

コ ン ピ ュー タの ハ ー ドウ ェア につ い ては,最 近の 著 しい 技術 革 新 と生 産性 の

向上 に よ り,コ ス トパ フ ォー マ ン スの 向上 が み られ る もの の,ソ フ トウ ェ ア

につ い ては,今 なお 旧態 然 と した方 法 で 開発 され てい る こ と及 び シ ステ ムの

大 規 模 化,複 雑 化,高 度化 さ らにはニーズ の多様 化 等 に よ って,ソ フ トウ ェア

コ ス トの シ ス テム全 体 に 占め る割合 は 一 段 と高 ま って きてい る。 このた め,信

頼 性 が 高 く,保 守 の しやす い ソフ トウ ェアを,い か に効率 的 に,コ ス トをか

けず に 開発 す るか が,コ ンピ ュ ー タユ ーザ の重 要 課 題 とな ってい る。

しか しなが ら,企 業 等 の 情報 処 理 部 門 の現 状 は,既 存 シ ステ ムの運 用 ・保

守 に 多 くの 負荷 が か か り,多 くの シ ステ ムが バ ック ロ グと し て放置 され る こ

とか ら,エ ン ドユ ーザ の情 報 処 理 部 門 に 対す る期 待 感 が うす れ,パ ソ コ ンを

初 め とす るOA機 器 の導 入 に よ ってユ ーザ 自身 が 問題 解 決 を 図 ってい くな ど,

情 報 処 理部 門 は,内 外か らさ ま ざま な イ ンパ ク トが 強 ま りつつ あ る。 した が
ク

って,こ の よ うな 状況 で は,ソ フ トウ ェア開 発 ・運 用 の 効率 化 を どの よ うに

して確 立す る かが 急 務 で あ る と考 え られ る。

本 調査 研 究 事 業 は,こ の よ うな 観点 か ら ソフ トウ ェア開発 経 費 ・工 数 の 削

減(生 産 性 の 向上),保 守 費 用 の 削減,ソ フ トウェ アの品 質 の 向上 を 目的 と

し,① 開発 計 画,② ソフ トウ ェア開発,③ 運 用 ・保 守 の3つ の 面 か ら ア プ ロ

ーチ を行 い ,3か 年 計 画 で そ れぞ れ の 内 容,運 用 で きる手 法 ・ツ ー ・レ,各 種

指標 等 につ い て調 査 研 究 す る もので あ る。

今年 度 は,ソ フ トウ ェ アの 開発 計 画段 階 を中 心 に して,コ ンピ ュー タ ユ ー

ザ の開 発実 態 を踏 ま えっ つ,開 発要 求分 析,開 発計 画 の種類 と内容 及 び 技 法,

ツー ル等 につ い て 調査 研 究 を行 った 。



各企業等におけ る コンピュータの利用は,企 業等の実態に即 して行われ る

べきものであ り,ま してや 最近の情報機器の進展 と相い まって情報処理の形

態 も多様化 しつつ あるので,利 用形態 の如何 によって一概にその是非 を評価

す ることはできない。 しか し,ソ フ トウェアの開発 ・連用にか かる諸問題は,

各企業等が共通 して抱 えてい る課題であろ う。

本報告書が,こ の共通の課 題を解決す る うえで コ ンピュータユ ーザに何 ら

かの示唆 を与 えるものとな り,ひ いては,わ が国の情報処理の発展 に寄与す

ることになれぼ幸いで ある。

なお,調 査研究 に当た ってご協 力 をいただ いた委 員及び関係各位 に深 く感

謝す るものである。

昭和59年3月
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概 要

本報告書は,ソ フ トウェア開発 ・運用の高度化 ・効率化方法 に関す る調査研究

事業初年度 として,ソ フ トウェアの開発計画段階に焦点を当てて実 施 した結果

をと りま とめた もので ある。本報告書の構成は,次 の とお りである。

1.総 論

ソフ トウ ェア開発 ・運用の高度化,効 率化方法の現 状 と課題

2

3

4

5

6

この報告書においては,開 発す べき

ソフ トウェアの内容を特定 して,そ の類別方法を明らかにす る とともに,開 発

計画以前の作業 として,ソ フ トウ ェア開発のための要求分析,シ ステ ム分析 の

方法等 について と りまとめてい る。また,ソ フ トウェア開発 を行 うた めに必要

な計 画の体系 とそこに盛 り込むべ き内容を明らかにす る とともに,民 間企業の

主要 ユーザに対す るア ンケー ト調査 を行 って,実 際に行われてい る開発計画の

立案状況 と課題等 を把握 しと りま とめてい る。

さらに,本 報告書では,民 間の大 手企業3社 の ソフ トウェア開発計画立案の

事例 と効率化に係 る具 体 的 な 問題 等 に ついて紹介 してい る。

また,こ れ らを踏 まえて,ソ フ トウェアの開発計画段階において取 り組むべ

き今後の課題 と将来動 向につ いて述べ てい る。

本報告書 の各章 ごとの 内容 につい て要約す ると,次 の とお りである。

(1)総 論一 ソフ トウェア開発 ・運 用の高度化 ・効率化方法の現状 と課題 一

近年 におけ るコンピュー タ部門の ソフ トウェアの運用 ・保守 に要する経

費,負 荷は著 しい増大 をみせてお り,こ の ことが,新 規 開発需要 に対す る

ソフ トウ ェア開発計画の現状

ソフ トウ ェア開発 の要 求定義

ソフ トウ ェア開発計画

ソフ トウ ェア開発計画立案の実際例

ソフ トウ ェア開発計画の今後の課題 と将来動 向



バ ッグログの増大 とな ってい る。 このため,ソ フ トウェア開発 ・運用の高

度化,効 率化方法が重要な課題 としてクローズア ップされてきている。そこで,

この章では,総 論 どして本調査研究事業の必要性につい て述べた後}ソ フ

トウ ェア開発の ライ フサ イ クル及び高度化,効 率化 の方法等 に関す る現状

と課 題について とりまとめている。

② ソフ トウ ェア開発計画の現 状

ソフ+ウ ェア開発 ・運用の高度化 ・効率 化に関す る調査 を民間企業ユー

ザに対 し郵送調査(回 答企業114社)し た結果をもとに,シ ステ ム化要求,

要 求分 析,開 発計画立案の現状 に関 しと りま とめ てい る。

(3)ソ フ トウェア開発要求の定義et

コンピュー タ部門が ソフ トウェア開発 を推進す る際に ,開 発すべ き内容

をユーザの ニーズや トップマネジメ ン トの意 向及び企業の経営方針に即 し

て要求分析す る方法論 とその技法に関 し記述 した ものである。

(4}ソ フ トウ ェア開発計画

システ ム開発における開発要求分析作業 に続 くものと して,開 発計画立

案作業のあ り方について述べた ものであ る。即ち,ソ フ トウェア開発を行

うに当た って作成 され る計画の種類 と内容,そ の場合 に用い られ る技法,

手法,,ツ ールの種類 の概要 と特徴,技 法等の利 用の実態 と利用方法 とその

効果等について述べ るとともに,開 発 コス トの見積 り方法 と作業を進 める

にあた ってのチ ェック リス トの紹介,及 び開発計画の作成か ら承認に至 る

までの手続 関係についても言及 してい る。 また,外 注利 用も活発 に行われ

てい ることか ら外 注の活用に関 して も一 項 目を設けてその考 え方を述べて

い る。

(5)ソ フ トウ ェア開発計画立案の実際例

ソフ トウェア開発計画立案の実際例 として,3企 業をとりあげこれ らの企

業における ソフ トウェア開発 計画の特徴的 な部分 を中心 に事例 紹介を行 っ

た もので ある。:・.'.・i

⑥ ソフ トウェア開発計画の今後の課題 と将来動 向



ソフ トウェアの開発計画段階 におけ る今後 の課題 として ,① 総合的かつ

計画的な システ ム開発の推進,② マルチ プロジ ェク トマネジメ ン トの推進,

③要求仕様の 明確化,④ 外注の場合 の基準 ・手続の制定,⑤ 各種計画の確

実 な立案,⑥ 品質に対す る意識の向上等 に対す る取 り組み が必要である こ

とを述べ てい る。

また,将 来動向に関 しては,ソ フ トウェア開発のための各種計画が,O

A機 器 とくに最近著 しく普及 しつつあ るパ ーソナルコンピュータの利用 に

よ って立案作成 され るよ うにな ると展望 してい る。
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1総 論

一 ソフ トウェア開発 ・運用の高度化 ・効率化方法の現状 と課題一

1.1ソ フ トウ ェア 開 発 ・運 用 の高 度 化 ・効 率化 の必 要 性

バ ック ロ グ問題 に つ い て 日経 コ ン ピ ュー タで は東 商 一 部 上場 企 業919社 を

対 象 に ア ンケー ト調 査 を実 施 し,回 答結 果 を283社(回 答 率31%)か ら得 た 。

そ の報 告 内 容 を 日経 コ ン ピ ュー タ(1982.12.27)に 記 載 してい るが それ に

よ る と回 答 企業 の6割 が1年 以 上 のバ ック ログ を抱 え込 ん で 苦 しん で い る現

状 が 浮 きぼ りに され てい る。 又 何故 この よ うにバ ック ロ グが 増 加 したのか の

原 因 につ い て の質 問 を 同時 に 行 な ってい るが,そ の 原因 の 第1位 に社 内 ユ ー

ザ部 門 の シ ス テ ム化 ニ ーズの 急 増,第2位 が 開 発要 員 の 不足,第3位 が ソ フ

トウ ェア ・メ ンテ ナ ンスの 急 増,第4位 が コン ビ=一 タ部 門 の シス テ ム化 ニ

ー ズの 急 増 な どが あ げ られ て い る 。 この ア ンケ ー ト結果 で も分 る通 り,コ ン

ピ ュー タ部 門へ の シ ス テ ム化 要 求 は増 大 の 一途 を辿 ってお り,そ れ に対 して

蓄 積 され る一 方 の ソフ トウ ユアの 運 用 ・保 守 に多 くの要 員 を と られ,開 発 作

業 に十 分 な る要 員 を割 りふ る事 が 出 来ず に,次 々にバ ック ロ グ として蓄 積 さ

れ てい くとい った 悪 循 環が 繰 り返 され てい る の が実 状 で あ ろ う。 しか もパ ソ

コ ン,オ フ コ ンとい った各 種 のOA機 器 の低 価 格 化,高 性 能化 が一 層 シ ス テ

ム化 ニ ーズ をか きた て てお り,其 の 上最 近 の 高 度情 報化 社会 に対 応す べ く新

ら しい 通 信 ネ ッ トワー クの構 築 や ニ ュー メ デ ィ アに対 す る企 業 内へ の 取 り込

み,経 営 戦略 と しての 情 報 シ ステ ム の活 用 な ど とい った 様 々な イ ンパ ク トが

コ ンピ ュー タ部 門 に押 し寄 せ てい る 。 内部 には 多 くのバ ック ログを抱 え,外

部 か らは 様 々な技 術 革 新 や シ ステ ム化 要 請 とい った,内 外 にわ た る様 々な イ

ンパ ク トが コンピ ュー タ部 門 に押 し寄 せ,そ れ の 対 応 に苦 慮 してい るの が コ ン

ピ ュー タ部 門 の偽 らない 現 実 の 姿 で あ ろ う。 一 方 エ ン ドユ ーザ側 に と って は

シ ス テ ム化 要 求 を い くら コ ンピ ュー タ部 門 に 出 して も一 向 に解決 して も ら え

ない とい っ たい らだ ち と相 ま って,企 業 運 営 で の重要な役割を担 ってい る 情報
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システムの開発,運 用に対 して高度化,効 率化が大 きく叫ばれ るよ うになっ

てきた。 この ソフ トウ ェアの開発運 用の高度化,効 率化 問題 には様 々な要因

が絡み合 っていて なか なか同一の土俵で論 じる事が難 か しいので,ソ フ トウ

ェア規模,業 務処理分 野,処 理形態 な どの観点か ら述べ ることにす る。

1.1.1ソ フ トウ ェアの規模 に依 る対応

小規模か ら大規模の ソフ トウェア開発 プロジェク トでの開発作業の構

成要素は次の3つ に分類 してい る。 イ:プ ロジェク トを遂行す るにあた

っての必要最小作業量,ロ:作 業 に依 って引き起 こ されたエ ラーを取 り

除 くのに必要 な作業量,ハ:個 人差 に依 って発生す る作業量 。 この中で

一番規模の大 きなプ ロジェク トでは ,エ ラーを取 り除 く作業が必要最小

の作業量 よ りも多 く,し か も個人差 に依 って発生す る作業量 が一番低い。

この事は大規模の ソフ トウェア開発 を行 うにあた って多 くの要員を投入

す る必要があ るが,こ の参加要員間の コ ミュニケーシ ョン問題が重要な

役割を帯びてい ることを意味す る。 更に,ソ フ トウ ェア開発で重要な要

素を 占めてい る個人的な能力が大規模 ソフ トウ ェアの場合には,そ れほ

ど目立 った存在 にな らず む しろ プロジェク トの マネジメン ト問題がよ り

重要な事 を示 している。一方小 規模 ソフ トウェアの場合 には,個 人的 な

能力問題が作業量 として大 きな ウエ イ トを占めてい るとい った具合に,

ソフ トウェアの開発規模 の大小 によ って,問 題点が異 な って くるのでそ

の特質を十分考慮 して ソフ トウ ェアの開発運用 を行 う必要があ る。

(1)小 規模 ソフ トウ ェアの場合

小規模 の ソフ トウ ェア開発 を行 う場合,個 人或いは小人数 で開発す

るこ とになるが,そ こに標準化 に依 る各種 の基準 とい った外部的 な枠

をは めない 限 り,個 人の能力 に全 く依存 して しまい,納 期や品質が全

く個人或いは プロジ ェク ト・リーダの意識に頼 らざるを得 ない のが実

状である。 この様 にして 開発 され蓄積 され た ソフ トウェアは開発 した
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要員が対処 しない限 り,な か なか十分 な即応体制が とれ ない とい った

問題 も発生 してきてい る。

この様 に小規模 ソフ トウェアの場合,十 分な開発体制,要 員の教育,

詳練 なしで も開発要員がい る限 りそれほ どの問題は発生 して こない。

しか し企業は生 き物で あ り,次 々と発生す るシス テム化 ニーズを解決

す る為 に,次 々と新 らしい ソフ トウェアが開発 され,そ の うちにいつ

しか蓄積 された ソフ トウェアも大量 とな り,何 んの脈絡のない ソフ ト

ウェアの集合体 とな り,大 規模 ソフ トウェアが持 ってい る問題点 と同

じよ うな問題点を持つ よ うにな って くる。小規模 ソフ トウ ェアでも一

度,開 発 され ると長 く利用 されて るものであ り,し か も どん どん社内

に蓄積 され てい くもので ある。 この様 な認識を持 って,事 前の要員教

育や将来の環境変化 を想定 し,運 用 ・保守問題を十 分勘案 した最底限

の高度化,効 率化をはか る必 要がある。

② 大規模 ソフ トウェアの場合

最近の ように ソフ トウェアの大規模化,複 雑化,広 範囲化 して くる

と好む と好 まざるにかかわ らず,我 々の実生活に直接影響 を持つ ソフ

トウェアが多数開発 されてきてい る。 この場合,勿 論 開発 の効率向上

をはかる必要があるが,そ れ と同時に信頼性,安 全性 とい った品質問

題が今後 一層重要 な課題 とな って くるもの と思われ る。大規 模 ソフ ト

ウェアの開発過程 を眺 めてみ ると,開 発計 画段階 では当該 ソフ トウェ

アのイメージがかな らず しも明確 でなく,し かもそ こに要 求 され る機

能 も不明確 な状態 で プ ロジェクトを開始する場合が多 く,更 に見積技術の

不完全 さ とい った悪条件が重な りプロジェク ト規模 が予 想外に大きな も

の とな り,予 算を大 巾に超過 した り,開 発期 間の遅延 とい った プロジ

ェク ト破産 につなが る場合が多い。其の上 ソフ トウェア規模が大き く

なればなるほ ど多 くの要員が参 加 して開発が行なわれ る。 この場合 こ

の プ ロジ ェク トに関係す るエ ン ド・ユーザ も含 くめての コ ミュニケー
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シ ョソが重要 な基礎 とな ってお り,「 ささや きゲーム」.のよ うに,エ

ン ド・ユーザが 目標 としてい る ソフ トウェア機能が,SE,プPグ ラ

マーに次 々 と伝達 され てい くうちに,変 質 して しまい,最 初 に意図し

た ソフ トウ ェア仕様 と全 くか けはなれ た ものになる可能性 もある。従

って プ ロジェク トを管理す る為には,事 前の十分 な標準化や プロジェ

ク ト運営ル ールなどを策定す る必要があ る。又 ソフ トウェア規模が大

きい とこれ を実際に開発す る部隊の他に これ を支援す る部隊 を設置 し

て プ ロジェク トの進捗 に対 して各種の協 力支援 をはか り,ス ムーズな

運営 をはか る方式が 良 く採用 されている。 この様 な事前の準備や標準

化ル ールが設定 されていない と,運 用 ・保守段階にな っても多 くの開

発要 員がその まま保守作業 に くぎ付 けに され,開 発バ ックログの原因

とな って しま うので,大 規模 ソフ トウェアでは如何 に してそ の品質を

高め,よ り少 ない要員で維持 してい くかが重要 な課題である。或 るコ

ンピュータ ・メーカの調査 に依 ると,大 型 ユーザ61社 の コンピュー

タ要 員1人 当 り保有 プ ログラム本数の平均が1979年 の48本/人

か ら1982年 の62本/人 の約30%の 伸び を示 してお り,確 実に

コンピュー タ要員 に運用,保 守上の大 きな負荷がかか ってきてい るこ

とが分る。 この事 は開発の効率化向上 と同様に運用,保 守段階での効

率 向上 も今後の大 きな課題 であることを意味 してい る。

1.1.2対 象業務 に依る対 応

対象 とな っているものの見方 を整理す る為 に色 々な分類が一般的 には

行 なわれてい るが,ソ フ トウ ェアを分類す る場合 には ソフ トウェアの持

つ属性 によ って分類す る方法がある。そ こで ここでは属性を対象業務 と

とらえて分類 を行な うと次の よ うに分類 され る。 イ,事 務処理分野,ロ,

科学技術計算分野,ハ.経 営管 理分野

一4一



(1)事 務処理分野

企業内の 各組織の なかで発生 す る大量 の分類,記 録,計 算,作 表 と

い った作 業的な情報処理は企業,組 織の維持 の為に最底限の機能で あ

る。その為 に始 めて コンピュータを導入 し,効 率化 をはかる事が可能

な分 野 として事務処理分野が対象 となる場 合が多か った。つ ま り,情

報処 理分 野での中核 をなしてい る情報処 理サ ービス業の業務 内容比率

を調 査 した レポー トに依 ると,受 託 計算業務 の中で約86%が 事務計

算分 野の業務,約12%が 科学技術計算分 野の業務 となってお り,こ の

事 は,オ フィス内での合理化,効 率化が重 要な課題で ある事が分る。

コンピュー タが この世に誕生 して以来約30年 が経過 してお り,コ ン

ピュータを利用 したシステム化技術 もそ こそ この歴史 を持つよ うにな

ってきた。 しか しなが らこの分野での ソフ トウェア開発の生産性は必

ず しも高 くないのが現状である。生産性の面だけを とらえるな らば,

同一業種の 中で比較 的共通的な事 務処理,例 えば会計処理の ような事

務処理 に対 しては汎用的なパ ッケージが開発販売 され るもの と思われ

るが,現 実 には,こ の様な ソフ トウェア ・パ ッケージがあま り流通 し

て いない。 この事は勿論,費 用対効果的な面が非常 に強いが,こ れ以

上 に企業 の独自性 とい う考 え方が強 く,し か もその企業に於いて永年

培かわれ てきた独 自の事務処理 ノウハ ウがあ り,汎 用化 をよ り困難

に して いる点で もある。その為 に企業 内に蓄積 され て くるソフ トウェ

ア規模 は益 々増大 し,そ れに対処す る為に多 くの要員が必要 とな り,

開発に十 分 な要 員を投入 出来ない といった悪循環をた どってい る。 し

か も一度大規模 な投資 を行 なって システ ム化す ると,こ れ が新 らしい

事務処理の中 に組み込まれ,そ れによ って新たな事務処理 ノウハウを

譲成 してい くとい った処理 サイ クルを踏 んで益 々巨大化 して きてい る。

システ ムが 巨大化す るにつれて,手 作業時に於け る柔軟性が うすれ益

々硬直化 してしまい外部環境の変化 に も即時の対応が出来な くなって
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きてい る。その為 に十分なサ ー ビスが出来ず利用者側 に不満足感を植

え付け る結果 にな ってい る。又増大す るバ ック ログの為に システム化

の緊急性 を要す るシステムで もす ぐには取 りあげ る事が出来ず,他 社

との営業競争上問題が発生す るような事態 も出て きてい る。その意味

に於い て企業経営の重要な基盤をな しているこれ らの事 務処理分野で

の開発効率 向上や高度化 が企業 の今後の発展の重要な鍵を握 っている

とい っても過言ではない。

② 科学技術分野

システム化要求 の中で事務処理分野ほ ど規模は大 き くないが,事 務

処理分野に次い で システ ム化 ニーズの高い分野であ る。 この分野はま

だまだ絶対量 として もそれ ほ ど多 くない為 に開発効率 とい った問題が

それほ ど大 きな話題 とはな ってい ない。 しか もこの分野の業務 を担 当

してい る部 門が全社的 に配置 され ているわ けでな く設 計部 門 とか技術

部 門 とい った部 門に特定 され てい る場合が多い。又 ソフ トウェアの開

発 もコンピュータ部 門に委託せず にオープン ・プログラマ的 に 自分で

開発 してい る場合が 多い。その為 に初 期の事務処理分 野 と同様 に問題

点が顕在化せず に個人の中 に埋没 して しま う場合が 多い。 しか しこの

分野では各種 の技術計算の パ ッケージがか な り整備 され てお り,自 分

で開発す るよ りはこの パ ッケージを利用 した方が良策 である とい った

風潮があ り,し か も権威の あるパ ッケージを利用 した 方がそ こか ら得

られ る情報 に よ り高い信頼性が あるので益 々その利 用頻度が 高まって

い くとい った良い循環が生 まれ ている。

又事務処理分野の場合 にはその ソフ トウェアがな くて も何ん らの代

替手段が存在 してい るが,科 学技術計算の場合 にはその業務 自体に他

の代替手段 では解決 出来 ない為 に,納 期問題があま り問題 とな らない

場合が多い。 しか もその 問題解決 の為の解法が判 明す る迄繰 り返 して

行 なわれ る場合が多 く,開 発 にあた って も事前に予算 申請 を行 ない開
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発を行な ってい るが,技 術的に どうや って解決す るかが先行 して,費

用や期間な どが第二次 的に扱われ る場合が多い。又 自分達の省力化の

為 にプ ログラ ミングだけを外部に委託す る方法 を とる場合 もあ るが,

自分達で も十分 プ ログラ ミングす る能 力を持 ってい るので運用 ・保守

を 自分で行 な ってい る場合が多い。 しか も最近はパ ソコンの導入に よ

って全 くコン ピュータ部 門の力を借 りず に非常 に クローズ ドな世界で

処理が行 なわれてい る ケースが多 く,今 後問題 とな って くるのは,技

術者,研 究者 の横の連絡が十分でないために個人個 人で作 られ蓄積 さ

れ てい る ソフ トウ ェア郡を二重投資防 止 とい った観点か らソフ トウェ

アの管理 とメ ンテナ ンスが重要 な課題 にな って くるもの と思われる。

更に最近では技術計算 を基礎 に業務全体 をシステム化す る とい った

大きな プロジ ェク トが開発 されて きてい る。例 えば見積計 算システム,

設計計算 シス テムの よ うにFORTRANで10万 ステップ以上 にも及ぶ よ

うな プロジ ェク トも存在 している。 この場合エ ン ドユーザ部門 とコン

ピュニタ部門 と共 同 して プ ロジェク ト・チー ムを作 り,し っか りとし

た開発工程 を踏 んで開発が実施 され る場合 も多数 出てお りこ こでも事

務処理 分野 と同様 に プロジ ェク ト管理や生 産性 向上が大 きな課題 とな

ってきてい る。

③ 経営管理分野

この分野 での大 きな 目的は経営管理や各種の経営計画策定 にあた っ

て意思決定者 に判断材料 を提供す るこ とにある。 しか し,企 業内に コ

ンピュータが導入 されて以来既に相 当数の年月が経過 してい るが,企

業の トップマ ネジメ ン トに対 して行な ったア ンケー ト結果 に依 ると必

ず しも コンピュー タ導入に十分 な満足を得ていない状態で ある。この

事は経営管理分野 に於 け るシステム化 の遅れを如実に物語 っているも

の と思われ る。其の上 この分野は事 務処理分野の よ うに定型化 した業

務で な く,非 定型的 な業務が多 く,し か もモデル化 がなか なか 出来 に
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くい分野で あ り,又 信頼性 の高い デー タが集 めに くい分野で もある。

更に この分野 での課題は経営 管理資料 である情報 を経営者や上位の管

理者が必要性 を感 じなけれ ば如何 に質 の高 い有効 な情報 を提供する仕

組 を構築 して も全 く無意味 となるので,如 何 に してそれ らの情報や シ

ステ ムが意思決定時 に必要 であるかを認識 させ る トップ教育が重要 な

役割を帯び ている。米国では,か な りの トップマネジ メン トが経営 計

画策定時 に シ ミュレーシ ョン結果 などを参 照 して意 思決定の判断材料

に利 用してい るとい う報告事例があるが,日 本の場 合には まだまだそ

の ような事例が 少な く,今 後 とも トップマネジメ ン トに対す る意識改

革をはか るべ く地味 な啓蒙運動を続ける必要があ る。又従来の経験を

土台 にした勘 だけに頼る経営でな く科学的な判断材料を活用すること

によって,よ り高度な経営が 出来るよ うな仕組 を経営の場 の中に融合

させ コンピュータに対す る抵抗感を無 くす ことが今後の活用を促進 さ

せ る重要なポ イ ン トで もある。其の上 この分野での有効活用には経営

管理情報の データベ ース化が重要な基礎 をな してお り,こ れの早期の

確立が望 まれてい る。

1.1.3処 理形態に よる対 応

企業 内に於 ける情報処理機能 には,④ 情報 の収集,◎ 情報の処理,◎

情報の伝達 とい った3つ の機 能か ら成 り立 ってい るが,こ の情報処理機

能 を別の視点で ある時 間 とい う尺度によって眺めてみ ると,④ 情報 を発

生の都度収集 し即座 に処理 を行な って情報を伝達す る リアル タイム処理

形態 と,◎ 発生 した情報を或 る程度の時間を置いて収 集 し,一 括 して処

理 を行な った後 に情 報の伝達 を行 うバ ッチ処理形態 に分類す るこ とが 出

来る。又空間的 な視点 か らこの情報処理機能 を眺 めてみ ると情報が発生

す る地点,情 報を処理す る地点,情 報 を利用す る地点の3ケ 所があ り,

これ らの場所 を どの よ うに使い分 けるかに よって,④ 集 中処理方式,◎
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分散処理方式 に分類 され る。更に物理的 な要素に依 る分け方 もある。つ

ま り情報 処理 システ ムを構成す るコ ンピュータのCPUと 端末 との接続

状態に よって分類す る方式 もある。④各種の端末装置がCPUの 直接 的

な コン トロール下にある場合をオ ンライ ン方式,@各 種 の 端 末 装 置 が

CPUの 直接的な制御下 にない場 合をオフライ ン方式 と呼んでい る。 こ

れ らの処理形態の中で典型的 なバ ッチ処理 とオンライ ン形態の特徴,問

題点について記述す る。 また,OAに つ いて も簡単に触れ ることとす る。

(1)バ ッチ処理

企業に於いて コンピュータ化す るのが このバ ッチ処理形態か らであ

るよ うに思われ る。 この方式は大量 デー タが発生 し,レ かも処理結果

を手に入れ るに利用者側 にそれ ほ どの緊急性 を必要 としない ような業

務処理に適 していた。 しか しこのよ うな業務の中で も,以 前では十分

パ ッチ処理でエ ン ド・ユーザが満足 してい たものが,よ り高度な しか

もよ り早い ター ン ・アラン ドを求めて オ ンライ ン処理 に移行す る場合

も増 えてい る。 この場合ユーザの単 なる欲望によ って よ り早い処理 を

要求 しているか を利便性 と採 算性 とをよ く見極 めた上で どの処理形態

にす るかを決定す る必要があ る。事務処理分野に於 けるバ ッチ処理の

ソフ トウェアの開発 には,過 去に比較的多 くの事例が存在 してい るこ

とか らそれ 等の ノウハ ウを利用す るこ とによって,以 前 と比較す る と

か な り効率の 向上が図れ るよ うにな ってい る。 しか しこれ とて も大規

模 な ソフ トウ ェアにな ると見積精 度が大巾に狂 って しまい大 きな問題

を引き起 こすので,大 規模 ソフ トウ ェアの場合,見 積誤差 もそれほ ど

大き くな く,し か も高品質な ソフ トウェアを開発す ることが 出来 るよ

よ うにす るこ とが今後 の大 きな課題で ある。又この処理形態で注意 し

なければ な らない点 は既に蓄積 されてい る ソフ トウェアとの整合性の

問 題 で あ る。 比 較 的 システム化 ニーズの高い ソフ トウェアか ら順次

開発 を実施 してい くうちに,既 存 システム との整合性を十分考慮 しな
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い と新 らたに構築す るシステムとがオ ーバ ー ・ラ ップした り,エ ン ド・

ユーザ側では 同じデータを2度 も3度 も投入す るような事態が発生す

る場合 もあ る。そ こで新 らたな ソフ トウェアを開発す る際には,既 存

システムを十分分析 して,シ ステ ム間の整合性を と りなが ら開発す る

必要がある。

(2)オ ンライ ン処理

近年の情報処理技 術の高度化 によ って産業全体や社会全体 の情報化

が促進 され効率の高 い活 動が 出来 るよ うな基盤が整備 されつつあるが,

その中で もオ ンライ ン処理 は利用者 ニーズに即応 したよ り高いサー ビ

スをあ らゆ る分野 に提供す るよ うにな ってきてい る。 この ナ ンライ ン

処理形態は,④ データ収集 システ ム,@メ ッセ ージ交換 システム,6

照会応答 システ ム,◎ トランザ クシ ョン処理 システ ム,㊤ 遠隔 ジ ョブ

入 力システ ム,6T,S.S処 理 システム,㊦ コンピュー タ ・ネ ッ ト

ワーク ・システムの ように更 に細分化 される。 この オ ンライ ン ・シス

テムは,す べての処理 が必ず しも複雑でな く単純 なデータ収集 システ

ムもこの中 に省 くまれ てい る。 その為 に対象業務 の特性並 びに運用形

態,費 用など とい った総 合的な観点か ら最適な処理形態を選択す る必

要がある。又 オ ンライ ン処理形態へ の変化 を支 えてい る情 報処理技術

は,バ ッチ処理段階 に於いて培 かわれ た情報処理技術が新 らしい ニー

ズをかん起 し,そ の ニーズが新 らしい技術 を産み出 し,し か もその技

術が更に人 間の欲望 をか きたてて,更 に新 らしい ニーズを醸成 し,そ

してよ り一 層進 んだ技術 を産み出 してい くとい ったサイ クル をた ど り

なが ら高度化 されてきてい る。その意味でオ ンライ ン処理 の ソフ トウ

ェアを開発す るにあた って もバ ッチ処理 の ソフ トウ ェアを開発する時

の基本的な事項 を十分取 り込んで開発す る必要が あるが,特 にオ ンラ

イ ン処理の場 合は信頼性や安全性 な どを特 に要求 され る場合が多 く,

しか も品質問題に も十分配 慮 して開発す る必要がある。
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又最近の第三次の銀行 オ ンライ ン ・システムの よ うに開発 に5000

人月か ら6000人 月 を要す る大規模な プロジ ェク トの場合多額 な投資

を必要 とす る為 に,高 級言語や パ ッケー ジを導入す ることに よって効

率 向上をはか ろ うとしてい る。 この よ うに大規模 なネ ットワー クを利

用 したオ ンライ ン処理 は大型化の傾 向を示 してお り,こ れを円滑に開

発する為 には情報 処理技術や プロジ ェク ト管理技術 な どの高度化が必

須要件 とな ってきている。

又大規模 な オ ンライ ン処理の場合 には多様化 して くる環境変化に対

応す る為に新 機能 の追加 とい った事態が発 生す るが,こ れ に対 してな

かなか柔軟 に対応する事が 出来 なか った。その為 に今後開発す る大規

模 のオ ンライ ン ・システムが新規業務 な どの開始 に対 して どれだけ柔

軟 に対応出来 るシステムを構築す るこ とが出来るかが今後 の大 きな課

題 で もある。

(3)OAへ の対応

最近 は,一 時の熱狂的なOAブ ームか ら落 ち着 きを取 り戻 し地に足

がついたOA化 を推進 しよ うとす る企 業が増加 してきた。従 来のシス

テム化が大規模 な定型業務 を主体 に進め られて きたが,最 近の分散処

理用の端末や 各種 のパ ソコンの普及 によって小規模 の非定型的な業務

に も適用範 囲が拡 大 されてお りOAが 新 らしい ア プ リケーシ ョンの分

野 として位置づ け られ るよ うにな って きた。 しか し何故 に最近 にな っ

て このよ うにOAブ ームがわ き起 って きたかを考 えてみ る。 この場合

OAが 意 図す る 目的を 「OA機 器 とソフ トウェアを結びつけ る事に よ

って効率的にオ フ ィス機能 を果たす こと」 と定義すれ ば,従 来のシス

テム化 の考 え方の 延長線上で十 分であ り,又 このOA化 の 目的を 「企

業体質 の強化 であ り,企 業の生 き残 り戦略 である」 と定義すれば,こ

れだけでは不十分 であ り,よ り一層のOA化 を推進す る必要性を感 じ

るように,OA化 の意 図す る目的には様 々な レベルや考 え方が あ り必
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ず しも一意的 に規定 出来ないのが現状である。最近の よ うに企業競争

の激 しい時代 には,OA化 の 目的を当然,「 企業の生 き残 り戦略」 と

して とらえる必要が ある。又 オ フィスに於 ける生産性 の低 くさを製造

部門に於 ける高生 産性 と比較 して云 々してい るが,こ の場合オ フィス

に於 ける生産性 を何 を対 象に して生産性 を測定 してい るかが不明確iで

あ り,あ ま り比較の対象にな らない と思 われ る。但 しオフ ィス部門 と

製造部 門 とを比較す る とあま りにも多 くの要 員を抱 え事務処理機能を

実施してい るよ うに考 えられ るので よ り一 層のOA化 を推進 してい く

引き金 にもな ってい る。

其の上,エ レク トロニ クスの高度な発 達によ って革新的に進歩 した

高性能 で,低 価格のOA機 器 群が オフ ィス部 門に どっと流れ込んでい

るが,シ ステ ム化 の恩恵を受 けていない積み残 し領域 のオフ ィス部門

での活 用が今後の大 きな課題 で もある。 この活 用 こそが企業の持 って

い る知恵の結集で あ り,し か もこの知 恵の結集化の為 の高度化,効 率

化 が非常 に待 たれ るゆ えんで もある。其 の意 味に於 いてOA化 は全 く

新 らしく発生 して きた概念で な く,従 来の コンピ ュータ化の延長線上

にあ り,こ れ を支援す るハー ドウエアの高度化が これ を一層容易にし

ているだけで概念 的にはそれ ほ ど大 きな変化は無い と思われる。つ ま

りハ ー ドウェアの高度化,そ れの利用技 術,コ ス ト面,環 境条件など

が丁 度バ ランス良 くマ ッチ ングした結果が この よ うなOAブ ームを招

来 した もの と思われ る。
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1.2ソ フ トウ ェア の 開 発 サ イ クル

1.2.1ラ イ フサ イクルの考 え方

コンピュータが実用化 され て以来既 に20年 以上が経 過 してい るが,

なかで もハー ドウェアの進歩は著 るしい ものがあ り,確 実に高性能化,

低価格化の方向へ と発展 してきてい る。一方 ソフ トウ ェアは旧態 然た る

環境 の下で生 産が続 け られて きていた。 ところが1968年 に西 ドイツで

開催 され た国際会議 に於いて ソフ トウェア ・エ ンジニア リングとい う概

念が始 めて話題 とな り大 きな注 目をあび た。 この概念は従来か ら行なわ

れていた生産方式,つ ま り職人芸的 な技 術者によ って開発 され る ソフ ト

ウ ェア作 りか ら脱皮 して近代的 な工業製品の製造 と同 じように しっか り

と した工程 を経て,ソ フ トウェア も設計,製 造 され るべ きで ある とい う

考 え方を採 ってい る。 しか もこの様 な概念での開発方式が最終 的には開

発費用の低減や品質 の高い ソフ トウェア生産が可能 となるもので あると

してい る。

この考 え方が提唱 され て以来 ソフ トウェアの開発 の中に,ソ フ トウェ

ア ・エ ンジニア リングの概念が除 々にと り入れ られ,1975年 の後半頃

か らソフ トウェア ・エ ンジ ニア リングとい う言葉が定着 し始 めた。

最近のよ うに ソフ トウェアの規模が大 き くな り,し か も複雑化 して く

る とソフ トウェアの持つバ グに よって引 き起 こされ る問 題は,非 常に大

きなもの とな り,し か もそれが 我 々の社会生活に密着 した ソフ トウェア

となる と,一 度 バ グによ って問題が発生す るとそれが及ぼす影響範囲は

広範 なもの とな り,大 きな社会 問題を も引き起 こす危険性 を含んでい る。

その為 にも ソフ トウェアを開発す るにあた っては,信 頼性の 向上や品質

保証の問題は重要 な課 題 とな って きてい る。そ こで ソフ トウ ェアの開発

にあた っては ソフ トウェア ・エ ンジニア リングで提唱 してい るライフサ

イ クルの考 え方を積極的に採 り入れ てライ フサ イクル全 体の生産性に着
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目した開発 を行 な う企 業が増 えてきてい る。 この ライ フサイ クルの基本

的 な考 え方は,ソ フ トウェアの特徴であ る不可視性 を如何 にして可視性

の あるものに して品質や進捗状況を管理す るかにあ る。つ ま り工 業製品

を製造す るの と同 じ様 に,ソ フ トウェアを開発す る段階 を幾つかの工程

に分 けてお り,そ して各工程 の終 了を意味す る ドキ ュメン トを作成 して

開発作業の確実な進捗を管理す るの に利用 してい る。 しか も作成 された

ドキ ュメン トを レビューす るこ とによ って,ソ フ トウ ェアの 開発作業の

中で潜在的 に発生 して くる種 々の エラーを早期 に発見す るよ うに してい

る。 この事 によ って手戻 り工程 を ミニマ イズす る事が出来 る。その結果

品質の 向上がはかれ,最 終的に生産性の向上がはかれ るとい った ソフ ト

ウ ェア開発での基礎技術の重要 な考 え方 である。

1.2.2ラ イフサイ クルの名称 と作 業概要

ライ フサ イ クル とは 「発達の段階 の一連の系列」 と定義 されてい るが ,

ソフ トウェアの ライ フサイ クルの場合 は大 き く分ける と開発 サイ クル と

運 用サイ クルか ら成 り立 ってい る。開発サイ クルは問題提起か らソフ ト

ウェア製品の誕生 までを さしてお り,い わゆ る受注か ら製品の 出荷迄 の

工程 をさ してい る。又運用サイ クルは出荷後の アフタケアに相 当 してい

る。 ハー ドウェアの場合,長 い 間使用 しているとハー ドウェア自体が劣

化 して寿命がつ きて くるが,そ れに反 して ソフ トウェアの場合,環 境変

化 に応 じた保守 を効率 良 く行 な っている限 りは,い つまで も利 用出来 る

とい った特徴が あ りここの工程 には運 用,保 守,評 価 とい った工程 も含

くまれてい る。 この ライフサイ クルの概念 をベースに しっか りとした開

発体 制を必要 とす るのは,一 般的 には中規模以上の大型 ソフ トウェアの

開発に特 に必要 とされ る考 え方で ある。 しか し小規模の ソフ トウェア開

発 の場合 とい えども ソフ トウェアア ・エ ンジニア リングの概念 は十分に

参 考にす る必要が ある。但 し大規模の ソフ トウ ェア開発に有効で あって
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も,大 規模 ソフ トウェア開発 での方法が そ っくりその まま小規模の ソフ

トウェア開発にも十分有効である とは言い きれないので,ソ フ トウェア

を開発す る上 での開発環境,運 用環境,ソ フ トウェアの特質 などを十分

勘案 し,更 には採算的 な要素 な ども十分 加味 して如何 な る有効な要素 を

取 り込んで開発 してい くかを決定す る必 要がある。

ライ フサイ クルの工程名称には必ず しも統一的な定義 はないが ,NA

TOの ソフ トウ ェア ・エ ンジニア リングの国際会議に於いて,ソ フ トウ

ェアの ライフサイ クル工程名称 を次のよ うに定義 してい る。

④

◎

◎

◎

㊥

㊦

㊦

⑦

⑨

シ ス テ ム設 計 の調 査 研究

シ ス テ ム設 計

単 体部 品 の 設 計

ユ ニ ッ ト設 計

ユ ニ ッ トの 開 発

ユ ニ ッ トの テ ス ト

単体 部 品 の テ ス ト

シス ァ ム ・アス ト

運 用 保守

又B.W.Boehmは ライ フサ イ クル を次 の よ うに 定 義 してい る。

④ シス テ ム要 求 定 義

◎ ソフ トウ ェアの要 求 定 義

◎ 概 要 設 計

◎ 詳 細 設 計

㊧ コー デ ィ ング とデバ ッグ

6テ ス トと移 行

㊦ 運 用 と保 守

更 にMUnson氏 はSDC社 に於 け る長 年 の経 験 を ベ ー スに して ライ フサ

イ クル の工 程 を次 の9段 階 の工 程 に分 け る事 を主 張 して い る。
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④ システムの要 求定義

◎ ソフ トウ ェアの要求定義

◎ ソフ トウェアの システ ム設計

⇔ 詳細設計

㊥ コーデ ィングとモ ジュールテス ト

6モ ジュールの統合

① ソフ トウェアの システム ・テ ス ト

⑦ 出荷手続 き

⑨ 運 用

この様 に ライフサイ クルの工程分けは個人や企業 などによ って独 自の工

程分け と工程名称を用いてお り,必 ず しも統一が とれていないのが実状

で ある。又 日本 に於いて もそれぞれの フ レーム,メ ーカが独 自の名称,

工程分けを してい る。更に昭和56年 に 日本情報 セ ンター協会が会員各

社 に対 して行 な った ア ンケー ト調査結果 の レポ ー トにあるよ うにやは り

様 々な工 程名称や工程定義が行 なわれ てお りなか なか統一するの が困難

であるよ うに思 える。その中で も特 にバ ラツキの多いのが設計工程で あ

るが,こ の工程に於ける名称 として,機 能設計,概 念設計,概 要設計,シ ステ

ム設計,基 本設計などがあげられてお り,し か もそれぞれの定義領域 もそれ

ぞれ異な ってい ることが報告 されてい る。 ここで は,こ の ライ フサ イク

ルを,④ 要求定義段階,㊥ 設計段階,◎ プ ログラ ミング,㊤ テス ト段階,

㊥運用 ・保守段階 と定i義してそれぞれの工程 に於いて如何な る作業が行

なわれ るかを以下に概説す るこ ととす る。

(1)要 求定義段階

この工程での主要 目的は システム化 ニーズを如何にエ ン ドユーザか

らき っち りと引 き出すかで ある。 この工程で作業が着実に,し か も正

確に引き出す ことに成功すれ ぼ システム化 ニーズ問題の半分が解決 し

た といわれ るよ うに,エ ン ドユ ーザ との対話 を通 して確定い くために
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イ ンタ ビュー技術 などを持 った高度な技術,経 験が要請 され る工程で

ある。 しか もこの工程では エ ン ドユ ーザ と開発者の相互理解の基礎資

料 とな る各種の ドキ ュメン トを作成 して相互の確認 を得てお く事 も重

要な作業の一つである。 この ドキ ュメ ン ト上 には システム概要,シ ス

テム機能,デ ー タ仕様,入 出力条件,シ ステム構成,信 頼性,ス ケジ

ュール上の マイルス トー ン,納 期 な どを十分検討 して記述す る必要が

ある。

② 設 計 段 階

要 求定義段階で確定 された システム要求を プログラマに正確 に伝 え

る為 に コ ンピュータが処理出来 るよ うに機能分けを行 ない,そ れぞれ

の機 能を どの よ うにす るかの決定 を行 な う。又 データ仕様,シ ステム

構i成,運 用方法 な どについての設計を行な う。更にその設計書 ベース

に プログラマが プ ・グラ ミソグ出来る ようにそれぞ れの プ・グラムの

入 力,出 力,手 順,フ ァイル ・ア クセス方法な どを規定 した プログラ

ム仕様 書を作成する。

③ プログラ ミング段階

設計段階で作 成 された プ ログラム仕様 書に沿 って,入 力 され たデー

タが如何な る手順 に よって求 め られてい る出力が得 られ るかを図示す

るチ ャー トを作成す る。更にそのチ ャー トなどを参照 しなが ら,必 要

とす る言語を得 る為に コーデ ィング作業 を行な う。 又その コーデ ィン

グした プログラムが正 しく作動す るか否か を,種 々のケースを想定 し

た デー タを利用 してデバ ッグを行ないそ の プログラムが プログラム仕

様書通 りの動作を行 な うか否 かのチ ェ ックを行な う。叉 保守段階で容

易 に プログラムを修正出来る よ うに各種の プログラム ・ドキ ュメ ン ト

を作成する。

(4)テ ス ト段階

プ ログラ ミング段階でのテス トは主 にプ ログラマが プ ログラム作成

上 作 りあげ た論理構成が正 しく動作す るかが検証 され る。 しか も対象
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は単一の プログラム内だけに限定 され るが,こ のテス ト段階ではシス

テム設計書が システム機 能 を正 し く分割 してい るか,又 それぞれに分

割 した機能間のイ ンターフェイスが十分整合性 が とれてい るか否か,

更に実際の現場運用にその システ ムが十 分耐 える事が出来 るか否かな

どを,シ ステム設計者を中心 に して考 え出 したテス トデータや実際の

現場で使 用 されてい るデータを利 用 してテ ス トを行 な う段階である。

この段 階に於いて テス トを十分 実施 しないで次の工程にパ スして しま

うと,実 際の現場で大 きな混 乱を発生 し大 きな問題 とな った りす る場

合 もあるので,そ の ソフ トウ ェアの品質 には十分留意す る必要があ る。

その為には システム設計者 のみ で検証 テス トを行 な うのでな く,エ ン

ドユーザ部門 にもこのテス ト作業に参加 して もらい,そ の ソフ トウェ

アに期待 され る通 りの機能 を発 揮す るか否 かのチ ェ ックを行な う。又

その ソフ トウ ェアの信 頼性 問題について も事前に十分 チ ェックす る必

要がある。

⑤ 運用,保 守段階

テス ト段階 で十分その ソフ トウェアが正常 に稼動す る状況が確認 さ

れ ると,こ の段階では この ソフ トウェアを実際の業務 に活用 してい く

段階である。 又 この工程に入 る前のテス ト工程段階で十分 な教育 ・訓

練 をこの ソフ トウェアの関係者に実施 しておかない と非常 な混乱を引

き起 こすので大規模 の ソフ トウ ェアになれば なるほ どこの ソフ トウェ

アの導入計画 と要員計画 を慎重 に策定す る必要があ るが,こ の計画に

沿 って実際に運用を行 ない必要 とす る情報 をエ ン ドユ ーザが得 る工程

である。'この工程 で特 に大事 なの は ソフ トウェアに内在 してい る各種

のバ グが顕在化 し運用上 に障害 を発生 した時に,事 前に設計 してあ る

方法によ って迅速な対応 を この ソフ トウェアの運用を担当 してい る要

員に よって行 な う事であ る。 つま りソフ トウェアに障害が発生 した時

に迅 速な対応が とれ るか否 かが,そ の ソフ トウェアの評価を高 くす る
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か低 くす るかの大 きな影響 を持 ってい るので細心の注意を払 って運用

す る工程 である。 更に大事 なことは,い くら運用が正確iに行なわれた

り,立派な ソフ トウ ェアが構築 された として も,外 部環境の変化や ソフ

トウェア構築上 の前 提条件 の変化によ って ソフ トウェアの修正作業が

発生す る工程 で もあ る。 この場合 ソフ トウ ェアの どの部分 を修正 し,

最終的には単体 プ ログラムの どの部分 を修正す る必要 があるかな どを

分析 し,正 確 な修 正作業を行 な う。 しか も修正 した結果が他の要素 に

影響を与 えていないかを十分検討 し,修 正作業結果 が正 しくなされ正

常 にその ソフ トウ ェアが動作す るか否か な どのチ ェ ックを行 な う工程

でもあ る。開発工 程には新 らしくソフ トウェアを構築す る とい った創

造の喜びが存在 してい るが,一 方修正作業は比較的裏方 的な性格が あ

り,し か も修 正に対 して一 度 ミスを犯す とその影響が大 き く細心の注

意 を払 う必 要があ る。其の上現場作業 の中に密着 した ソフ トウェアの

場合,エ ラーが発 生す ると完全 に現場 の作業が ス トップして しまう場

合 もあるので,ト ラブル ・シ ューテ ィングや修正作業に対 して緊急性

が要求 され る場合 も多い。

1.2.3ラ イフサイ クル と ドキ ュメン ト

ドキ ュメンテ ーシ ョン技術 は ソフ トウェアの生産性 向上 と品質 を高め

る為の重要な技 術をな してい る と思われ るが,し か し一 般的には重要性

の認識はそれほ ど高 くな く ドキ ュメン ト作成作業を余計 な作業 と感 じた

り,或 いは ドキ ュメ ン トの作成 作業 を実施す ることに よ ってか えって生

産性が落 ちるとい った全 く正反対の認識を持 ってい る人 々も多数存在 し

てい る。 その為 に不十分 な ドキ ュメン トが ライ フサイ クルのかな りの部

分 を占めてい る運用,保 守段階 に多 くの問題を投げかけ てい る場合が多

い。 しか もライ フサ イ クルの各工程で作成 され る各種の ドキ ュメ ントが

ソフ トウェアの品質管理や進捗管理 に重要 な役割を果 た してい るとい う
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認識が薄い為 に十分 な レビューをお こた った り,途 中でシステム内容が

変更 したの に ドキ ュメン トを最新状態に しない ま ま運用,保 守工程に引

き渡 して しま うとい った ケースが多い。その結果 次 々に蓄積 され るソフ

トウェアを不十分 な ドキ ュメ ン トで メ ンテナ ンス していかなければな ら

ず,し か も効率化が なか なかはかれ ない為 に多 くの要 員を抱 えて人海戦

術 的に システムの修正要求 に対 処 しているのが 現状である。

この事が増大 してい るシステ ム化 ニーズに十分 な開発要員 を振 り向け

ることが 出来 ない大 きな要因で もある。勿論 ドキ ュメン トが十分揃 って

いれば,こ れ らの問題がすべて解決 出来 る訳 でな く,保 守の生産性向上

は要員の能 力や過 去に培 って きた経験 とも大いに関係がある。

又開発段階で得 た情報や作業結果が開発用の ドキ ュメ ン ト上 に時間の

経過 とともに具 現化 され てお り,開 発が完了 し次の工程であ る運用保守

工程 に移管す るにあた って開発要員がその まま残 らない限 り,運 用,保

守要員に とって これ らの ドキ ュメ ン トが ソフ トウ ェアの内容 を知 る唯一

の情報源であ り,か つ 重要な引継 ドキ ュメ ン トで ある。つま り,こ れ ら

の ドキ ュメ ン トを通 して蓄積 された情報の移転が可能 とな り,し かも作

成 されている ドキ ュメ ン ト内容の良否が 開発情報 の移転や今後のエン ド

ユ ーザの修正要求 に対処す る保守作業に大 きな影響 を及ぼす こ とにな っ

て くる。そ こで この ドキ ュメン ト体系を運用,保 守段階の作業の 中で,

必要 とす る ドキ ュメ ン トまで も含 くんだ ライ フサ イ クル全般を通 し生産

性 とい う観点か ら十 分見直す必要があ る。次 に ドキ ュメ ン トが持つ主要

な 目的について記述す る。

田 ドキ ュメ ン トの持つ 目的

① 関係者間 の意志疎通 をはかる。

最近 のよ うに ソフ トウ ェアが大規模,複 雑化 して くるとこれにた

ず さわ って くる要 員 も非常に多 くなってきて,要 員間 の意志疎通をは

か る重要 な ツール としてこの ドキ ュメ ン トが活用 されてい る。つ ま



り大規模 ソフ トウ ェアの開発 には,シ ステム ・エ ンジニア,プ ログ

ラマ,オ ペ レータ,管 理者,エ ン ドユーザ とい った様 々な人 々が参

加す ることにな り,し か も人数が増加 して くると,そ れぞれの要員

が育 ってきたバ ックグラン ドや経験 も異な って くる。その為に必ず

しも常 識的な事が他の人 にと って常 識的でな くな って くる為にお互

いが理解出来 る分 り易い言葉で ドキ ュメ ントを作 成 して コ ミュニケ

ーシ ョンの円滑化 をはか り開発効率の向上をはか ることが重要な課

題 となってきた。

② 多人 数に依 る同時併行開発 を可能 にす る。

複雑 で大規模な ソフ トウェアを多人数で同時に開発 してい く為 に

は ドキ ュメ ン トを通 して ソフ トウ ェアを理解 させ る必要があ り,し

か もその ソフ トウ ェアに要 求されてい る機能 を分 割 して開発す るに

は,分 割 された機能の相互 間の関連 を ドキ ュメ ン ト上 に十分記載す

る必 要がある。多 くの要員 が関係す る プロジ ェク トを推進す るには

この ドキ ュメ ン トが重要 な役割 をにな ってお り,こ れ の記述方法 に

十分注 意をす る必 要が ある。

③ プ ロジ ェク ト管理を容易 にす る。

前述 した様 に,ソ フ トウ ェアには 目に見 えない とい う特徴がある

が,小 規模の ソフ トウェアを開発す る場合には十分 な ドキ ュメン ト

な しで個人個人の頭脳の中に しまい込 まれた各種 の情報 を利用す る

事 に よって ソフ トウ ェアを組立 てる ことが 出来 る。 しか しソフ トウ

ェア規 模が大 き くなる と各種 の ドキ ュメン トが重要 な役割を果 たす

と同時にそ の ドキ ュメン トが作成 された事によって開発 に必要 とさ

れ る作業が確実に実行され た事が分 る。更に大 きな作業の終 了を意

味す る各種 の ドキ ュメン ト,例 えば基本設計書が作成された事によ

って基 本設計段階が完了 したことが分 る。つ ま りソフ トウ ェア開発

での進捗管理 として,要 員 の作業結果を ドキ ュメ ン ト上 に表現す る
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事 によって ソフ トウェアの 不可視性を可視性のあ るものに変換 し,

それが どの程度完成 してい るか否かで進捗状況を把握 しよ うとす る

方法で ある。

② 各工程に於いて作成 され る代表的な ドキ ュメン ト例

ドキ ュメン トを作成す る場合,特 に注意 しなけれぼ な らないのは各

工程 に於 いて作成す る ドキュメ ン トの使 用 目的が異 なる点 であ る。そ

こでその ドキ ュメン トが何の為 に必要 であるとか,護 れ を対象 にして

作成す るのか とい った意味づ け を十分認識 しなが ら ドキ ュメ ン トを作

成する必要が ある。

例 えば,エ ン ドユ ーザ とソフ トウ ェアを開発す る要員 との間に於ける

相互確認用 として作成 され る要求定義書は,エ ン ドユ ーザが要望 して

い るソフ トウ ェア内容 の確 認 とい う意味か らしてエ ン ドユーザが十分

理解 出来 るよ うに書 かれ てい なけれぼ な らない。つ ま りコンピュー タ

用語 な どは出来るだけ避 けて平 易な言葉で誤解の ない よ うに明確に記

述す る必要がある。又 ドキ ュメン トを作成す る上で常 に注意 しなけれ

ばな らないのは,こ の ドキ ュメ ン トを何の為に作成す るのか,護 れ に

読 ませ る ドキ ュメン トであるのか,何 時の時点 に於いて作成す るのか

な どである。

それぞれの工程 で現在一般 的に作成 されてい る ドキ ュメ ン トを工程

対応毎 に記述 してみ る と次のよ うにな る。

① 要求定義段 階…… ソフ トウェアの開発 提案書,外 部仕様書

② 設計段階 基本 設計書,詳 細設計書,内 部仕様書

③ プログラ ミング段階 … プログラム仕様書,プ ログラム検収書

④ テス ト段 階………テス ト仕様書,テ ス ト結果報告書

⑤ 運 用保守段 階……運用作 業指 図書,運 用マ ニュアル,保 守 マニ ュ

アル

(3}ド キ ュメ ン ト作成上の 問題点
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ドキ ュメ ン トの重要性については,最 近 ではかな り多 くの要員が認

識 を持つ ようにな ってきた しか し現実には不完全な ドキ ュメ ン トが

非常 に多い。 この理 由として考 えられ る事は,ソ フ トウェアの開発,

運用保守 とい った工程での作業 の中にこの ドキ ュメン ト作成作業が溶

け込んでいない為 と思われ る。 ドキ ュメ ン ト作成を特 別の時間をとっ

て作成す るとい う意識でな く,自 然 な流れ として作業の中に組み込ま

れてい る事が重要であ る。理想 を云 えば,ソ フ トウ ェアの 自動化 シス

テムの様に ドキ ュメ ン トを作成 しないで も ソフ トウェアが 開発 され る

事が望 ま しいが,現 在の技術 レベルでは まだまだ不十分 であるので,

着実に,も れがな く正確な ドキ ュメ ン トを効率 良 く作 成す るこ とが,

開発効 率向上 をはか る大きな要因で もあ る。つ ま り ドキ ュメ ン トが十

分作成 されない とい う問題点 を解決す る為 には しっか りした体系 と確

実に ドキ ュメン トが作成 され仕組みを考 える必要があ る。 ドキ ュメ ン

ト問題には一般的 に次のよ うな点が よく議論 されてい るので,こ れ ら

の問題点を一つで も解決す る事が大いな る前進で これ らの問題 に真剣

に取 り組 む必要が ある。

① 文書化 が十分徹底 しない。

② 文書 化が体系化 されてお らず非効率で ある。

③ 標準 化が 不十 分

④ ドキ ュメン トに記載 した内容が新 らし く変更す る必要 が発生 した

に もかかわ らず更新 されない場合が多い

1.3高 度化,効 率化 の概要

景気が長期にわた って低迷を続 けてい る為に,企 業間に於 ける競争 は益 々

その激 しさを増 し経営者 にとって企業経営の効率化や質的向上 とい った体質

強化 が重要 な課題 とな ってきている。その結果,設 計製造部 門,事 務管理部

門を始め として研 究開発部門迄を も含 くめた全社的 なシステム化 ニーズを一
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段 と喚 起す る事にな った。一方対外的 にはエ レク トロニ クス技術の高度化に

よって急激 なハ ー ドウェア価格の低廉化を招来 し,コ ンピ ュー タ利用の裾野

を広げ新 たな可能性 を引 き出 して きてい る。

更に コンピュー タ部門には,従 来の情報処理技術の高度化に加 えて ニュー

メデ ィアや回線解放 によるネ ッ トワーク構築 とい った新技術を導 入す る事に

よ り,よ り高度な機能を持 ち しか も利 用者 にとってユーザ ビ リィテ ィの高い

ソフ トウ ェアの提供が一段 と期待 され てい る。 しか しこ うい った システム化

ニーズの増大に もかかわ らず コンピュー タ部門では十分対応 が出来ず バ ック

ログとして数年間 も開発待 ちの状態の企業 も出てきてい る。其 の上 開発段階

での品質保証が十分でない為 に問題点が後工程の運用,保 守段階 に持 ち込ま

れて とい った悪循環が十分断 ち切れず運用,保 守段階でのサ ービス ・レベル

を一 層低 下 させてい る。又 これ に加 えて ソフ トウェア ・コス トの 高騰や生産

性の伸び悩みが一層問題 を深刻化 させ てい る。 この為に ここ数年 開発,運 用

保守の 高度化,効 率化が大 き く叫ばれてい るゆ えんでもある。

1.3,1基 本的な考え方

ソフ トウェアに対す る需要 は年率40%以 上 の伸びを示 してい ると云

われ てい るが,こ の需要に対 して十分答 えらる抜本的 な対策 を とらない

限 りバ ックログを全 面的 に解消す るこ とは困難 と思われ る。其の上悪い

こ とに 日々,新 らしい ソフ トウ ェアが社 内に蓄積 され続けてい る。例 え

ば富士 通が行 な った ア ンケー ト調 査に依 る と,大 型 ユーザ61社 の中で,

保有 してい る プログラムが1979年 か ら1982年 の4年 間で約1.7倍 の

伸び を示 してい る。 ところが一 方 コ ンピュータ部門の要員数の伸びは

1979年 か ら1982年 の4年 間で1.3倍 しか伸び てお らず要員1人 が面

倒 をみなければ な らない プ ログラムは確実 に増 大 してい る。 しか もコン

ピュータ部 門の要員増はそれほ ど多 くは望 めないのが実状で あ り,要 員

1人 当 りの負荷 は確実に増大傾向を示 している。
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そ こで高度化,効 率化の基本的 な考 え方 として以下に述べ ることとす る。

(1)標 準化 の推進

① 手順 について

工業製品が産業革命以降,飛 躍的にその生産性を 向上 させ,大 量

生産が可能 とな ってきたのは標準化の考 え方 と動力の導入 によって

であ るが,最 近 では其の上 消費者の 多様化す るニーズに合致 させた

高品質で低 価格 な ものを提 供す るよ うに求め られて きている。そこ

で部品の標 準化 を進 めその組合せ によ って消費者 ニーズに合致 した

もの を作 って提供す る方法を とってい る。 この方法 の根底を支 えて

い るのが標 準化 の考 え方で あ り,し か も多 くの製品 の間での部品の

共通使 用を可能 とす る高度 な設計技術 とそれ を同一 の生産 ライ ン上

に乗せ効率 良 く生産出来 る生産技術 とが 確立 されて始めて達成 出来

た もので ある。 ところが ソフ トウェアの 開発状況を眺めてみると,

④ 納期 の遅延

◎ 目標 とした性能が十 分発揮 出来ない

6運 用 してい る最中でのエ ラーが多発 し安定性 に欠ける。

㊤ 高い費 用を投 じて開発 した ソフ トウェアが利用者の ニーズに合

致 しない。

㊧ 開発 した ソフ トウェアが十分その効果を発揮 しない

とい った問題が多発 してい る。 しか も最近の ソフ トウェアは益 々高

度化,複 雑化,大 規模化の様想を帯びてお り,そ れ らの問題点を一

層顕著 なもの にしてい る。更 に ソフ トウェア規模が大 き くなれぼな

るほ ど多 の要員が関係 して くるので,し っか りとした プロジェク

トを推進す る必要があ り,し か も要 員の間 では,知 識や経験がそれ

ぞれ異 な ってお り,コ ミュニケーシ ョン問題が しば しば大 きな問題

とな って くる。 こ うい った問 題を解決す る為に ソフ トウェアに関連

のあ る人 々に対 して護れが,何 時,何 を,ど の様な手順 で作業を実
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行 してい くかを明確 に した方法論を採用す る必要が ある。 その為に

は ソフ トウェアの開発,運 用,保 守 とい った作業 に標準化が必須で

あ り,し か もこの場合或 る部分だけの効率化 をはか って も必ず しも

全体の効率化 につなが らない場合があるので,ラ イ フサイ クル全体

を見通 し,そ れぞれの工程 内 に如何 なる作業があるか を明確 にして,

具体的な形での作業標準を設定す る必要があ る。又,標 準化が十分

確立 されてい ると,或 る程 度の教育を受 ける事 によ って,護 れでも

が標準化の手順 に沿 って作 業が実施 出来,し か も抜 けの ない均質 な

ソフ トウェア生産が可能 とな って くる。

② ドキ ュメ ン ト

ソフ トウェアを可視性のあ るものにす るツール として ドキ ュメン

トがあるが,こ の場合で も無統一 に書かれていたのでは,関 係す る

要 員の間で も十分 な情 報を効率的にパ スす ることが 出来 ない。又 ド

キ ュメン トを書 く事 によって ソフ トウ ェアの可視性 は実現 出来たが,

そ こに記述す るためのル ールがない と個人的な特徴が発揮 されてか

えって コ ミュニケーシ ョン上の効率低下 につなが るので この ドキ ュ

メン ト作成にあた って も十 分体 系の とれた ドキ ュメ ンテーシ ョンの

標準化 を導 入す る必 要がある。 この場合護れが見 てもこの ドキュメ

ン ト上 に書かれてい る内容を正 しく理解す る為に フォーマ ッ トの統

一化 をはか る必要があ る
。又要 員の個性があ ま り発揮 され ない よう

に記 入要領な どを作成 して記述方法 も標準化す る必要が ある。更に

この ドキ ュメ ン トは工程内で実際に作業 した結果を ドキ ュメ ン ト上

に具体化す るの に利用 され るので確実 に作業が進行 してい る事を 目

で確認す ることが出来 る。その為の プロジ ェク ト管理者が プロジェ

ク トの進捗管理 を行 う重要 な道具 としての役割を持 ってい る。別の

視点か ら眺 めてみ る とエ ン ドユーザ とソフ トウ ェア開発者 との間で

目的 としてい る ソフ トウェアの仕様 を ドキ ュメン ト上に表現する こ
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●

とによ ってお互いがその内容を検証す ることが出来る。 しか もプロ

ジェク トが長期 にわた って くると,ソ フ トウェアの開発 要員 もその

開発過程で得 られた情報を忘れ て くる事 もあ るのでそれの備忘録 に

も利用出来 る。 この よ うに ドキ ュメン トは管理者,シ ステム ・エ ン

ジニア,プ ログラマ,エ ン ドユ ーザとい った人 々にそれぞれ異な っ

た 目的 を持 ってい るが プ ロジ ェク ト運営 には必 要な ものであ る。但

し ドキ ュメ ン トを作成す る場合,特 に注意 しなければ ならないのは,

人間で ある以上 ミスを犯す事があるので,ド キ ュメ ン ト中に間違い

の発見都度 タイム リーに ドキ ュメ ン トの内容 を更新 してお く必要が

あ る。 ドキ ュメ ン トが最新状態にない と折角作成 された ドキ ュメ ン

トも使 用され な くな り最終的には プログラム ・ジ ャーナルが唯一の

正 しい ドキ ュメ ン トとなって しま うおそれがあ るので更新のルール,

保存方法,保 存規定な どを設定 して ドキ ュメ ン トがいつ で も利用出

来る ように環境条件 な どを整備 してお く必要が ある。又 ソフ トウェ

アを開発す るにあた って ドキ ュメン トを作成す る作業時間がかな り

の割合 を占めてい るので これ を如何に効率 良 く行 な うかが ソフ トウ

ェアの生産性や 品質 向上での大 きな鍵を握 っているので ドキ ュメ ン

ト問題が 今後の重要 な検討課題で もある。

② ツールの導入

コンピュー タ屋の紺 屋の白袴 と良 く云われ るよ うに プログラ ミング

段階,テ ス トラ ン段 階を除 くとほ とん どコンピュータを利用 しないで

紙 と鉛筆 を利 用 して ソフ トウェアの開発を行 な ってい るのが現状で あ

る。 しか し人間の行 な ってい る作業内容を十分分析 してみ ると人間が

直接 自分の手 で行 うよ りはるか に効率的で品質 の良い ものになる作業

が存在 してい るこ とが分 る。そ こでこれ らの作業 を ツールに代替 させ

ることによ って開発 効率 を向上 させ る事を 目的に開発 され てい るのが

開発支援 ツール群 である。 これ らの個 々の ツールは基 本的には,ソ フ
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トウェアの 自動化を狙 ってい るが,現 時点での多 くの ツールは部分的

な工程 に於 て効率化を狙 ってい るのが 多いので,そ れ らの ツールを導

入 して得 られ る効用は必ず しも 目立 ったもの にな ってい ない。 しか し

ソフ トウ ェアの規模が大 き くなるにつれ て開発の際 には多 くの ツール

群 を導 入 して大 きな効果 を発揮 している例 も多数発表 されてい る。但

しこの場合で も工程に於 ける部分的な作業分野 での効率化促進 には大

き く貢献 してい るが,し か しこれ らの ツール群 を単純 に寄せ集 めて利

用す るだけで は,操 作性や 一貫性の面 か ら眺 めてみ る と必ず しも全体

的な効率 向上 に直接にはつ なが らない場 面 も出てきてい る。そ こで今

後 ツールには新技術な どを も十分取 り込んだ個 々の作業領域でのよ り

高い生 産性の追求 と同時に ライ フサイ クル全体 を通 した一貫 性,管 理

性,使 用性な どを具備 した機能 の ツールが望 まれてい る。現在 ライフ

サイ クルの 各工程で比較 的に効果 を発揮 してい るツール として次の よ

うなものが あげ られ る。

① 要求分析段階 …支援 ツールを利用 した要 求仕様の定義活動

② 設計段 階……… ソフ トウ ェアの 自動設計,ド キ ュメ ン トの 自動化

③ プログラ ミング段階… プ ログラムの 自動生成,テ ス トデータの 自

動生 成,プ ログラム ・ドキ ュメ ントの 自動生成

④ テ ス ト段 階 ……支援 ツールを利用 したテス トデータの 自動生成

⑤ 運用,保 守段階… ドキ ュメ ン トの 自動生 成,修 正 による波及分析

の 自動化

これ らの 自動化 ツールすべ てが実用化段階にあ るわ けではないが,今

後の ツールは個 々の工程での 自動化だけ を指 向す るのでな くて,こ れ

らを統合管理 し,一 貫 した ソフ トウェアの開発 ・運用,保 守作業を支

援す る環境 を設 定 し,し か も統一性の とれ た全体 として も使い易 く最

適化がはかれ る自動化 ツールにす る必要が ある。

(3)ソ フ トウ ェアの部品化の推進
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ソフ トウェアの品質 を保証す る為には全 く新 らしい プ ログラムを作

らない ことだ と極論す る人 もい るが,ソ フ トウェアの品質,生 産性 を

向上 させ る為 には出来 るだけ,既 に作 られ現場で実 用に供 されている

検証済の プログラムを利用す るこ とであ る。この考 え方か ら発生 して

きた もの にソフ トウ ェアの部 品化 の考 え方がある。 ソフ トウェアの部

品化 を考 えるにあた って再利 用出来 る部品 となるものに次の ものが考

えられ る。

① システム要求の部品化

② 設計仕様 の部品化

③ プログラムの部品化

などがあげ られ る。 これ らの中で システ ム化要求を部品化す るにあた

っては開発 方法論 と非常 に深い関係があ り,こ の方法論が まだ十分確

立 していない為 にまだそれほ ど成果 として十分見 るべ きものがない。

又部品 として如何な るもの を蓄積 して再利用 してい くかが不明確であ

る。ただ云 える ことは企業内で十分検討 した方法論を継続的に採用 し,

蓄積す ることが必要であ る。又その蓄積 された部品 を実際 に利用 して

い く過程で何 を部品化す るのが適当であるかが判 明 して くるもの と思

われ る。要は如何 に して部品化 してい くかの思想 をも って継続 的に実

施 してい くかが重 要で ある。更 に設計仕様の部品化は プログラムの部

品化 と一体 とな ってい る場合が多 く,プ ログラムの部品化 を推進させ

る為には前の工程であ る設計仕様の部品化 を十分想定 した 上で考 える

必要があ る。現在一 番多 く利 用 されているもの に プログラムの部品化

が あるが,こ の場合注意すべ き点は現在迄に既 に蓄積 され ているプロ

グラムの中か ら如何 に して最適な部品 を抽出す るかであ る。又抽出 し

て蓄積す るプログラムの大 きさを どうす るかに よ って も部品の再利用

率 に大 き く影響す るので,企 業の開発方式や環境 に合致 した部品分割

基準を設定 して蓄積す る必要があ る。又部品をあま り小 さ くし過 ぎて
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部品が非常 に多 く蓄積 されて しま ったために必要 とす る部品 を探すの

に非常 に手間がかか ってか え って手作 りで作 った方が早か った とい う

よ うな笑 えない話 もあるので,部 品の蓄積方法や検索方法な どには十

分注意 して部 品化 を推進す る必 要が ある。又 ハー ドウェアの製造に於

い ては部品化 の考え方が 進んでお りユ ニ ッ トとかパ ーツとい ったよ う

に階層的にな ってお りそれ を必要 な レベルで利用 出来 るよ うにな って

い る。そ こで ソフ トウ ェアの場合 も階 層的 な部品化 を進めてお き必要

な時に どの レベルの どの部 品を選択 し,利 用 してい くとい った再利用

化 を推進す る必要があ る。 この方 法は開発環境の改善や方法論の採用

とい った ものによ って発揮 され る効果 よ りはるかに有効性を発揮出来

る方法 なの で,今 後は益 々一 層多 く活用 されてい くもの と思われる。

但 しこの場合,基 礎にな ってい るのが標準化の考 え方であ り,こ れが

徹底 されていない となかなか必要 とす る部品が蓄積 され ないので標準

化の推進 と一体 とな って行 な うのが効果的 な方法 と思われ る。

㈲ ソフ トウェアの ライ フサイ クル全体 に対 しての品質管理の推 進

ソフ トウェアとハー ドウ ェアを比較 してみ ると ソフ トウェアには,

④見 えない,◎ 個人の能力に極端 に依存す る。 とい ったハ ー ドウェア

にはない特徴 を持 ってい る。 これ 品質管理 とい う観点か ら眺めてみ る

と

① 目視検査 が適用 しに くい 。

② ハ ー ドウェアの よ うに物理 的な計算手段が存在 してい ない。

③ 個人 の能 力に依存す る部分 が多 く出来上 って くる製品 にバ ラツキ

が非常 に多 い。

④ 品質 に対す る評価尺度 が確 立 していない。

とい った特徴 を持 ってお り,こ の事が ソフ トウ ェアの品質管理 を一層

困難な ものに してい る。其 の上ハ ー ドウェアと異な って ソフ トウェア

には上 記の よ うな特 徴があ るので品質管理が導入出来 ないのだ とい う
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きめつ けが考 え方の根底に存在 してい る。 そこで視点 を変 えて,工 業

生産 され るハー ドウェアも始 めて世の 中に送 り出され た時 には,確iか

に物 として 目視出来るが,品 質に対す る評価基準 も何 もなか ったはず ・

である。それが近代的な生産技術の確立や永年 にわたる品質管理の追

求に よって世界で も第一級の品質の高い製品 を作 り出す事 に成功 した

わけである。 この考 え方を ソフ トウェアの運用,生 産の場 に最近では

多 くの企業が導 入して徐々にではあるが効果を発揮 してきてい る。 し

か し依 然 として品質管理を導入す ると費 用が増加す るとい った誤 った

考 え方が存在 してお りまだ まだ ソフ トウェアの分野に定着 していると

は云い難い。 しか も ソフ トウ ェアの分野 でご く当 り前 とな って行なわ

れ ている設計段階 とプログラ ミング段階での手戻 り作業 な どは,生 産

性 の向上 を大 き くそ害す るものであ り,品 質管理で良 く使用 されてい

るチ ェ ック ・リス トな どを十分整備 して設計上の詰 めの甘 さな どを ミ'

ニマイズ し,か つ手 戻 り作業 をな くす とい った努力の積み か さねが全

体 的な生産性 向上につ なが って くるもの であるとい う認識を十分持つ

必要が ある。又 ソフ トウェアの品質を低下 させ てい る原因 として

④ コーデ ィング ・ミス

◎ 仕様固 めの もれ,不 備

◎ 設計上の もれ

⇔ インターフ ェイスの誤 り

とい った技術力の不足や人 に起因す るものが多 くあげ られ てい る。 こ

の場合,人 に係 る部分での品質 を向上 させ る方法 として,出 来 るだけ

人が関与 しない よ うに作業 を ツールな どに代替 させた り,管 理 目標 な

どを設定 して要員に品質の重要 さを徹底 させ る方法な どが あ る。つ ま

り全社員 に品質の重 要性 と品質 向上が生 産性の 向上に直接 的につなが

る もので あるとい う認識 を徹 底 させ総 力をあげて この問題 に取 り組む

こ とが生産性 を大 いに向上 させ る重要 な方法で もあ る。
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1.3.2効 率化のため の具体的ア プロー チ

前述 した様に多 くの企業が1～2年 にわ たるバ ックログを抱 え悩んで

い るが,其 の上月 日の経過 とともに多 くのシステム化 ニーズが 更にバ ッ

クログ上 に堆積 して しまい,も はや従来の延長線上での効率化方法だけ

では限界 にきてい る感 じがす る。 しか もコンピュータ要 員の大 巾な増 員

はほ とん ど期待 出来ない状態で ある。そ こで従来か らとられ てきた 「コ

ンピュー タ関連の問題 はすべて コンピ ュータ部 門に一任す る」 とい う姿

勢 を←歩前進 させ て,コ ンピュー タ部門にふ りかか ってい た負荷 を一部

他 の部 門にも肩代 りさせ,集 中 か ら分散化 へ とい った コ ンピ ュータ関連

業務の分業体制を推進 させ る必要 がある。更にはエ ン ドユーザか ら出て

くるシステム化 ニーズを単 にエ ン ドユーザが希望す るか ら取 り上 げる と

い った姿勢でな く,企 業内で持 ってい る有限の リソース(人,物,金)

を全社的な視点か ら有効に活用す る為 に ソフ トウェア問題 に関 して計画

管理 を強化す る必要が ある。

田 分業化の推進

① 外部企業 の積極的 な活用

この方法は従来か らも行 なわれていた方法であ るが,単 なる力仕

事 を外部企業 に委託す る場合が多か った。しか し最 近では外部の専

門家集団 も相 当な経験 を積 んできてお り,自 社で開発す るよ りは,

はるか に高品質で安 い費 用で作成 して くれ る企業 も出現 して きてお

り,ソ フ トウェアの ライ フサイ クルの どの部分 を分業化政策で委託

す るのだ とい った前 向きの活用方法 を考 える必要が ある。 この場合

委託会社の信頼性や質的な レベルな どを事前 に十分調査 してお く必

要があ る。又受入れ側の企業 として も標準化や ドキ ュメ ンテ ーシ ョ

ンな どを十分整備 してお く必要があ り,し か も両 者間の責任範囲や

委託 業務範囲な どを明確 に してお く必要が ある。

② パ ッケージの導 入
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外部 の業務 パ ッケージの導入は,コ ンピュータ化 ニーズがあるに

もかかわ らず開発待 ちしなけれぼな らない とい った機会損失を削減

するのみな らず,コ ンピュータ部門の作業が全 く無 くなるのでは な

いが,大 巾 な省力化効果が期待 出来る。 しか し日本での ソフ トウェ

ア ・パ ッケ ージの流通状況 を眺 めてみ ると実際の ところ米国に比べ

て流通状態 は非常 に遅れ てお り,ま だまだ企業側の受 け入れ環境 が

十分でない よ うに思 える。 しか し最近にな って,海 外か らのパ ッケ

ージも含 くめてかな りの種類のパ ッケージが市場 に提供 されてきて

お り,し か も品質的にはかな り高い ものが出廻 って きてい る。更 に

導入す る側 の意識 もかな り変 ってきてお り,良 いパ ッケージの場合

には,受 け入れ企業の体制,組 織な どをも変 更 して,開 発待 ちの時

間や 開発期間 に於け る機 会損失を ミニマィズす る事を第一義 にして

導入す るケースが増加 して きている。パ ッケージを導入す るにあた

っては,パ ッケージの持つ要件(値 段,実 績,信 頼性,機 能,性 能,

使い易 さ,ド キ ュメ ン トの状況,カ ス タマイ ズにあた っての適応性,

メ ンテナ ンス ・サ ー ビス体制 など)を 事前に十分 チ ェ ックす る必要

が ある。又受け入れ側 としては,受 け入れ る側の環境作 りを十分準

備 しておかない と,パ ッケージとしては十分優秀 であ っても結局は

利用 されない とい った問題 も発生す るので,受 け入れ体制(受 け入

れ側の マネージ ャの意識改 革,受 け入れ現場の作業方法の変更に対

す る十分 な根廻 しと環境整備)を 十分確i立して,パ ッケージ販売 会

社 との協 同作業が パ ッケージ導入を成功 させ る大 きな秘けつで もあ

る。 しか も最 近の ように企業間での競争が激 化 して くるとシステム

化が よ り一 層大 きな武器 とな るので開発期 間の短縮 と開発 コス トの

セイ ビングに大 きな貢献を果たす パ ッケージの導入 がか な り積極的

に推進 され て くる もの と思われる。

③ エ ン ドユ ーザ言語の導入
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バ ックログの解 消法 として非常に有効な方法 として前述 したパ ッ

ケージの導 入が あるが,そ れ と同 じ様 に有効 な方法 として,コ ンピ

ュー タ部門 に代 ってシステ ム化 ニーズを抱 えてい る部門が独 自の力

で開発 を進 める方法がある。 この場合,コ ンピュータ部門が なに も

しない とい う訳で な くエ ン ドユーザ部 門が使 える道具 を提供 した り,

その 開発方 法の教育 を行 な った りして,そ の 開発作業を支援する機

能 を果たす必要があ る。 この前提には全社的 なデータベ ースの整備

も コンピュー タ部 門によって事前に構築 されてい ることが必要であ

る。又バ ックログが増大 してい る原因 を詳 しく分析 してみ ると,従

来の比較的定型的 な業務の システム化要求 に加 えて非定型 的な業務

も年 々増大 して きてい る。 この事は今迄,コ ンピュータ化 しにくい

とあ き らめていた 人々が最近の ハー ドウェア技術や オフ コン,パ ソ

コンとい ったOA機 器の低価格化に よって身近か に,し か も比較的

容易 に利用出来 る環境が 出現 して きたの をみ て,非 定型的な業務や

個人 レベルでの業務 に積極的 に活用に乗 り出 した もの と思われ る。

この場合パ ソコンを全社 にぼ らまく代 りに非定型的な業務で も簡単

にユーザ言語 を利用 して 自分の必要 とす る資料 を作成 出来る仕組を

全社 に提供 す ることに よってバ ックログの解 明をはか ってい る企業

も多数出て きてい る。

④ 企業内情報 セ ンターの確 立

エ ン ドユ ーザの性 格上エ ン ドユーザ言語の よ うに比較 的使い易い

道具 を用意 して ユーザ 自身が 開発出来る環境 を提供 して もなかなか

自分の問題 として利 用しない のが通例で あ る。そ こで新 らしく設立

された情報 セ ンター内の要 員によ って,エ ン ドユーザの開発サポー

ト,コ ンサ ルテ ィング,教 育 な どを実施 し,そ の結果 ユーザ 自身が

自分の手で開発 を推進 させ る事 を 目的に この情報 セ ンターが設立 さ

れてい る。つ ま りコンピュータ部門が多 くのバ ックログを抱 えて ど
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うしよ うもない時に,コ ンピュータ部門に代 ってユ ーザ 自身が持 っ

てい るシステム化 ニーズを 自分 の手で開発 出来る よ うにす る支援 部

隊であ って,社 内の 自給 自足率を向上させ る事が主な任務で もあ る。

この考 え方は カナ ダにあ るIBMに よ って提案 され現在世界中で多

くの企業で採 用 され始 めてい る。 この方法は確か にエ ン ドユーザの

コンピュータ部門がなか なか システム化 して くれ ない とい ったい ら

だ ちの解消 にも役立 ってい る。又情報セ ンターの設 立によ って次の

よ うな メ リットが得 られ る としてい る。

④ アプ リケーシ ョンに十分経験のあ る要員 自身が 自分 の問題 とし

てシステム化 に取 り組 むの で ソフ トウェア開発 コろ トが削減出来

る。

◎ バックログの解消 と同時に今迄潜在化 してい た コンピュータ化

ニーズを喚起 し,し か もそれの開発を 自身の手で行 な う事 が出来

る。

◎ エ ン ドユ ーザ 自身が情報 セ ンターのサポ ー トを受け て自か らが

問題意識を持 って考 えるので企業の システ ム化が一層促進 され る。

② 計画,管 理の強化

システ ム化 ニーズがそれほ ど多 くない時期にはニ ーズの発生都度そ

れ な りの プロジ ェク トチ ームを結成 して対応 してきたが,現 在の様 に

多 くの システム化要求が一斉 に発生 して くると,従 来の よ うな,場 当

り的な方策では有限の リソー スの もとでは,ほ とん ど限界 にきている。

そ こで各部 門か ら要請 され てい るシステム化 ニーズを全社的 な レベル

でその必要性 を分 析評価 して ニーズの解決順位を設定す る必要 があ る。

この場合 コンピュー タ部門のみ で順位付けを決定す るのでな くエ ン ド

ユーザ部門をもまき込んで全社 的な コンセ ンサスを作 り上げ る必要が

あ る。それによ って今後の開発計 画 と体制 をエ ン ドユ ーザ部 門にも十

分知 らしめて全社的 な協力体 制が得 られ ることが社 内の システ ム化を
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一
推進 してい くにあた って非常 に重 要な事項で もある。つま り有 限の リ

ソース(人,物,金,時 間)な どを最 高に効率良 く活用す る為 には全

社 的な コンセ ンサスの とれ た 目標 を設定 して開発 してい くのが最 良の

方策で もあ る。従来の開発 のや り方で行 なわれた結果 よく発生す る問

題 点 として

① トップや利用部門の協力が得 られ ない。

② ニーズ間 同志の重要性の是否 が評価 出来 ない

③ ニーズの レベルが大小様 々で多過 ぎる為 に体系的 な整理分 析が 出

来ない

④ 各部門の利害対立の調 整が出来ない

⑤ 開発 スケジ ュール,体 制 の合意がなかなか得なれ ない。

な どがあるが,こ れ も開発計画段階に十分 な全社的な コンセ ンサスが

得 られ てい ない為に発生す る問題で もあ る。そ こで最近は この計画段

階に焦点 を当てて,今 後の システム化が効率 良 く行 な え,し か も全社

的な コンセ ンサスが得 られ る方法論を提供 してい るフレーム ・メーカ

もあ る。例 えばIBMのBSP(BusinessSystemPlaming),富

士通のEPG(End-user-orientedPlamingGuideline)C-NAP

(Custom・NeedsAnalysisProcedure)な どが良 く知 られ てお り,

これ らの方法 を有効活 用す るの も一つの方法で もある。いずれ にして

も各企業の持 ってい る リソースは有 限であ りこれ を全社的 な コンセ ン

サ スの もとで如何 に有効に活 用 してい くかが重要であ り,折 角 のシス

テム化 しようとす る意 欲の芽 をつみかねないの でこの モチベ ーシ ョン

問題を如何 に上手 にさばい てい くかが今後の重 要な課題で もあ り,そ

れ を行な うには この計画,管 理 を上手 に採 り入れ ることであ る。但 し

あま りこの計画,管 理を前面 に押 し出 してい くと折角の システム化の

高ま りを防害 しかね ないので このか ね合い に十 分注意す る必要がある。

一36一



2.ソ フ トウ ェア 開 発 計 画 の 現 状
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2.ソ フ トウ ェア 開 発 計 画 の 現状

オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ムの 進展 や デ ー タベ ー ス ・シ ス テ ムの拡

大 にみ られ る よ うに,コ ン ピ ュー タの利 用 は ます ます 高 度 化 してお り,従 来 の

シ ス テム開 発 に比 較 して経 費 お よび 作 業 負荷 が増 大 しつつ あ る。

他 方,OA(オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン)お よびLAN(ロ ー カル ・エ リ

ア ・ネ ッ トワー ク)の 波 は パ ー ソナ ル ・コ ンピュ ータの セ ク シ ョ ン ・マ シ ン化

を進 め,シ ステ ム開発 お よび 運用 の 急 激 な拡 大 ・分 散 化 を もた ら してい る。

この よ うな 状 況 に あ って,全 社 的 なi整合 性 の 見地 に立 った シ ステム化 お よび

効 率的 な シ ステ ム化 が急 務 とな ってお り,加 えて そ こ には 信 頼 性 ・生 産 性 も合

わ せ 求 め られ てい る。

高 度情 報 社 会 の到 来 を 考 えた場 合,シ ステ ム開 発 は今 後 も さ らに増 大 しつづ

け る ことが 予 想 され,信 頼 性 ・生 産 性 向上 の観 点 か らも シ ステ ム化 の1つ の基

準 とな る よ うな方 法 を確 立 す る必要 に 迫 られ てい る。 この 点 につ い て,コ ンピ

ュー タ ・ユ ーザ の コ ン ピ ュー タ部 門 は どの よ うな方 法 で対 拠 し,乗 りきろ う と

して い る の で あ ろ うか 。 本 章 で は コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ の コ ン ピ ュー タ部 門 に

お け る ソフ トウ ェア 開発 計 画 の現 状 と課 題 に つ い て,調 査 結 果 に基 づ い て 述べ

る こ と とす る。

2.1ア ンケ ー ト調 査 結 果 の概 要

調査 は ア ンケー ト調 査,事 例 研究,企 業 へ の訪 問 ヒヤ リ ングに よ った。 ア

ンケ ー ト調 査 は9月1日 か ら9月30日 の 期 間 に実 施 した 。 調 査対 象 は大 手

コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ を 中心 に,無 作 為抽 出 法 に よ り600社 を選 出 した 。

そ の結 果,114社 の 回 答 を得 た(回 収率19%)。 た だ し,個 々の項 目に

つ い て は 回 答数 が 異 な る ので,そ の数 字 を各 図表 に示 した。 訪 問 ヒア リン グ

は ア ンケー ト調査 終 了後,そ の補 足調査 として,ア ンケー ト回答 企 業 の 中か ら5

社,そ れ 以 外 の企 業 か ら3社 を選 ん で実 施 した。
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詳 細 は 次節以 降で 説 明す るが,本 テー マの 性格 上,単 純 集 計 の 回 答 よ りも記

述 式 の 内容 に興 味 深 い もの が 見 られ る とと もに,1つ の 方 向性 を 引 き出せ る も

の が 多 か った よ うに思 われ る 。 個 々の設 問 の検 討 に入 る前 に,回 答 ユ ーザの コ

ン ピ ュー タ部門 の 現 状 を概 観 し,分 析 の一 助 と したい 。

(1)コ ンピ ュー タ部 門 の 人 員構 成

コンピュータ部門の人員は平均73.1人 で システム・エ ンジ ニア22.0人,プ ロ

グ ラマ ー21.7人 とな ってお り全 体 の4割 近 くを 占 め て い る。 しか し,回

答 の なか には シ ステ ム ・エ ンジニ ア と プロ グラ マ ーの 作 業 区 分 が 明確 で な

い もの もい くつ か 見 られ た。

オ ペ レー タの数 が9.4人 と少 な い の は,オ ンラ イ ン処 理 の増 大 と外 部委

託 が 主 な 理 由だ と考 え られ る。(表2.1)

各 職 種 の 人数 別 分 布 を 図2.1に 示す 。 平 均 値 とは異 な り,シ ス テム ・エ

ンジ ニ ア,プ ログ ラマ ーの 人 数 が10名 以 下 の 企業 が それ ぞ れ 約50社 と

4割 強 を 占め てい るの が 特 徴 的 で あ る。

項 目 平均人数

管 理 者 &1人

S.E 22.0

プ ロ グ ラ マ ー 21.7

オ ペ レ ー タ 9.4

キ ー パ ンチ ャ ー 等 11.9

計 73.1

表2・1コ ン ピ ュー タ部門 の 人 員 構 成(平 均)
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(8)
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図2.1 職種別の人数分布
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② ソ フ トウ ェア開 発 予算

昭 和58年 度 の平 均 は約3億6千 万 円 で,最 高 は26億1300万 円,最 少

は50万 円 とか な りのバ ラ ツキ が あ る。また,コ ン ピ ュー タ部 門 の経 費 分

担(経 費 負担 元)の 方法 につ い て,様 々 の考 え方 が あ る こ とが うかが える。

(3)外 部 利 用

外 部 利 用 してい る とい う回答 が88件(77.2%)あ った 。 その うち業 務 委

託 を 行 って い るの が41件,外 部 要 員 を 利 用 して い るの が35件 で あった。

ヒ ア リ ング結 果 に よれ ば,外 部 要 員 利 用 の 中心 は オペ レー タお よび パ ン

チ ャーで,プ ログ ラマ ー派遣 が次 に多 か った 。 あ る企 業で は 深 刻 な シ ステ

ム ・エ ンジ ニ ア不足 に悩 ん で お り,シ ス テ ム化 要 求 分 析 の段 階 か ら外 部利

用 を実 施 して い る ケ ース もあ った。

(4)使 用機 種

主 な使 用機 種 を メ ー カ別 にみ る と,IBMが48件(429%)と1位 を 占め,

つ い で 日立26件(23.2%),富 士 通24件(21.4%),日 本電気16件(14.3%),

ユ ニパ ック12件(10 .79・)とな ってい る。 また,35件 が 複数 の コ ンピ ュー

タ(表2・2)を 利 用 して お り,そ の 比 率 は30.7%で あ った。 そ の うち

19件 が 異 な る メ ー カ ーの機 種 を利 用 して いた。
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利用数 %(利 用ツ112)

1.B.M. 48 42.9

日立製作所 26 23.2

富 士 通 24 21.4

日 本 電 気 16 143

ユ ニパ ッ ク 12 1α7

そ の 他 5 4.5

表2・2メ ー カ別の 利 用機 種

この設問は後で検討 を加 える技 法 ・ツールの利 用実態を知 るうえで不可

欠 なもの と考 え,調 査を実施 した。

2.2シ ス テ ム化 要 求 の 現状

本 節 で は シ ステ ム化 要求 につ い て 「要 求 部 門 」 ・ 「重 点 ニー ズ」 ・ 「標 準

フ ォー マ ッ トの 有 無 」 の各 項 目を ア ンケー ト調 査 結 果 を 中心 に述べ る。

(Dシ ス テ ム化 要 求 部 門

シ ス テ ム化 要 求 が 最 も多 い部 門 は ユ ーザ 部 門で,107件93.9%の 高 率

に達 して い る。(表2・3)

ユ ーザ部 門

コン ピ ュー タ部 門

トッ プ

顧 客 先

107(93.9)

5(4.4)

1(0.9)

1(0.9)

N-114表2 ・3シ ステ ム化 要 求 部 門

トップ(1件 ●9%)お よび コ ンビ=一 タ部 門(5件4.4%)が 極端 に

少 な い背 景 と して,す で に 第一 段 階 の コ ンピ ュー タ化 が完 了 し トップ ・ダ

ウ ンの形 で の 全社 的 な コ ンピ ュー タ化 の 必要 が な く,む しろ ユ ーザ 部 門 が

自 らの業 務 改 善等 の ため に ボ トム ・ア ップ式 の要 求 を 出 してい る ケ ー スが
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多 い か らで あ る。 ヒア リン グ調 査 にお い て シス テ ム化要 求 の 新規 と メ ンテ

ナ ンス の割 合 を,]三 教 で 比 較 して 回 答 を求 め た と ころ ,メ ンテ ナ ンスが

70・-80%の 割 合 を 占め てお り,こ の こ とを裏づ け てい る。

コンピュータ部門が システ ム化要求をす るケース としては ,「 経 営 方針 に基づ

くシ ス テ ム化 」 や`「全 社 的 整 合 性 の必 要 が生 じた 場 合」 お よび 「シス テ ム

化 の 不均 衡 を解決 す るた め」 な どが考 えられ る。

(2)シ ス テ ム化 の 重点 ニ ー ズ

「省 力化 が 最 大 にな る よ うにす る」 を1位 にあ げ た 回 答が47件41 .2%

あ り,3位 ま で の合 計 で も109件95.6%と 高 率 を示 し,ほ とん どの 企 業

で 「省 力化 」 が重 点 課 題 と な って い る こ とが うか が える。次 に多 いのは 「費

用対 効 果 を最 大 にす る」 で1位 にあ げ た 回答 が36件31.6%あ り,3位 ま

で の合 計 で も96件84.2%と な って い る。

低 成 長経 済 ・減 量経 営 が 呼 ばれ て い る現 在,「 省 力化 」 に し て も 「費 用

対 効 果 」 に して も企 業 の 最 優 先 課 題 が 組織 の 末 端 に まで 反 映 し てい る証 左

で あ る と思 われ る。

「顧 客サ ー ビスの 向上 が 図れ るも の」 を1に あげ た 回 答 が19件16 .7%,

3位 までの 合 計 で も50件43.9%で あ った 。 ま た 「処 理 効 率 を 最 大 にな る

よ うにす る」 を1位 に あげ た 回答 が9件7.9%,3位 ま で の 合 計でも55件

48.2%と な ってお り,上 位2項 とは か な りの 開 きが あ る。 こ の 理 由 と して,

1つ に は顧 客 サ ー4"ス に関 係 の あ る シ ステ ムが 全 体 に 占 め る 割 合 は決 して

大 き くは な い こ と,ま た も う1つ には オ ン ライ ン ・シス テ ム に比 べ バ ッチ

・シ ス テ ムの場 合 には シ ス テ ムの 処 理 効 率 が オ ンライ ン ・リアル タイ ム処

理の レス ポ ンス ・タイ ムの よ うに 目に 見 える部 分が少 な く,ユ ーザ 部 門 に

と って あ ま り意識 にの ぼ って こな い こ とな どが 考 え られ る。

(表2・4,図2・2)

(3)シ ス テ ム化 要 求 の 標 準 化 フ ォー マ ッ トの有 無

51件44.7%が 「あ る」 と答 えて い る。(表2・5)こ の 標 準 フォー マ
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項 目 1位 2位 3位 ウェイ ト付 け

省 力 化 47件 41.2% 42件 36β% 20件 17.5% 245点

費 用 対 効 果 36 31.6 39 34.2 21 18.4 207

顧 客 サ ー ビ ス 19 16.7 13 ll.4 18 15.8 101

処 理 効 率 9 7.9 13 11.4 33 28.9 86

他社 より良い システム 2 1.8 4 3.5 12 10.5 26

社 員 モ ラ ル 1 0.9 2 1.8 1 0.9 11

そ の 他 0 1 0.9 9 7.9 8

表2・4シ ス テ ム化 の 重 点 ニ ーズ

項 目 ,10 20
`

30 4(%

省 力

費 用 対 効

顧 客 サ ー

処 理 効

他社より良いシステム

社 員 モ ラ

そ の

化

果

ビ ス

率

ノレ

他

1358

130
.3

114 .8

1126

=コ38

コ1.6

]1.2

図2・2シ ステ ム化 の 重点 ニーズ

る

し

あ

な

51(44.7)

63(55.3) N-114

表2・5標 準化 フォーマ ッ トの有無

ッ トは 「機械化業務依 頼書」 ・ 「システム開発依頼書」 などと呼ばれ,シ

ステム化要求部門で記入す る部 分 とコンピュー タ部門で記入す る部分 とに

分かれ てい る。

システム化要 求部 門が記入す る項 目には,概 ね次の ような ものがある。

① システム化依 頼部署名

② 業務名

③ 依頼区分(新 規 ・変更等の区分)
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④ 実施希望 日(シ ステ ム運用開始 日)

⑤ システム化 の 目的

⑥ 現状 の問題点

⑦ 効 果

⑧ 処理サ イ クル

⑨ デー タ量

⑩ 予算額

コンピュータ部門で記入す る項 目には次の よ うなものが ある。

① 作業着手 の判定

② 本番実施見込時期

③ 作業期 間

④ 開発費 用見積

⑤ 運営費 用見積

現 実には システム化要求部 門が依頼書を提出す るまで に,コ ンピュータ部

門をはじめ関連部署との打合せが行われてお り,そ の段 階でシステム化の可否

の検討 は済んで いる。 この依頼書が提 出された場 合には シス テム開発が実

行 され るこ とにな ってお り,こ れ以降の段 階で システム開発が取 り止めに

な るケースはまれ である。

システ ム化要求の詳細はほ とん どの場合,依 頼書に加 えて添付書類で述

べ られている。 システム化要求段階 では,ツ ール ・手法 の利 用はな く,ユ

ーザ部門のシステム化の熱意お よび業務知識 と経験 ,表 現力 に頼 る面が多

く,標 準化で きないのが現状のよ うである。

システ ム化要 求の可否 はシステ ム化要求部門の長が行 い,コ ンピュータ部

門 に提 出す るこ とになってい る。

2.3要 求分析の現状

本節では要求分析段 階で の現状および 問題点 につ いて, 「要 求分析の体制」
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,

・ 「要 求 分析 の技 法 ・手 法」 ・ 「ツール 」 お よび 「積 み 残 しとな る問 題 点」

等 の項 目を ア ンケ ー ト結 果 よ り報 告 す る。

(1)要 求分 析 の体 制

要 求 分析 の参 加 メ ンバ ーの 内訳 をみ る と,シ ス テ ム ・エ ンジ ニ アが107

件93.9%,シ ス テ ム化 要 求部 門 が100件87.7%で,こ の 両者 を中心 に 構

成 されてい るケースがほ とん どで ある。 ついで コンピュー タ部 門が53件46.5%

とな ってい るが,こ れは コンピュータ部 門の 責任 者 が参 加 してい る と考 て よい

で あ ろ う。 プ ロ グラ マ ーが 参 加 メ ンバ ー と な って い る ケー ス は46件40.4

%で,実 作 業担 当者 の理 解 度 ひ いて は 作 業の 円滑 化 を高 め る努 力 が試み ら

れ て い る もの と思わ れ る。 トップの参 加 が8件7.0%と な って い るの は シ

ス テ ム化要 求 と同一 の傾 向を 示 してお り,シ ス テ ム化 の 現 状 が トップ ・ダ

ウ ンの 時 期 を過 ぎ た こ との 表 われ であ ろ う。(表2・6)

(構 成)

O

ト

ツ

フ

コ部

ζ門

「
タ

シエ

ス ソ

テ ジ

㌻

z
グ

;

シ

ス要
テ求
ム部

化門

外
部ル

㌻
サ ト

回答企業数

○ ○ ○ 26(22.8)

○ ○ 25(21.9)

○ ○ ○ 25(21.9)

○ ○ ○ ○ 11(9.6)

○ ○ 4(3.5)

○ ○ ○ ○ 3(2.6)

20(17.5)

表2・6要 求分析 の体制

N=114

その他の組
み合せ
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(参 加 メ ンバ ー)

シ ス テ ム ・エ ンジ ニ ア

シ ス テ ム化要 求 部 門

コ ン ピ ュー タ部 門

フ ロ グ ラマ

フ

外 部 コ ンサ ル タ ン ト

そ の 他

107(93.9)

100(87.7)

53(46.5)

46(40.4)

8(7.0)

5(4.4)

4(3.5) N=1141

メ ンバ ー構 成 を 各職 種 別 に人 数 分布 でみ て み る と,シ ス テ ム ・エ ンジ ニ

ア につ いて は2～3名 が59.8%と 最 も多 くな って お り,つ いで1名 が35 .5

%で あ った。 シス テ ム化 要 求 部 門 につ い て も,2～3名 が71%と 最 も多

く,つ い で1名 が16%と な ってい る。

プ ロ ジ ュ ク トに よ る作 業 も同様 の 傾 向 に あ る と思 われ,大 体5名 前後 の

体 制 で シス テ ム化 が進 め られ て い る よ うで あ る。 新 規 作 業 よ りもメ ンテ ナ

ンス 作業 の 比 率 が 高 い こ との表 わ れ で あ ろ う。(表2・7)

シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア プ ロ グ ラ マ

1人

2～3人

4～5人

6人 以上

38

64

3

2

1人

2～3人

4～5人

6人 以上

23

17

5

1

システム化要求部門

1入

2～3人

4～5人

6人 以上

16

71

12

1

表2・7メ ンバ ーの 人 数 別 分布

外 部 コ ン サ ル タ ン ト

1人

2～3人

4～5人

6人 以上

2

3

0

0

(2)要 求 分析 の 技 法 ・手 法

要 求分 析 に 関連 す る技 法 ・手法 の知 名度 ・使 用頻 度 等 につ い て のア ンケ

ー ト結果 を表2・8に 示す
。

ア ンケー トは連関図法 ・親和図法 ・系 統 図 法 ・PDPC・YS法 ・ブ レー ン

ス トー ミン グ ・面 接 調査 ・事 務 分 析 の 各技 法 ・手 法 につ い て,「 知 らない」

・ 「知 って い るが 使 って い な い」 ・ 「分析 の 中心 と して 使 った 」 ・ 「補 助
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L知 っているが 35 1.知 っ て い るが 58 L知 らない 36

使 ってない 使 ってない 2.知 っ て い る が 27

連 2知 らない 25 親 2補 助 的に使 っ 19 系 使 ってない
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た
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3試 行 した こと

がある

16

統
た
4分 析の中心と 12
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した した した

面 2.大変 効果 があ 37 事 2.大 変効果があ 30 そ BSP.CPS 3

っ た っ た NUPS法 2

接
3補 助 的に使 っ

た
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た

16 PRIDE

SDF
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分 っ た
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NUPS法
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使 ってない 使 ってない 3.一 応 の 効 果

査 6試 行 したこと 3 析 6.知 ら な い 6 他 ワークデザイ 1

がある 7試 行 したこと 5 ン

がある BSP 1
109 109

N=111

,

表2・8要 求 分 析 の技 法 ・手 法
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的 に使 った」 ・ 「試 行 した こ とが あ る」 ・ 「大 変 有 効 で あ った 」 ・ 「一 応

の効 果 が あ った 」 ・ 「効 果 は なか った」 の各 項 目に該 当す るか ど うか を き

い た。

記 入 が あ った 回答111件 につ い て知 名 度 をみ てみ る と,「 面 接 調査 」 が

109件98.2%と 最 も多 く,つ づ い て 「ブ レー ンス トー ミング」1∩7件96.4

%,「 親和図法 」104件93.7%,「 事 務 分 析 」103件92.8%の 順 とな っ

た 。 「連 関 図 法 」 は76件68.5%,「 系 統 図法 」 は67件60.4%と 過 半

数 の 知 名 度 を獲 得 してい るが,rPDPC」32件2&8%,rYS法 」22

件19.8%と 極 端 に低 くな ってお り,際 だ った 相違 を見 せ て い る。

次 に利 用度 に つ い てみ る と,「 事 務 分析 」 は67企 業 で 分 析 の 中心 と し

て ま た16企 業 で補 助 的 に利 用 され,そ の効 果 に つ いて も 「大 変 効果 が あ

っ た 」 が30件,「 一 応 の 効 果が あ った」 が11件 とそ の評 価 も 高 い。「面

接 調 査」 は 分析 の 中 心 と して利 用 され た 件 数 が60企 業 と 「事 務 分析 」 に

劣 る もの の,そ の効果 は 「大 変 効 果 」 が37件,「 一 応 の 効果 」 が14件

と評 価 が 最 も高 くな って い る。 「ブ レー ン ス トー ミン グ」 は知 名度 に比 し

て 利 用 され る割 合 が低 く,「 分析 の 中 心 」 が11件,「 補 助 的 」 が30件

とな って い る。 しか し,効 果 につ いて は 「大 変 効 果 」 が13件,「 一 応 の

効 果 」 が16件 と評 価 は得 て い る。 「親和図法 」は さらに極端で,「 知 って

い る が使 って い な い」 とい う回 答 が58件 と過 半 数 を 超 える企 業 が利 用 し

て い な い結 果 とな って い る。 そ の 他 の技 法 ・手 法 に つ い て も利 用 度は か な

り低 く,rYS法 」 に いた って は補 助 的 に 利 用 され た ケ ース が1件 あ った

に と どま る。 しか し,rYS法 」 を 除 く技 法 につ い て 効 果 をみ た 場合,利

用 者 か らの 評 価 は 必ず し も低 くは な くいつ れ の技 法 も利 用 者の40%近 く

か ら一 定 の 評 価 を得 て い る こ と がわ か る。

こ れ らの結 果 を 総 合 して考 え てみ る と従 来 か らあ る 「面 接調 査 」 ・ 「事

務 分 析 」 の 技法 が よ り多 く利 用 され て お り,同 時 に 個 別業 務 の 分 析 に よ り

フ レ クシ ブル に 対 応 で きて い る よ うに思 わ れ るの に対 し,「 ブ レー ンス ト
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一 ミ ング」 は補 助 的 な技 法 と して 活 用 され て い るよ うに 思 われ る。 これ は

「ブ レー ンス トー ミン グ」 が 科 学 的 な 分 析技 法 とい うよ りも,む しろ 問題

解 決 技 法 と して,目 ざす べ き シス テ ムを考 える場合 の技 法 と して利 用 され

て い る もの と考 えられ る。

ピア リ ング調査 で も,機 能 分析 を 中心 と した ワー クデ ザ イ ン的 手法 に よ

る 分析 方 法 が多 く利 用 され てお り,「 ブ レー ンス トー ミン グ」 も補助 的 に

利 用 し有 効 で あ った とい う回 答 を 得た 。

(3)要 求分 析 の ツール

要 求 分析 で使 用 した ツ ール はIPTが24件 と最 も多 く,つ づ い てSTE

PS16件,HIPACE10件 の 順 と な って い る。 これ を メr力 別 のユ ーザ

比 で み てみ る とIPT(IBM)は50%,STEPS(日 本 電 気)100%,

HIPACE(日 立)38.5%,SDEM(富 士 通)37.5%と な り,.メ ー カ

ー に よ る差 異 がか な り明瞭 とな って お り興 味 深 い。

ま た,各 ツ ールの 利 用 度が 全 体 で59社51.8%と 過 半 数 を少 し超 えた 程

度 で,標 準 的 な方法 が あ ま り確 立 で きて い ない こ とを表 わ して い る。

(図2・3)

IPT

STEPS

HIPACE

PRIDE

SDEM

BSP・CPS

NUPS

そ の 他

140 .7(24)

127、1(16)

116.9(10)

115.3(9)

115.3(9)

|8 .5(5)

16 .8(4)

___」10.2⑥

N=59

図2・3要 求 分 析 で使 用 した ツー ル
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(4)積 み残 しとな る問題点

要求分析の段階で積み残 しとなる問題点は,「 運 用開始時期」が最 も多

く62件59.6%と な っている。 ついで 「要員」が47件45.2%で 第2位

となって いる。 この2つ は密接 に関連 してお り,シ ステ ムの開発規模や工

程が,予 算や要員 によって左右 され ることお よびそれ らが未解決のま ま次

の ステ ップへ作業が進んでいるこ とを表 して いる。

「効果」 ・ 「開発容易性」が と もに27件26.0%,「 経済性」が25件

24.0%と な っているのは,シ ステ ム化要 求 の 重 点ニーズ(1位 「省力化」

・2位 「費用対効果」)が 必 らず しも解決 されていない ことを示 してい る。

これ な どは,シ ステム化要 求お よび要求分析の各段階で,定 量 的効果を把

握す る方法を持 ち合わせ ていな いために システム化の実行可能性 を比較検

討で きな いことに由来 しているよ うに思われ る。 また,ゴ ーサイ ンが出た

か らには何が何 で もや り通す とい う日本的 な対処方法 もあるよ うに思われ

る。(図2・4)

運 用 開 始

要 員

効 果

開発容易性

経 済 性

信 頼 性

安 全 性

な い

そ の 他

1596

(62)1
45.2(47)

126.0(27)

126 .0(27)

124.0(25)

lg.6(10)

==コ6.7(7)

=コ4.8(5)

コ3・8(4)

N=104

図2・4要 求分析時 に残 された問題点
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問題解 決のための代替 案の検討は,類 似システムの技術動向調査お よび

汎用 パ ッケージの調査 を通 じて行われ ている。 しか し,そ の まま適用す る

ことが困難だ とい う理 由か ら,採 用 され るケースはほ とん どないよ うであ

る。わが国におけ る ソフ トウェア流通が進展 しない現状 が,こ こか らもう

か が える。従 って,問 題 が発生 した ような場合には,種 々の工夫を して切

り抜 けることが多い。 このよ うな場合 には,シ ステムを複 雑なものにす る

ケ ースが多 く,開 発の容易性に問題を残 したま ま開発計 画立案 に作業を進

めるこ ともある。

2.4開 発計 画立 案 の現状

本節 では,開 発 計 画 立 案 に 際 して の 「計 画の 標 準 化 」,「 開 発計 画 の承 認

者 」,「 開 発 計 画 立 案 に 関 連す る技 法 ・手法 」 お よび 「ツー ル 」,「 見 積 基

準 」等 につ い て,そ の 実 態 を報 告す る。

(1)計 画の 標 準 化

開発 計 画立 案 に際 して,各 種計 画 が 「既 に標 準 化 され て い る」 か,あ る

い は 「そ の 都 度 作 成 す る」 か につ い て設 問を した。(図2・5)

全 体 的 に 見 て,開 発 の 都 度 作成 され る ケー スが 多 く,す べ て の計 画 にわ

た って 「標 準 化 され て い る」 を上 回 ってお り,こ の段 階 で も標 準 化 で き て

い な いの が 目に つ く。

開発 の 都 度 作 成 され る率 が一 番 高 いの は 「移 行 計 画 」 で,90件78.9%

で あ った。 逆 に 「移 行 計 画 」 が標 準 化 され て い る と回 答 したの は15件13.2

%に す ぎ なか った 。 そ の 他 開 発の 都 度 作成 され る割 合 が50%を 超 えた も

の と して は,「 工 程 計 画 」83件72.8%,「 運 用計 画」76件66.7%,

「要 員 計 画 」75件65.8%,「 予 算」69件60.5%,「 外 注 計 画」 お よ

び 「設 備 計 画」63件55.3%と な ってい る。

一 方 ,標 準 的 に既 に作 成 され て い る もの につ い て見 る と,1位 が 「要 員

教 育 計 画 」 で38件33.3%,つ づ いて 「要 員計 画 」31件27.2%,「 設
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(開 発の都 度作 成)

305070

移 行 計 画

工 程 計 画

運 用 計 画

要 員 計 画

予 算

外 注 計 画

設 備 計 画

拡 張 計 画
oパ ッ ケ ー ジ
購 入 計 画
工程管理 計 画

開発支 援計 画

検査 ・検収計画

要員教 育計 画

費用管 理 計 画

品算管 理 計 画

保 守 計 画

17

㌶)172.8(

166.7(76)

165.8(75)

160 .5(69)

155.3(63)

155.3(63)

146.5(53)

145 .6(52)

142.1(48)

139.5(45)

138.6(44)

136 .0(41)

135 .1(40)

【32.5(37)

_」30.7(35)

30

 

2010
(標 準的に既 に作成)

要員教 育計 画

要 員 計 画

設 備 計 画

工程管 理 計 画

費用管理 計 画

予 算

運 用 計 画

保 守 計 画

品質管 理 計 画

検査 ・検収計画

工 程 計 画

開発支 援 計 画

移 行 計 画

外 注 計 画
パ ッ ケ ー ジ
購 入 計 画
拡 張 計 画

133,3(38)

127 .2(31)

125 .4(29)

125.4(四)

124 .6(28)

123.7(27)

122.8(26)

122 .8(26)

118 .4(21)

117 .5(20)

115 .8(18)

113 .2(15)

113 .2(15)

110 .5(12)

1τ9(9

17 .0(鋤

開発計画の標準化の状況図2.5
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N=114

トップが 要 求 … …47

フ

コン ピュータ部門の長

ユ ー ザ 部 門 の 長

経 理 予 算 部 門 の 長

そ の 他

6、4(3)

2.1(1)

26.7(13)

63.8(30)

ユ ーザ部 門 が 要 求 … …165

コン ピュー タ部門の長

ユ ー ザ 部 門 の 長

フ

経 理 予 算 部 門 の 長

そ の 他

29.7(49)

18.2(30)

6.7(11)

45.5(75)

コ ン ピュ ー タ部 門が 要 求 … …72

コンピュータ部門の長

フ

ユ ー ザ 部 門 の 長

経 理 予 算 部 門 の 長

そ の 他

22.2(16)

13.9(10)

2.8(2)

61.1(44)

顧客先が要求 ……29

コン ピュー タ部門の長

フ

ユ ー ザ 部 門 の 長

経 理 予 算 部 門 の 長

そ の 他

20.7(6)

20.7(6)

3.4(1)

10.3(3)

44.8(13)

図2.6開 発 計 画 の承 認者
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備 計 画」 お よび 「工 程 管 理 計 画 」29件25.4%な どとな ってお り,年 度 単

位 の 計 画 が 作 成 しや す い もの が上 位 を 占 め て い るの が 目につ い た。

(2)開 発 計 画 立 案 の承 認 者

誰 が 開 発 計 画 を承 認す るか を調 査 した 結 果,シ ス テ ム化 要求 部 門 が トッ

プで あ る 場 合 に限 り,ト ップ 自らが 承 認 者 とな るケ ー スが 最 も多 い(63 .8

%)。 これ は シス テム化 要 求 の 内 容 が,経 営 方針 等 企業 存立 の 基盤 に深 く

関 わ って い るか らで あ ろ う。

シ ステ ム化 要 求部 門が ユ ーザ 部 門,コ/ピ ュー タ部 門 ,顧 客 先 のい つ れ

の場 合 に も,コ ンピ ュー タ部 門 の 長が 承 認 者 とな る ケー スが 最 も多 い 。 こ

れ は,シ ス テ ム化 要 求分 析 か ら運 用 にい た る まで の各 段 階 で ,コ ン ピ ュー

タ部 門 が 中 心 とな って作業 を進 め るた め 責 任 の所 在 を 明 らか にす る こ とが

主 な 理 由だ と考 え られ る。

一 方 で ユ ーザ 部 門 の長および ト
ップが承認者 となるケースは,コ ンピュータ部

門 の作 成 した 開発 計 画 に対 す る ユ ーザ と して の承 認 と監 視機 能 の 発言 が 目

的 で あ る と思 わ れ る。

ヒア リング調査 で は,シ ス テム 開発 の規 模(主 に 金 額)に よ り承 認 者 が

異 な る とい った 定 量 的 で 明確 な 判 断基 準 を持 つ 企業 もあ った 。(図2・6)

(3)開 発 計 画立 案 の 技法 ・手 法

WBS・TRM・PERT・ ハ ンデ ィPERT・ ガ ン トチ ャー ト ・マイ ル ス

トンチ ャー ト ・ トレ ン ドチ ャー トの 各 技 法 につ い て,そ の 「知 名度」・「利

用 度 」 ・ 「効 果 」 等 を調査 した 。(図2・7)

そ の結 果,PERT・ ガ ンチ ャー トを 除 い て 「知 らな い」 とい う回答 が 非

常 に 多 く,こ れ は 全 くの 予 想 外 で あ った 。特 に,TRM73件67.6%を 筆

頭 にWBS63件58.3%,ト レン ドチ ャー ト56件51.9%と 回 答者 の 過

半 数 に知 られ て い な い状 況 で あ る。

利 用度 につ い てみ てみ る と,PERTは52件48.1%,ガ ンチ ャー トは61

件56.5%と な って いる。 特 に,ガ ンチ ャー トは 「良 く用 い て い る」が53
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N=108

知 らない

知ってい るが使 ってない

補助的に用 いてい る

良 く用いてい る

試行した ことがある

大変有効で あった

一応の効果があった

4.6(5)

1.9(2)

0.9(1)

0.9(1)

0.9(1)

21.3(23)

58.3(63)

知 らない

知 っているが使 ってない

良 く用 いてい る

補助的 に用い てい る

一応の効果 があった

0.9(1)

O.9(1)

0.9(1)

18.5(20)
67.6(73)

知 っているが使 ってない

補助的 に用いている

試行 したことがある

良 く用い てい る

一応の効果があった

知 らない

大変有効であった

効果はなか った

19.4(21)

15.7(17)

13.0(14)

9.3(10)

5.6(6)

4.6(5)

0.9(1)

39.8(43)

知 らない

知 ってい るが使 ってない

補助的に用い ている

一応の効果 があった

良 く用 いてい る

試行 したことがある

4.6(5)

4.6(5)

3.7(4)

0.9(1)

28.7(31)

46.3(50)

一57…



良く用いている

知っているが使ってな、

知 らない

大変有効であった

補助的に用い口 ・る

一応の効果があ
った

試行したことがある

効果はなかった

21.3(23)

13.0(14)

10.2(11)

5.6(6)

5.6(6)

1.9(2)

0.9(1)

49.1(53)

知 らない

知 っているが使ってなL

良 く用いている

補助的に用いている

試行したことがある

大変有効であった

一応の効果があった

20.4(22)

37.0(40)

知 らない

知っているが使って熱 ・

良く用いている

補助的に用いている

大変有効であった

試行したことがある

効果はなかった

3.7(4)

2.8(3)

2.8(3)

1.9(2)

0.9(1)

25、0(27)

51.9(56)

図2・7開 発計画立案 の技法 ・手法
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件49.1%と ほぼ半数が利用 している。

これは,ガ ンチ ャー トが

① 計画が比較的簡単 に行 える

② 見やす く分 りやす い

PERTが

① 作業の順 序 ・相 互関係が 明らかになる

② 工程途 中での将来 の工数予測が簡単 に行 える

とい う特徴をそれぞれ 有 してお り,利 用者の ニーズに適合 しているか らだ

と思われ る。

利用効率の面か らと らえてみ る と,ガ ンチ ャー トは17件15.7%か ら一

応の評価を得 ているが,利 用者だけの評価は27.9%と 上 昇す る もののそ

れ程高い数字 を示 していない。PERTに ついて も同様の傾 向があ り,15件

13.9%の 評価 に対 し,利 用者か らは28.8%と な ってい る。評価 が低い理

由として,ガ ンチ ャー トでは作業相互の関連が不 明確 で工程管理上の要点

がは っき りしない とい う欠点を,PERTで は作成・変更に要す る工数が大

きく,ま た要 員単位の管理 には 向か ないとい う欠点を有 してい るか らだ と

考 えられ る。

全般的に利用効果へ の評 価が低 い結果に終 ってお り,こ のこ とが結果 と

して,他 の技法 ・手法の利 用を試み ることに消極的に させ ているよ うであ

る。 しか し,ガ ンチ ャー トの欠点を,全 部では ないが一部 を補完 して作 ら

れたマイルス トンチ ャー トの知名度お よび利 用度は,今 後は増加 してい っ

て もらいたい ものであ りそこか ら更に 良質の技法 ・手法が生み 出され て く

るこ とを期待す る ものである。

(4)開 発計画立案で使 用 した ツール

開発計画立案 での ツールの使用実績 をCPM・STEPS・RAMP・HI

PACE・GERT・SDEM・PMP・PERT・PCMP・PRIDEに ついて

きいてみ た。(図2・8)
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PERT

STEPS

CPM

HIPACE

SDEM

PRIDE

そ の 他

」51.7(30)

124 .1(14)

119 .0(11)

117 .2(10)

115.5(9)

113 .8(8)

コ5.2(3)

N=58

図2・8開 発計 画立案で使用 したツール

「使 用 した 」 と回 答 した58件 の うち30件51 .7%でPERTが 使わ れ

てお り,つ い でSTEPS14件24.1%,CPM11件19 .0%,HIPACE

10件17.2%,SDEM9件15 .5%,PRIDE8件13.8%と な ってお り,

PERTの 利 用 度 が 高 いの が 目につ く。 これ は,PERTが メ ー カー 色 な し

に入 手 ・利 用 で き る ツ ール で あ る こ と,お よび 利 用 範 囲 が広 い こと を反映

して い る と思 わ れ る。

㈲ 見 積基 準 値 の 有無

見 積基 準 値 につ いて は66社57.9%が 保 有 して お り,ま た ソフ トウェア

の 種 類 に よ り異 った 見 積基 準値 を有 してい るど 答 えた の は66社 中44社

66.7%と な って い る。(表2・9,表2・10)

持 っている

持 っていない

66(57.9)

48(42.1)

表2・9見 積基準値 の有無

変 えてい る

変 えていない

44(66.7)

22(33.3)

表2・10見 積基準値 の変更の有無
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これ は,過 去 の数 値 の 積み 重 ね の 中 か ら生 み 出 され た も ので あ り,各 企 業

に と って,信 愚性 が きわ め て 高 い と考 え られ る。 ただ 各 企 業 で の算 出基 礎

(た と えば人 件費)が 異 な るので,数 値 そ の もの を利 用す る こ とは 不可 能

で あ る。

(6)見 積時 の重 点 項 目

工 数等 の見 積 りに際 して重 要 視 され る項 目を 「バ ッチ ・オ ン ライ ンの 区

別 」 ・ 「開発 要 員 の レベル 」 ・ 「処 理 内 容」 ・ 「ユ ーザ の 緊急 度 」 ・ 「シ

ス テ ム の規 模 」 ・ 「費 用対 効 果 」 ・丁開 発 言語 」 ・ 「シ ス テ ムの新 規 性 」

・ 「システ ムの難 易度 」 ・ 「シ ス テ ムの複 雑 度 」 につ い て ,3位 まで を選

択 して も らった 。そ の結 果 「シス テ ムの 規模 」 を1位 に あ げ た 回 答が49

件45.4%と 約 半 数 あ り,3位 まで の 合 計 で も77件71.3%と トップを 占

め た 。 この 場合 の 「規 模 」 は プ ロ グラ ムの ステ ッ プ数 が算 出根 拠 どな って

い る。 つ づ い て 「シス テ ムの 難 易 度 」 が1位19件17.6%,「 バ ッチ ・オ

ン ライ ンの 区 別」 が1位15件13 ,9%と な った。 「シス テ ムの 複雑 度 」が

1位 は3件2.8%と 低 い に もか か わ らず,2位 に あげ た回 答 が22件20 .4

%と か な りの重 要性 を示 してお り,シ ス テ ムの難場 度 ・複 雑 度 が 工数 に 及

ぼ す 影 響 の大 き さを表 して い る。(表2・11)

項 目 1位 2位 3位 ウ ェ イ ト付 け

シ ス テ ムの規 模 49 45.4 18 16.7 10 9.3 193

システ ムの難易度 19 17.6 26 24.1 19 17.6 128
バ ッチ ・オ ン

ライン の 区 別 15 139 14 13.0 17 15.7 90

処 理 内 容 8 7.4 8 7.4 12 1L1 52

ユ ー ザ の 緊急度 7 6.5 6 5.6 11 102 44

費 用 対 効 果 5 4.6 5 4.6 2 L9 27

システムの複雑度 3 2.8 22 20.4 10 9.3 63

システムの新規性 2 1.9 2 1.9 8 7.4 18

開発要員の レベル 0 6 5.6 12 1L1 24

開 発 言 語 0 0 6 5.6 6

そ の 他 0 1 α9 1 09 3

表2・11見 積時 の重 点 項 目
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2.5そ の 他

本 節 で は,記 述 式の 回答 を ま とめ,コ ン ピ ュー タユ ーザ がか か えてい る共

通 の 問 題 点 を探 り出す こ とに した い。

2.5.1外 注す る場 合 の 判 断基 準

75件 の 回答 の うち,最 も多 か ったの は 「工 程 ・工 数 が 不足 」が21件,

つ い で 「要 員 不 足」 が18件,「 開 発能 力不 足 」 が11件 とつづ い て い る 。

工 程 ・工 数 お よび要 員 の不 足 に つ い ては,個 々の 開 発 計 画に 基づ い て社

内 作業 の オ ーバ ー フ ローす る 部 分 を 外 注す る ケ ー スが 多 く基 準 値 とな る

よ うな数 字 は持 ってい な い よ うに思 わ れ る。 外 注 の対 象 と しては プ ロ グ

ラ ミン グか らデ バ ッグ ・テ ス トの段 階 が多 い。

「他 シ ス テ ム との関 連 が な く,独 立 性 の強 い 自己完 結的 な シ ステ ム」

の場 合 に は一 括外 注 す る と回 答 した もの が5件 あ った 。 これ な どは,外

注 利 用の 基 準 が最 も規 格 化 され た 回 答 で あ る とい えよ う。r技 術 蓄積 に

つ なが らない 腕力 だ け の 仕 事(コ ー デ ィ ン グ等)」 とい う回 答 も,こ れ

と同 じ考 えで,シ ス テ ム設 計 ま で は社 内 で行 い,そ れ 以 降の段 階(プ ロ

グ ラ ミング,デ バ ッグ ・テ ス ト)は 外 注す る と い う明確 な基 準 を設 定 し

て,社 内体 制 を確 立 して い る企 業 も あ った。

他 方,メ ー カーへ の 依存 も根 強 く残 ってお り,「 ハ ー ドと一 体 とな っ

た ソフ ト開 発(オ ンライ ン ・プ ログ ラム,フ ロ ン トエ ン ド ・プ ロセ ッサ,

コ ミュ ニケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム等)」 「OSの 一 部 修 正 ・追 加」 とい

った メ ー カー の標 準 サ ポ ー トを 超 え る部 分 につ い て,メ ー カ ーへ 外 注 す

る と い う回答 も あ った。

外 注 の 範 囲 につ い て は,一 括 外 注 を 行 うケ ース は ほ とん どな く,「 プ

ロ グ ラム作成 」 ・ 「デ バ ッ ク」 を 外注 す る ケ ース が多 い。 特 に,ソ フ ト

ウ ェ ア開 発計 画 案 の 作 成 ま で は,ほ とん どの 企 業 が 内 部処 理 を 行 って い

るo
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外注先の決定基準 につ いては具体 的な数字 はな く,外 注先の 「信用」

・ 「実績」 ・ 「技術力」 ・ 「見積金額」等で判断 してい るよ うである。

特に,ソ フ トウェアの信頼性をチ ェ ックす る技術手法が確立 されていな

いた め,外 注 先に対す る評価 は成果物の 出来 ・不 出来(バ グの発生頻度)

が基準 とな り,作 業 中の工程 ・工数管理等のチ ェ ックをなか なか行 えな

いのが現状であ る。

2.5.2シ ステム開発での失敗 の原 因

41件 の回 答 があ り,失 敗 の原因や状況 について,貴 重 な資料 を得 る

ことがで きた。

内訳をみ ると,「 基 本設計」 に関す る問題に起 因 している ものが8件

と最も多か った。 内容 的には,こ の段階 での詰めが充 分でなか ったため

に設計 ミスを起 した り,工 数 の大幅な増加につなが って しま ってい ると

のこ とであ った。

「要 求分析」に起 因す るケースとしては,要 求分析の詰めが不充分で

あったため仕様変更を生 じたり,コ ンピュータ部門 が主導 的に開発 したため に

システ ムが理 想的 な絵 作 りとな り実際 に利用す るユーザ側と して不満が

残 って しま った り,ユ ーザ部 門の意見 が重視 され ていなか ったため工程

をさかのぼ って変更 の必要 が生 じた り,見 積工数の増 加ひ いては本稼働

の遅延を発生 させ たとい う回答が6件 と2位 を占めた。

この逆の ケース として,「 要求仕様が あいまい」で あ った とす る回答

も4件 あ った。

両者の 関係 を表わす もの として,「 協 力関係 ・コーデ ィネーシ ョンの

まつ さ」 をあげた ものが5件 あ った。協力関係や コ ミュニケーシ ョンが

良好 であっても,要 求 分析 ・システム分析につ いては標準 となる技法 ・

手法が なか った り,活 用 されていなか った りす るケースが多 く,そ のた

め開発が行 きづ ま るこ とも多 々あるだけに,各 部門が協力関係を密接 に

保つこ とは必要不可欠 なこ とだ と考 え られ る。
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,「技 術 力」 に 関す る回 答 も多 く合 計10件 に もの ぼ った 。 大 別 すれ ば,

技 術 力 の 「過 言 」 と 「不 足 」 にな る。 「過 信 」 した も の としては,メ ー

カ ーの 技 術 力 か らシ ステ ム ・エ ンジ ニ アや プ ロ グラ マ ー(特 に外 注)お

よ び コ ン ピ ュー タ処 理 能 力 に まで お よん でお り,結 果 と して,「 ス ケ ジ

ュー ルの遅 延 」 や 「プ ロ グ ラムの再 作成 」 を もた ら してい る。 「技 術 力

不足 」 は新 技 術(DB/DC,開 発 言 語)に 関す る もの で,理 解不 足の ま

ま シ ステ ム開 発 に入 った た め,効 率 が悪 くな った り見 積 りに 相違 を きた

した りして い る。 こ こか ら,「 パ イ ロ ッ ト・シス テ ムを 開 発 して評 価 す

べ きで あ った 」 とい う反 省が 生 まれ て い る。

一 方 ,単 な る 「技 術 力不 足 」 だ け で な く 「要 求 分 析 」 と も関 連す る も

ので あ る が,シ ス テ ム化 の基 本 姿勢 に誤 りが あ った ケー ス も あ る。 た と

えば,「 手作 業 の 姿 で シス テ ム化 し,コ ン ピュ ー タの 有 利 さを充 分 に生

か さなか った 」 ・ 「人 間 系 に与 え る業 務 量 に 対 す る認 識 の不 足 ・不徹 底」

とい った回 答 が これ に該 当す る。

「将 来動 向 の 見極 め の 甘 さ ・不徹 底 」 とい う回 答 も5件 あ った。 主 に

個 別 業 務 に対 す る 見通 しの甘 さに起 因 し,そ の た め 「1年 あ ま りで 全 面

的 に 見直 しを 迫 られ た」 り,「 対象 範 囲 の拡 大 ・処 理方 式の 追 加が 発 生

した」 りした。 一 方 で は,「 外 的要 因の変 化 」 と も い うべ き もの に起 因

した場 合 も あ る。 た と えば,「 全 社 的立 場 で の シス テ ムへ の 変 更」 を 強

い られ た り,「 関 連 部 署 相 互 間(生 産 部 門 と販売 部 門)の シ ステ ム的 な

制 約 が大 き く変 った(た と えぼ,バ ッチ ・シス テ ム で 開発 し ていた が,

オ ンラ イ ン処 理 が 必 要 に な った)た め の シス テ ム変 更」 が発 生 して い る 。

2.5.3シ ス テ ム化 要 求 ・分 析 時 に おけ る問 題 点

55件 の 回 答 の うち,最 も多か った の は 「要 求 の不 明確 ・不完 全 さ」

で12件 あ った 。 こ れ は,ユ ーザ 部 門で要 求 を体 系 的 な形 に ま とめ られ

な い こ とを 示 唆 してい る。 そ の原 因 と して は,要 求 が断 片 的 で あ った り,

部門内で要 求に差 異があ った り,コ ンピュータ化へ の 認 識 不足 とい った こ とが
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考 えられ る。その結果,要 求内容が未消化 とな っ、た り,時 間 がかか りす

ぎた りし,ひ いては,シ ステム開発途中での仕様変更や開発後の システ

ム ・メンテナンスの発生 とい う事態 を生 じている。

「効果の測定基準 が不 明であ る」 とい う回答が6件 あ った。 これは,

個人の経験 と勘に頼 ったままで,標 準化がな され ていないこ とを表わ し

てお り,各 種技法 ・手法の利用度 の低さと一致 してい る。これ らの回答

には,管 理 技法等 を導入 して作業の標準化を図 りたい とい うコメ ン トが

見受 けられたが,実 際には どの様な技法が最適であるのか判 断 しかねて

いるよ うであ る。効果測定が可能になれば,予 算計画 との関係で作業範

囲 を決定で きるので,こ の分野の定式化が望まれ るところで ある。

「コス トの測定が 困難であ る」 とい う回答 も,上 記 と同 じ状況を表わ

しているもの と思われ る。

「機 能分担に問題があ った」 とい う回答につ いては,シ ステム化要 求

段階ではユ ーザ部門 も積 極的に参加 し,む しろ主導 的であるのに対 し,

要求分析 ・基本設計 と段階が進むにつれ コンピュータ部門主 導型 とな って しま

う傾 向を示 してい るもの と考 えられ る。その結果,ユ ーザ部門の意見が

システムに反映されていなかったりコンピュータ部門に負荷 がかか りすぎた り

して しまい,出 来上 ったシステムが予想 された効果 をあげない ことにつ

なが っている。

「ユーザ部 門間の調整」 ・ 「既存 システムとの整合性」 ・ 「全社的 な

視野」な どに問題があ った とい う回答は,類 似 した意味 を持 っている と

考 えられ る。つま り,情 報 システ ムが企業戦略 の遂行の うえで不可欠 な

要 素 とな ってい る現在 において,経 営 方針 にそ った全社的整合 性の とれ

た システム構築が求め られ てい るか らである。オ ンライ ン ・ネ ットワー

ク ・システム,OA,LANな どに よる分散処理化が進展すればす るほ ど,

1つ の コンセ プ トに基づ いた システム開発が強 く求め られてい くであろ

う。
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コンピュータ部門は初期の 「何でも屋」から脱皮し,シ ステム化 での 自己の

分担 に 目覚めつつあるのが,ヒ ア リング調査か らも うかが えた。その1

つのあ らわれ が,シ ステ ム監査 ・セキ ュ リテ ィへの強 い関心 である。 ま

た,ユ ーザ部 門の要求 を実現す るだけでは全社的に不均衡を生 じること,

そ のた めには意識の低いユ ーザ部門に対 しては,い わゆ る 「足でかせ ぐ」

形で コンピュータ化を図ろうと努力している。

ユーザ部門は,運 用開始後の 「システム化の効果」測定にはあま り熱

心ではない。そのため,コ ンピュータ部門は反省材料のフィー ドバ ックが見込

めない状態 とな っている。 この ような現状 を打破す るために も,シ ステ

ム化の各段階 で基準が設 け られ る必要性 があるのではないだろ うか。
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3.ソ フ トウ ェア開 発 の要 求 定義

5.1は じ め に

本章 では コンピ ュー タ部 門が システ ム開発 を推進す る際 に,"何 を作るべ

きか"と い う事 をユーザの ニーズや トップマネジメ ン トの意 向及び企業経

営方針 に合わせて,要 求分析す る方法論 と技法を検討す る。

3.t.1要 求定義の背景 と必要性

コンピュー タ利用部門の拡大,コ ンピュータ利用技術 の高度化,複 雑化,

シ ステ ム間関連 の複雑化,環 境条件の変動が大 きくなるに?れ,多 数の関

与者が複雑 にか らみ,シ ステム開発の 目的が多様化 してい る。

このよ うな ことか ら,潜 在す る問題が十分に摘 出 され なか った り,問 題

間の相互関連がつかめず,問 題範囲 を決 められない等 のために,本 当の要

求は何であるのかを十分 に理解 しない うちにシステ ム開発 して しま うので,

その結果,開 発要 員,期 間,コ ス トがます ます増大 して しま う結果となる。

す なわちシステム建設の全体を通 じて,生 産性の向上,保 守経 費の削減,

品 質の 向上が急務 とな ってい るのが現状であ る。

これ らの問題は ユーザ ニーズを的確に把握 す る方法が確 立 されていない

ことが大 きな原因 とな ってい る。

そ こで これ らの問 題を解決す るために多数かつ多方面 にわた ってい るニ

ーズを整理 し,関 連づ け,利 用部門をふ くめた コンセ ンサ スを得 なが ら要

求分析 を行 ってい くステ ップと手法の確立が必要 となって きてい る。
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背 景 利用部門の拡大

利用技術 の高度化 ・複雑化

システ ム間関連の複雑化

環 境条件の変 動大

システ ム開発規 模の大型化

問題点 潜在す る問題が十分 に摘 出され ない。

問 題間の相 互関連がつか めない。

問 題の範 囲を決 め られ ない。

システ ム開発の コス トの増大

システム建設の手なお し,手 もど りの発

生の増大 と コス トの増加

対 策 ・ 的確な ユーザ ニーズの把 握

要 求定義手法の確立

・ 多数関与者間の コンセ ンサ スの確立

↓
要求定義手法の標準化

図3.1要 求定義 の必要性 と背景
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ろ.1.2標 準化の必要性 と工 程区分

(1)要 求定義の問題

要求定義 段階にお ける問題は第一に正 し くない要 求が入 って しま うこ

とである。真の ニーズが どこにあるのかを正確 に表現 してい ないために,

結果的 に後にな って仕様変更 を必要 とした りへ,効果の ない要求 仕様を ま

とめること となって しま うことがある。

第二の問題 は一貫 してい ない要求,ま たは互換性の ない要求が入 って

しま うことで ある。 これは技術 的な裏づけがないままに,要 求そのもの

が現実 とかけ離れて しま う場合で,現 行 シス テムと互換性の ない システ

ム要求を作る場合 が往 々にして存 在す る。

第三の問題点は関連部 門 との打合せや コ ミュニケーシ ョンが不足 して

い るために,要 求の どの点が真に必要な問題 点であ り,ど こが不要で あ

るかの焦点がぼけて,結 局真の要 求が まとま ってい ない 事があるもので

あ る。

(2)標 準化の必要性

以上の理 由で要求定義の手法は個々人独 自の考 え方で ま とめるのでは

な く,標 準化 した共 通の手法 を用い るこ とによ って(a)正確 な仕様化の実

現 ・作業の均質化,(b)第 三者が検査 し得る仕様化,(c)保 守性 の向上:正

確 な コ ミュニケー シ ョンの達 成,な どが実現で きる。

(3)工 程区分

ソフ トウェアの開発段 階は,規 模,開 発体制な どや処理 方式等 によっ

て細部では異なるが,基 本的には 同 じような手順を踏んでい る。

近年,各 メーカーで ソフ トウェアの開発工程,作 業 を体系化 して発表

してい るが,共 通 してい る事 は プログラ ミングを行 う前 の作業(企 画,

調査,設 計等)に 大 きな力点 を置いている事で ある。 これ は設計に開発

時 間の多 くを費や してい る現状か らみ て,設 計段階の改善が結果的には

信頼性,保 守性 の向上 を図るこ とがで き,ソ フ トウェア開発の期間短縮,
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トータル ・コス トの低減が可能であるか らに他な らない。

区分 の方式は各種 あるが,本 調査研究で は最 も標準的な要求定義段階

の工程 ステ ップを,シ ステム化要求,要 求分析,お よび システム分析の

三 つ に区分 した。

① システ ム化要求

この段 階はユ ーザ部 門が システム開発の要求 を明確化す る段階 であ

り,ト ップの方針 とエ ン ド・ユーザ の生 の声 を十分に摘 出す る。 この段

階 ではユーザ部 門が主体 とな ってま とめる。

② 要 求分 析

この段 階は摘出 された開発要求が妥 当性を持 ってい るか,コ ンピュ

ー タ部門 の専門家 を中心 に事務の流れ
,帳 票類の統廃合 を調査 分析 し,

妥 当性をチ ェ ックす る。

③ シ ステム分析

チ ェ ックの結果ユ ーザ部門の要 求が妥 当で ある とわか った場合,次

に類 似 システムや最新 の技術動向に照 らし合 わせて よりよい代替案 を

見 出 し,環 境条 件を勘案 した上で比較検討 を行い,シ ステム案 を作成

す る段階 で ある。

段 階 名 内 容

システ ム化要求 システ ム開発要 求の明確化

要 求 分 析 開発要求内容の妥当性分析

シ ス テ ム 分 析 システム案の作 成

図3.2要 求定 義の工程
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以 上の よ うに要求定義を3つ の段 階にわけて検討を行 うこととす る。

(4)検 討項 目の内容

検討す る項 目の内容は前記の3つ の段階 の工程区分にそ って 目的 ・管

理 内容,作 業 内容 とワー ク ドキ ュメ ン トお よび体制の3点 を中心に検討

を行 った。それぞれ の検討の ポイ ン トは以下の とお りで ある。

① 目的 ・管理内容について

ここでは各工程が どのよ うな 目的で,ど のよ うな作業 内容を行 うか

を検討 してい る。

② 作業 内容 と ワー ク ドキ ュメン ト

ここで は作業の具体的 なポイ ン トをまず示 してい る。.次に作業 成果

を後続す る開発作業や 保守作業等のために記録 を残 してお くための ワ

ー ク ドキ ュメン トとし,こ の体系を明確化す るとともに,更 にその内

容項 目を明確化 し,そ の記 述の ポイ ン トを検討 してい る。

③ 体 制

体制 においては これ らの作業お よび記述 を行 うた めにユーザ部門,

コ ンピ ュータ部門,運 用部門がそれぞれ どの ように係 り合 うべ きか を

検 討 してい る。

また次に技法 ・手法お よび ツール の項では,現 在 どの ような技法お

よび手法 ツールがあるかを調査 し,比 較検 討 してい る。

最後 に留意点 とチ ェックリス トの項では,こ れ までの集 大成 として,

全体 として留意すべ き点をチ ェ ック リス トとして検討 し,総 まとめ を

行 ってい る。

5.2シ ステム化要求

システ ム化要求段階にっい ては問題発掘 はまず トップの方針 とエ ン ドユー

ザの生 の声が反映 されてい なけれぼな らない。 この段階では問題,要 求等が

散在 していた り,潜 在す る問題,要 求等が十分 に摘 出されない等の現象が生
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じやすい。 そこで 目的や背景 を明確 に定義 し,こ れ にそ って全体の コンセ ン

サスを得 る必要が ある。

3.2.1目 的 ・管 理 内 容

ユ ー ザ部 門 が シス テ ム化 しそ 欲 しい 業務 の 内容 ・範 囲 を機 能 面 か ら検討

し,ユ ーザ 部門 にお け る シ ス テ ム化 要 求 案 を独 自に作 成 す る。 す な わ ち シ

ス テ ム化 要 求 を 明確 に し,全 体 の コ ンセ ンサ ス を得 る こ とが 目的 とな る。

3.2.2作 業内容 とワーク ドキュメン ト(シ ステム化要求書)

この段階 の作業は最終 的に システ ム化要求書にま とめられ る。 この ため

に作業をす るわけで あるが,こ の作業 内容は次の ような ものがある。

(1)シ ステ ム化の背 景や必要性 の整理 を行な う。

(2)目 的 ・効果を明確 にす る。

(3)対 象業務範 囲を明確 にす る。

(4)関 連資料帳票類の洗い 出 しを行 う。

(5)運 用開始時期 を明確化す る。

(6)制 限条件を明確 にす る。

以上の 内容を含む もので ある。

これを具体的 に記録す るものが ワーク ドキ ュメ ン トで ある。 ワーク ドキ

ュメ ン トは作業結果 を記録 してお くもの で ,後 続す る開発作業や保守 作業

等のた めに記録 を残 してお く ドキ ュメン トで ある。

ワー ク ドキ ュメ ン トの記述内容は次 の通 りである。

(1)ワ ーク ドキ ュメ ン トの記述内容

① 目 的

システム開発要求の 明確 化

② ワー ク ドキ ュメ ン ト名

システム化要求書
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③ 内 容

④ システ ム化の 内容

*目 的

*背 景

*必 要 性

*効 果

*運 用時期

◎ 適 用 範 囲

*対 象業務範 囲

*人 手作業 とのイ ンターフェース

*機 能 抗張 方針

6関 連 情報一 覧

*入 力帳票一 覧

*出 力帳票一 覧

㊤ 制 約 条 件

シ

ス

テ

ム

化
要
求
書

シ ス テ ム化 の 内容

適用範囲

関連情報一覧

制約条件

図3.3シ ステム化要求書の 内容

(2)記 述上 および作業上の ポイ ン ト

上記 の記述 内容お よび作業上の内容を以下 に説明す る。

① システム化の内容
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④ 目 的

シ ステ ム化の 目的 を明確 に設定す るこ とが この記述のポイ ン トで

あ る。具体的 には次のよ うな内容 を記述す る必要がある。

事務 の改善,合 理化……人件費,事 務経費の節減

・ 管 理の質の 向上……正確性や迅速性の 向上

・ 手 作業事務の軽減……省力化

作 業上の ポイ ン トとしては,エ ン ドユーザ部門の 目的意識を統

一 し,明 確化す る事がポ イ ン トとなる。

◎ 背 景

ここで は業務 に関す る現状 と門題 点及び システム化に至 る経緯 を

明 確にす る。記 述上のポイ ン トは次の点 である。

・ 制度 の改正

・ 事務 サー ビス(帳 票類の改善,迅 速性,正 確性)の 改善要求

・ 業 務量 ,担 当職 員の増加

ここでの作業上の ポイ ン トはシステムの規模,適 用業務の範囲

等 に とらわれ る ことな く,業 務内容,事 務の流れ を把握 し,エ ン

ドユーザが直面 してい る背 景 と改善方法を明確にす る。

◎ 必 要 性

ここで は直面 してい る背景に基づい て,シ ステム化す る必要性 を

明確に設定する。記述す る内容のポイ ン トとしては次の点で ある。

問題点解決のための緊急性,優 先 度

・ 改善す る内容の必要性,緊 急度

作業上の ポイ ン トとしては,シ ステム化 の必要性を各部門で 幅

広 く意識統一す るとともに,シ ステムの実 施に際 しての協 力体制

を確立す る ことが ポイ ン トとな る。

◎ 効 果

ここでは管理面 に関す る効果 を明確 にす ることが ポイ ン トで ある。
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す なわ ち以下の事項 を主 として記述す る。

・ 業務処理……迅速性 ,正 確性,簡 易性,弾 力性

・ データ利用,管 理……容易性,適 時性,安 全性

人事 ・組織…… モ ラール,関 連組織 内の連携

次 にコス ト局面 に関す る効果を明確にす る。 このため ここで

は人手作業 を コンピュー タ処理 システムに置 換 えた場合 の コス

トの総比較 を行 う。

また質的な面か ら効果 を明確化す る。す なわ ち業務や研究面

で の質的向上や サー ビス面での向上,波 及効果 な どを記述する。

効果の面では,シ ステムの効果のみ ならず,シ ステ ム化の も

た らす デ ィメ リッ トも充 分検討 し,そ の対応策 を盛 り込む こと

が重要で ある。

㊤ 運 用時期

ここでは運用 開始 の希望時期を明確 に設定す るとと もに,そ の必

要 性,理 由を明確iにす る。

・ 業務の優 先度,緊 急 度

・ 開始時期の制約(法 ・制 度)

作業上の ポイ ン トとしては システムの規模,開 発 の難 易度,要

員の確保等 とは関係な く,本 当に必要な希望時期 を設定す ること

である。

(3)適 用範囲

システム化の内容 につい て上記 したが,以 下本項では適用範 囲につい

て記 述す る。

① 対象業務範 囲

本項では システムで対象 とす る業務内容,処 理範 囲を明らか にし,

他 業務 との関連および 新規業務 に対す る予測等を明確にす る。

・ 組織 お よび法 ・制度の新設,改 訂による影響 度
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対 象業務の重要度,優 先 度,緊 急度

ここでの作業 ポイ ン トは現状の事務処理の流れ を正確 に把握 し,

背景,必 要性 を検討 した事項 とともに,対 象 とす る業務範 囲を設定

す る。 また関連部門お よび他業務に対す る影響,波 汲 度合を調査 し,

関連部 門の合意を得ることが重要 であ る。

② 人手作業 との インターフェース

こ こでは設定 された対象 業務 と人手作業 との境界および情報の授受

方 法,手 段等を明確にす る。

事 務手 続 きと伝票,帳 票類の対応

人手作業が変更 され る内容

この段 階での作業のポイ ン トは事務処理の流れ を帳票類の流れ と

対応 させ,人 手で行わなければな らない範 囲,改 善できる範囲,内

容を事前 に十分に検討 して,ユ ーザ部門 としての統一見解を打ち出

す こ とで ある。

③ 機能 拡張 方針

こ こでは将来の システム拡 張,拡 大お よび新規業 務等に よる機能拡

張 の方針 を明確にす る。

基礎 データ(処 理時間,処 理件数)の 予測

・ 組織 お よび法 ・制度の新設,改 訂

作業上 のポイ ン トとしては将来 に システム拡 張が予測 され てい る

場 合は,そ の拡張度合を充分検討 して大 巾に変更にも対 処で きるよ

うに考 慮 してお く事が大切で ある。

(4)関 連情報一覧

① 入 力帳票類一覧

対 象業務 に関連す る入力帳票類を全て抽出 し,そ の属性(情 報名,

作成 目的,発 生源,デ ータ量,関 連資料,機 密保護の必要性等)を 明

確 にす る。
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② 出力帳票類一覧

対 象業務 に関連す る出力帳票類 を全て抽 出し,そ の属性(情 報 名,

作 成 目的,利 用部 門,デ ー タ量,関 連資料,機 密保護の必要性等)を

明確にす る。

入 力帳票 と出力帳票 の属性の関連

作業上のポイ ン トとしては,帳 票類の形式お よび 制約を明 らか に

す ること,業 務特性 に応 じた各種帳票,図 表の見直 しを行 うことが

必要であ る。 また メモ,電 話 等でのや りとりが定常化 していれぼ,

対 応策を考慮す る必要があ る。 また メモ,帳 票類は実 際に使用 され

ている現物 を収集す る。

(5)制 約条件

ここでは時 間的条件(資 料作成期限,応 答 ・待ち時間の許容度等)を

明確にす る。また経済的 条件(開 発 ・運用経 費等)を 明確iにす る。 更に

技 術的条件(信 頼 度,性 能,帳 票形式等)を 明確 に し,最 後に組織 的条

件(地 理的制約,分 散管理状況,管 理体系等)を 明確 にす る。

ここでの作業上の ポイ ン トは必要条件お よび制約条件 をエ ン ドユーザ

各 部門か ら提出 し,必 要 と考 え得 るものす べてを記述で きるようにす る

こ とが必要で ある。

5.2.3体 制

システム化要求はユ ーザ部 門か らシステム化 に関す る要 求を出す ことが

目的で あるか ら,ユ ーザ部 門だけ でま とめる必要がある。従 って体制 とし

ては ユーザ部門の代表者が関連 ある部門 と一緒 に討論す る体制 が必要で あ

る。

5.3要 求 分 析

要 求分析は ユーザ要 求がシステム化要求書 としてまとめ られ た段階で,こ
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の要 求が妥当性 を持 っているか どうか,多 角的な検討 を行 うところで ある。

またその結果 としてシステ ム化の可否,優 先順位等 を検討す る。

5.3.1目 的 ・管理内容

要 求分析の段階で はユーザ部門で検討 した要求内容につい て,事 務処理

の 流れ,帳 票 類の統廃合,標 準化等,シ ステム化す るための現状調査 ・分

析 を行い,要 求事項の妥当性 を総合的 に分析す る。その主な内容は次の通

りで ある。

④ 要 求内容個 々の妥 当性 を分析す る。

◎ 事 務処理 の流れの調査 と対象業務範 囲,処 理内容を検討す る。

◎ 帳 票類の統 廃合,標 準化を行 う。

◎ 経 済性,効 果,技 術面か らシステ ム化を行 うべ きか否かを検討す る。

5.3.2作 業 内容 とワーク ドキュメ ン ト

3.3.1の 作業を行ない,そ の内容を ワー ク ドキ ュメ ン トにまとめ るわけ

で あるが,こ の ワー ク ドキ ュメ ン トは要 求仕様書 となる。 この要求仕様書

に記 述す る内容 とその作業上の ポイ ン トを以下 に説 明す る。

(1)シ ステ ム化要 求の内容分析

こ こでは システム化要求の妥 当性,一 貫性お よび正確性の分 析を行

う。仕様書 の主な項 目は次の通 りである。

① 目的 ・効果 の分析

② 背 景 ・必要 性の分析

③ 運用時期の分析

(2)適 用範囲の分析

① 対象業務範 囲の分析

システム化の対象 として設定 した業務範 囲が 目的,必 要性を具体

化す る内容 とな ってい るか を確認す る。
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④ 業 務処理 の流れ に対応す る業務内容,処 理範囲の妥 当性

㊥ 組織,法,制 度の新設,改 訂版および影響度の確認,対 応

作業上 のポイ ン トは,ま ず対象作業 内容,処 理の流れは,従 来の

手 作業等に とらわれず,効 率化,合 理化,お よび省力化等の観点か

ら見直す ことが必要 である。一方人手作業による手順は文書化 され

ていない こ とが多いので抜けがないか否か充分検討確認す るこ とが

必 要で ある。 また 目的,必 要性等,ユ ーザ提起の問題点,改 善事項

を念頭に入れ,そ れを満足 した業務範囲 を設定 してい るかを検討確

認 す る。

② 人手作業 との イ ンター フェース分析

対象業務の作業分担,情 報の授受方法等,マ ン ・マシ ン ・イ ンタ

ー フェースの妥 当性につい て分析 ・確認する。

④ 事 務処理の手続 きおよび期限の妥 当性

◎ 人 と機械処理の対応手順

作業上の ポイ ン トは情報の流れ,授 受方法の 一元化,総 合化 の

可能性お よび事務の スムーズな流れが実 施で きる体制 が確立で き

るか否か,充 分 な分析 と確認 を行 う。

③ 機能拡張分析

ここでは将来の システムにおける機能拡張の必要性及び これ に対

処す る方法の 内容 を分析 ・確認す る。

④ 将来予測の デー タについ て妥 当性 を検討す る。

◎ 機能拡張,新 規業務の追 加等の必要 度確認

6関 連部門への影響度の把握

作 業上の ポイ ン トはユーザー提起の システムお よび機能拡張,拡

大方 針を前 提 とし,背 後にある必要性,デ ータ類 の伸び等を確認 し

て,シ ステ ム化に反映で きるよ うな方策 を考慮す る必要が ある。

(3)関 連情報の分 析
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① 入 出力帳票類分析

ここでは業務内容 と入 力お よび 出力帳票類の 関連にっいて ,分 析

・確認す る
。

④ 属性 の内容と必要性

◎ 帳 票類 の統廃合,標 準 化,汎 用化,簡 素化 を検討す る。

6入 力帳票 と出力帳票の属性の関連性

作業の ポイ ン トは事務処理の内容お よび手順 を検討 し,必 要最

少限の帳 票類 の選 定を行 い,統 廃合,標 準化等の見地か ら関連情

報 を作成 し,ユ ーザ部 門へ提案できる内容 にす る。

(4)制 約条件 の分 析

こ こで は制約条件 で規定 した内容お よび背 景 となるデータ,環 境条

件 を分析,確 認す る。

㊨ 必要 不可欠条件 と希望的条件 の把握

◎ 制約条件 を満足す るた めの付帯事項

作業の ポイ ン トは条件の内容を充分把握分析 し,シ ステム化を行

う場 合の メ リッ ト,デ メ リットを明確にす る とともに,コ ス ト面か

ら検討 し,コ ス トと効果 の関連か ら最 も効果 のある方式を把握する。

(5)シ ステムの妥当性 ・必要性

ここではエ ン ド ・ユ ーザ部門の要求内容を詳細 に分析 した結果 に基

づ いて,シ ス テム開発の妥 当性,必 要性 につい ての結論 を明 らかにす

る。記述す る主 な項 目のポイ ン トは次の通 りで ある。

④ システ ム化要求案 と しての可否

◎ 要求 内容の妥当性

6改 善 内容の設定

な どで ある。 作業上の ポイ ン トは,企 画,設 計部門 としての立場か ら

技 術的かつ客観的に分析を行い,そ の結果 として,シ ステム化妥当性

の判断お よび次の段階への進 展につい て,結 論をつけ る。
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3.3.5体 制

この段階は コンピュー タ部門の企画設 計担 当者が中心 とな って作業 し,

調査 ・分析仕様書をま とめる。 この場合 ユーザー部門の システム分 析者 も

サ ブとして参加す る。

運 用時 期分析 を行 う際 には運用部門の担 当者 も参加 させ る。

3.4シ ステム分析

システ ム分析段 階は要求分析で行 った調査分析結果を もとに して ,こ れに

対応 した類似 システ ム,最 新 の技術動 向をもとに して,ユ ーザ部門の要求案

に対す る代替案 を作成 し,環 境条件 を十分勘案 して比較検討 を行い,シ ステ

ム案 を作成す る。

5.4.1目 的 ・管理 内容

(1)類 似 シス テ ム,技 術動 向 を調 査す る。

(2)種 々の 観 点 か ら代 替 案 を 作 成 す る。

(3)環 境 条 件(ハ ー ド,ソ フ ト,制 約 条 件)を 明確 にす る。

(4)代 替 案 を比較 検 討す る。

(5)シ ス テ ム案 を 作成 す る。

上 記 の ステ ップで代替 案 を 作 成す る のが 本 段階 の 目的 で あ る。

5.4.2.作 業 内容 と ワ ー ク ドキ ュ メ ン ト

この 段 階 の作 業 は類 似 シス テ ムを 調査 し,代 替 案 を 比較 検 討 し,代 替 シ

ス テ ム案 の提 案書 を作 成す る事 で あ る が ,ワ ー ク ドキ ュメ ン トの 項 目は 次

の 通 りで あ る。

(1)類 似 シ ステ ム及 び技 術 動 向調 査

(2)環 境条 件

① ハ ー ドウ エ ア
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② ソフ トウェア

③ 制 約条件

(3)代 替案の作 成及び比較検 討

① 機 能 ・性能

② 経 済性

③ 効 果

④ 技 術分 析

⑤ 類 似 シス テムとの対比

⑥ 体制 ・工期

⑦ 開発難易度

(4)シ ステム案

① シ ステムの 目的 と効果

② システムの範 囲

③ システムの概要

④ 経費 ・工期

以上の項 目が含 まれ るが,こ れ を記 述上の ポイン トおよび作業上の ポイ

ン トの両 面を説 明す る。

(1)類 似 システ ム及び技術動 向調査

こ こでは類似 システムの特 質(対 象範囲,機 能,効 果,規 模,経 費,

期 間,使 用技法 など)を 横断的 にとらえ,そ の長所,短 所を調査 ・分析

し,結 果を当該 システ ムに反映で きるよ うに明確にす る。

また システ ム化 に関連す る各種技術の調査結果に基づいて,そ の特徴,

動 向等を 明確 にす る。

記述す る主 な項 目は次の通 りで ある。

① ハ ー ドウェア装置 につい て,機 能,性 能,価 格 を明 らかにす る。

② システ ム開発,運 用の 方法,技 法等 を明らか にす る。

作 業上の ポイ ン トは先進 的なユーザの事例,各 種文献,海 外資料専
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を参考に し,広 範囲に当該 システムの設計 に有効 となる技術を吸収 し,

システムに反映す る。

(2)環 境条件

① ハ ー ドウェア

シ ステムの 目的及び必要条件を実現す るための機器構成を明 らか に

す る。

④ システムの 拡張計画への対応

◎ 業 務の規模,処 理内容 に適 した機器 の選択

作 業上のポイ ン トは類似 シス テムを参考 とす るとともに,適 用実

績等か ら当該業務 に適用す る機器 を選 択 し,機 器構成の 目安 を設定

す る。

② ソフ トウ ェア

ここでは システムの 目的及び特質 に応 じた ソフ トウェアの選 択方針

を明確にす る。 記述の主 な項 目は次の通 りである。

① プ ロ グラム言語……機械語,高 級言語(性 能)

㊥ 既存,既 成 プロ グラムの利用 ……DE/DC

6専 用,汎 用 プロ グラムの選択

作業上の ポイ ン トは,類 似 システムを参考 とす る とともに,運 用

推移 の実績等か ら当該業務に使用す る ソフ トウェアの選択を設計方

針,経 費,保 守等の面と対応 させて検 討す る。

③ 制 約条件

ここで は時間的,技 術的,組 織的条件 としての最終的な制約条件を

明確 に設定す る。

作業上の ポイ ン トはユーザ部門 と企画 ・設計部 門で充分 な意見の統

一 をはか り
,制 約条件 としての決定 案を作成す る。

(3)代 替案 の作成及び比較検討

① 機能 ・性能
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こ こでは シス テム化の要求案 と代替 案の機能 ・性能 を対応 させ,横

断的 な比較 検討評価を行 い,結 果 を明確 にす る。 記述す る主な項 目は

次 の通 りで ある。

④ 対 象 とす る業務範囲,機 能

◎ 処 理効果

◎ 関連部 門 との イ ンターフ ェース

② 経 済 性

ここでは開発経費,運 用経費を主体 として経済性 の比較検 討評価 を

行い,結 果を明 確にす る。記述の主な項 目は次の事項で ある。

④ 機能 ・効果 と経 費

◎ 環境条件 と経費

作業上の ポイ ン トは,ま ず要 求内容 に基づ いて システムの理想形態,

必 要最小限の構成,現 状に応 じた形態等を考慮 し,機 能,範 囲を設定

す る。

また上記 システムの機 能 ・範 囲に応 じた開発 ・運用に必要 な経費及

び 工期の見積 りを行 う。 この場合 総枠での算 出で はな く,個 々の機能,

範 囲等 に分割 して明細を作成する のが望 ましい。

③ 効 果

シ ステム化の効果を管 理,経 費,業 務,研 究面 か ら比較検討 し,評

価 を行い,そ の結果 を 明確 にす る。

④ 技術分析

適用 しよ うとす る各種 技術及びその導入法等 を比較 検討す る。記述

する主な事項 は次 の通 りで ある。

④ ハー ドウェアの技術動向

◎ ソフ トウェアの技術動 向

⑤ 類似 システム との対比

この段階では類似 システ ムの調査結果 をどの ように反映 し,シ ステ
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ムに対応 させ てい るかを比較検討 し,評 価 を行ない,そ の結果を明確

にす る。記 述の主 な項 目は,次 の通 りである。

④ 相違点,メ リッ ト,デ メ リッ ト

◎ 機能,範 囲,経 済性,採 用技法

作業上の ポイ ン トは,企 画 ・設計部門で 提起 した複数の代替案 を横

断的 にと らえ,機 能 ・性 能,経 済性,効 果,技 術分析,類 似 システム

との対比,体 制,工 期,開 発難易度の諸観点か ら比較 検討を行 う。

比較検討 に際 しては単に どの代替案 がす ぐれてい るかの判定ではな

く各 々の代替案の長所,欠 点を 明確 に して,シ ステム案に対応 し,反

映で きるよ うに考慮す る。

また予算お よび要員,体 制等 を考慮 し,代 替案 の内容の実現程度を

充 分認識 ・把握す るこ とが重要で ある。

⑥ 体 制 ・工期

開発完了までの作業工期 と所要人員についての比較検討評価を行な

い,そ の結果を明確にする。従 って ここで記述す るポイ ン トは業務範

囲,諸 機能 に対す る開発 ・運用の工数,体 制,工 期で ある。

⑦ 開 発難易度

こ こで は開発 作業の難易度を十分予測 し,そ の対策 として も り込む

内容を比較検討 し,評 価を行い,そ の結果 を明確 にす る。主な記 述項

目は次の通 りで あ る。

④ 作業 内容,作 業量

◎ 技 術的対応

6ス ケジュールの作 成

(4)シ ステム案

① システ ムの 目的 及び効果

代替案 の比較検討結果に基づいて,総 合 的に最 も有利な システム案

を作成 し,そ の 目的及び効果 を明確に設定す る。
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② システムの範 囲

目的及び効果 を実現す るための システム化の業務範囲を明確 に設定

す る。

記 述上の ポ イ ン トは,

④ 対 象業務 名,概 要

◎ 対象業 務の システム化の範囲

6人 手作業 との イ ンターフェース

である。

ここで システムの 目的及び効果 とシステ ムの範 囲の作業上の ポイン

トは以下 の通 りで ある。

④ シ ステム化要求段階,要 求分析段階及び システム分 析段階の最終

的 な結論 が本 シス テム案 となる。

◎ ユ ーザ部門,企 画 ・設計部門及び運用部門の最終的な合意 を得 ら

れ た内容 として と りま とめ られ る。

③ シ ステ ム概要

システムの 基本的な処理機能(サ ブシステム)を 明確 にす る。

主 な記 述項 目としては次が あげ られ る。

④ 入出 力情報

◎ 基本機 能の構 成と処理概要

◎ システムの規模 ・機能

が あげ られ る。

④ 経費 ・工 期

この段階 では システム開発 ・運用に必要 な経費'・工期及び要員等を

明確にす る。

上記③ シス テム概要お よび④経費 ・工期 の作業 上のポ イン トは,予

算,要 員等で 大幅な変 更が ない限 り,目 的,効 果,範 囲,概 要,経 費,

工 期等の 内容 は,シ ステ ム化の最終案 として,シ ステム設計に反映で
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きる ようにす る必要 がある。

5.4.3体 制

この段階では代替 案を作成 し,シ ステムの概要設計にまとめるので,比

較 的 コンピュータ部 門の専 門家が 行が なければで きない分野で ある。 従 っ

てコンピュータ部門が加わ って設計 をま とめる。運用に関す る ところは運用

部 門のメ ンバ ーも参 画す る。

要

求

仕

様

書

システム化の 内容分 析

適用範囲の分析

関連情報の分析

制約条件の分析

シス テ ム化 の 妥 当性 ・必要 性

図3.4要 求仕様 書の 内容

3.5要 求 定義の技法 ・ツール

要求定義の効率化 を図 り生 産性,保 守性,信 頼性等 を高めるためには,こ

れ まで設定 した工程 区分,作 業 内容,ド キ ュメ ン ト頂 目等 に基づ く標準化 の

ほか に,各 種の技法 を導入 し利活用す る必要がある。

本節では,要 求定義 の技法 の現状,概 要利用 の効果 ・留意点,有 効度等に

ついて分析 し,適 用範 囲,選 択要因,適 用手順等につい て述べ るこ ととす る。

5.5.1要 求 定 義技 法 の現 状

本 項 で は ア ンケ ー ト項 目 「2.2要 求分 析技法 」の 調 査 結果 に 基づ い て,
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技 法 の 知 名 度,利 用 度,有 効 度 の現 状 につ い て 簡 単 に述べ る。'

(1)知 名 度(図3.5)
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図3.5要 求定義技法の知名度

各技法 についての知名度を図3.5に 示す。 面接調査,ブ レーンス トー

ミング事務分析お よび親和図法 につい ては9割 以上 が知 ってい ると回答

してい る。

(2)利 用 度(図3.6)

各技法につい ての利用度を図3.6に 示す。面接調査,事 務分 析は約9

割 が利用 してい ると回答 してい る。

この うち,分 析の中心 として使用 した ものは事務分析,面 接 調査の順
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で利用度の順位 と入れ代 ってい る。
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図3.6要 求定義技法の利用度

(3)有 効 度(図3.7)

各技法 の効果 に関す る3つ の質問の比率を図3.7に 示す。各技法の有

効度 は利用 度の場合 と同様に有効 と認識 されてい るが,ブ レー ンス トー

ミングは他の技法に比べて,や や低 くな ってい る。

以上知名 度,利 用度及び有効度か らみ て要 求定義の技法 は面接調査,

お よび 事務分析技法 を中心 に利用 されてお り,他 の技法は必要に応 じて

補助 的に利用 されてい るのが現状であ る。
●
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面 接 調 査

事 務 分 析

ぐと ㌻治

親 和 図 法

連 関 図 法

系 統 図 法

/一 応効
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応効果あり

効果なし

図3.7要 求定義 技法の有効度

5.5.2要 求定義 技法の概要

本項では要求定義段階 で最 も重要と思われ る分析技法 にっいて,そ の概

要を述べ る。分析技法の主な ものは,次 の よ うな もので ある。

(1)ブ レー ンス トー ミン グ

(2)親 和 図法

(3)面 接調査

(4)事 務分析

(5)関 連図法

(6)系 統図法

以下 に各技法の概要 を述べ る。

(1)ブ レー ンス トー ミング

一92一



o

ブ レー ンス トー ミングは,既 成観念か ら解放 された 自由な発想 ,斬 新

な アイディアが欲 しい場合に有効 な技法で ある。従 って,い っさい の束

縛 的要素を排 除 して会議 を行 う必要が ある。

① ブ レー ンス トー ミングの4原 則

④ 他人の発言を批 判 しない。

◎ 質 よ りも量(全 員対等,全 員発言)

6飛 び入 り歓迎(他 人の発言を受 け更 に結合,改 善,発 展 させ る)

◎ 奔 放 に発想 し,自 由に発 言す る。

なお,要 求定義段階では主 に,シ ステムの 目標の体系化(業 務活動

へ の 目標 の ブレー クダウン)を 行 う場合や ,問 題点の解決策 の提案な

どの合 意の形成に用い られ ることが 多い。

② アプ ローチ

④ 問 題志 向の アプローチ

⑧ なぜ そ うなるのか(真 の原因)

⑮ どの ようにすれぼ よい か(解 決策)

㊥ 目的志 向の アプ ローチ

⑤ 何が必要か

⑮ どの ようにすれぼ よいか

(2)親 和 図 法

この技法は,問 題解決の技法 で,カ ー ドを用い て次の手順で行 う。

① カ ー ドづ くり

カー ドには1つ の意見 を簡潔 明瞭に記入す る。

② カー ドの グル ープ化

カー ドづ くりが終 った ら,内 容が似 てい るもの を集め グルー プ化す

る。 で きない孤立化 した カー ドはその ままにしてお く。

③ 表札 カー ドづ くり

グル ー プ化 された カー ドの束ご とに,そ れにふ さわ しい表現 を表札
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カー ド(色 を変 えると良い)に 記入 し表札 カー ドを上 に して,グ ープ

を ク リップか 輪 ごむで たぼねてお く。

④ グル ープ編成

②,③ を必要な回数だけ 実 施す る。'

⑤ 図解 または空間配置

大 きな紙(模 造紙 な ど)を 用意 して,そ の上に紙 きれを グループご

とに配置 し,枠 で囲い,見 出 しをつける。

各 グループの間は矢線 な どで結んで関係づけを行 う。

1枚 の紙に配置 しきれ ない場合は,索 引図解 と細部図解 に分 ける。

図には,テ ーマ,作 成 日,作 成場所,作 成者な どを記 入す る。

⑥ 文章化 もしくは時 間配置

図解 によ り得 られ た情報 の要 旨を,シ ナ リオ化す る。 口頭発表で も

よい。

空 間配置だけでは,相 互 関係のみ しかつかめない ので,シ ナ リオ化

に よ り前後 関係を明確 にす る。

親和 図法は個 々の調査事 実を グループ化体系化 して行 く技法 として

開 発 されたが,問 題解決技法 としても有効に活用 されてい る。

要求定義段階の利用 分野 としては,ブ レーンス トー ミングと同様で

あ る。

舌
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(3)面 接調査法

面接調査法は経営者,管 理者,利 害 関連老および作業担 当者等 と直接

会 って質問を し,必 要な事 項を聞き出す方法であ り,個 別面接 と集団面

接 に よる方法がある。'`

① 個 別面接

手 間はかかるが,本 音を聞 くこ とがで きる。 ・

・④ 相 手の立場
,利 害 関係を理解 して,相 手の気持を察す る。

◎ 教 えて もらうとい う姿勢で聞 く。

◎ ア ドバイスはそれ とな く少 しずつ ヒン トを与 え相手の 口か らい わ

せ,相 手 の手柄にす る。

⇔ 常 に本 音を聞 くよ うにす る。

② 集 団面 接

一般的 な情報の入手には効率的で あるが 聞きづ らい
。で きるだけ同

格の グルー プに分けた層別面接法を採用 した方がよい。

集 団面接 の場合には とくに,事 前に主 旨,日 程,質 問内容な どを連

絡 し了解 を得た上で実 施 し,事 後速やかに整理 した結果を フィー ドバ

ックす る。

面 接調査での質問事項は資料調査等で漏れ たことを中心に調査す る

が,一 般的 には次の よ うな ものが ある。

④ 用 語の意味 と用法

㊥ 作業 手順,注 意点,コ ツ

6事 務量(平 均 とピー ク),発 生の周期や頻 度

◎ デ ータの精 度や信頼度

㊥ 現 行 ジステムの問題点,不 平,不 満,ト ラブル,エ ラー等

6改 善案,ア イデ ィア,希 望,期 待や理想等

③ 業界 他社の事例や技術動向など

そ の他に,流 通,製 造等の業務調査では現場で作業 を観察 あるいは

一95一



実 習す ること(現 場観察法)に よ り,資 料 ・面接で 得 られ なか った こ

とが体験で きる。仕事 の流 れに沿 って順番に観察する作業追跡法 と一

定 の場所で時間をず らして観察す る定点観察法が ある。

面接 法 も観察法 も他 の調査での もれ を補足す る方法 と して必要 であ

る。

(4)事 務分 析技法

事務分 析技法は現状の業務の内容,工 程(フ ロー),入 出力帳票等を

把 握す る技法で ある。

事 務分析技法は,本 来 は事務改善のた めの手法であ り,コ ンピュータ

化を前提 としたもので はないが,現 行又は新シス テムの理解 には極 めて

有 効である。

① 業務の 内容調査

業務の 内容,手 順,使 用す る情報を一般文章形式で記述す る。

㊨ 調 査手順

⇔ 資 料調査

職 務分掌規程,業 務手順書,入 出力帳票,業 務知識,組 織図な

どを集 め,整 理す る。

⑥ 面接調査

資料調査 を補足 し確 認す る。

◎ 調査の 内容

⑤ 業 務概要(図3.8(1))

対 象業務の概要 を記 述す る。

⑤ 業務組織(図3.8(2))

業務の遂行に関係の ある部署 を記述 し,組 織図を書 く。

⑥ 業 務関連(図3.8(3))

組織 と業務の関係 を記述 し,説 明図 を付ける。
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●

例:販 売某務 の擾要

(1)支 店 工務 の提 要

全国140社 の代理店に対して.Stt望diの 販売 にNず る緒活動 を推遣す る.

a.顧 客 を訪問 して商品の注文をとる.

b.販 売 に必要な宣 伝 ・助成等の販売促遣活動を推進す る.

C.売 掛 金の回収を行う.

d.販 売 活動の管理を行う.

e.販 売 計画の立案と方針を設定す る.

(2)業 務 組 題

口○圖○固⇔固
5支店140店10・ooO匿

(§)各 課業務 の関連

1

(4)支 店の受注 出荷 菜務

田(

⊆

尋, 《

i主文
蟻 処理

支 店}

定期注文
(奉 社台茎緩)

図3.8業 務 の 内容 調 査例
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⑥ 業 務の詳 細

業 務 内の個 々の処理(作 業内容)を 中心 に記 述 し,情 報 との関

連 を図示す る。(図3.8(4))'

② 事務工程(フ ロー分 析)

事 務 フ ローは,物 の流 れ に適用 した工程分析 フ ローを,情 報の流れ

を中心 とす る事務処理 フローた修正 した ものである。現在 日本では,

日能方式(日 本能 率 協会 方 式),能 大 方式(産 業能率大学方式),

NOMA方 式 な どが あ り,そ れぞれ事務分析 図表 と称す る図表 と記号

が若干異 な ってい る。

事務工程分析 を行 うにあた っては前述 の業務内容調査 を行 ってお く

こ とが大切で ある。

④ 事 務工 程分析の記号 どフロー

⑤ 日能(JMA)方 式

JMA方 式の事 務工程分 析の記 号お よび事務 フ ローチ ャー トの

例は 図3.9お よび図3.10の 通 りである。

書 き方は,帳 票 の流れに従 って記号 を適用 して,必 要 な記事は

記号の横 に記入 してお く。

フ ローの流れは上か ら下へ 発生順 に書 く。

つ
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判断す る.計]写 す る.分 類す る

Oか らO`二 転記す る

Oか らOに 電話 で聞 いて記入† る

書類を運ぶ(相 当遠くへ運ぶ場合.部

門t・ら部門へ送㈲

質の検ヨ乞 誤字.誤 算.記 入 も江 段

ちがい.・検印 な ど

量の梅 島 伝票枚数な ど

二 つの書類の 内容 照合

質.鼠 の検i戊を同zaV;:行 う

未記入帳票

用済み.最 終保管

廃 棄

一時保管

伝票.複 写杖 鼓だけ書 く.名 称 を記入

す る

台帳.名 称 を書 く

報告書.計 算用 紙 中に名称 を書 く

一 括† る.帳 票 枝ヌRが多い ときは一

括後の工 程線 を一 本で表わ†

一 括 した帳票 を分度 じて流す

(①.② な ど と帳 票の 種別 を付記す

る)

個人 と伍人の わか 江日

課と衷のわか九 目

図3.9JMA方 式事務工程 分析記号

●
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図3.10機 材 出庫手続 例

⑤ 能 大 方 式

能 大 方式 の 分 析 記 号 お よび 事 務 フ ローチ ャー トの 例 は 図3.11

お よび 図3.12の 通 りで あ る。
ワ

書き方は,作 業 を○ で示 し,そ の 内容はその中に記号で 明示す

る もので ある。

能大方式は全 体の流れ が左か ら右に記 入す るフ ローであ る。
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◎ ◎ ◎ ◎ ⑭
○

帳票記入の 帳票に あっめる 仕此 分2つ 以上の
準偏をする 記入する 類する 係に分けて

作業

⑦ ⑤ ⑤ ◎ 波す
計算す る 省 略1迂 絡.411談

▽
保存 蕊 。e鳳 は ヒめてあらわ

と りatす. れた2枚 ものの

△ ▽」。,汗 ㊥ ぱ

ウケ トリ 一時保管 一時保管の書
・』顕 をとり出す

そ 台
、2度 目か らの

級添(2炊 もの)
の

○
ハ コピ
㊥ ◎
郵送 人がはこぶ 他

u碧 雲 〔翌 晒

」.〉

口 口 ◇ ◎
.連絡.41B炎 光

糠 数丘tをし 内容をし 承認 押印 ■ロ■=■ 現品のウゴキ

らべ る らぺ る

(産茶嘘字冠期大字r事 務管理ハソドブ7ク 」よリ)

図3.11能 大方式事務工程分析記号
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図3.12固 定資 産新規取得の手続 例
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◎ 日能方式 と能大方式 との比較

⑤'日 能方式 の特徴

記 号の数や約束が少な く,物 の流れ が工程記 号に近い。

(i)長 所:す ぐ書けて読btlる。作業 の単位 を大 き くも小 さ くも

で きる。

(の 短 所:記 号不足分は文字 で記入す る。

⑥ 能 大方式の特徴

記 号が多 く,約 束もやや多い

([)長 所:フ ローチャー トに慣れれ ば読み 易い。

(ll)短 所:記 号を覚 えに くい。記号が複雑なので,素 人への説

明が しず らい。

◎ 事 務工 程分析表作成上の注意点

フ ローチ ャー トは対象業務の現状を正確に把 握す る側面(現 状分

析用)と 分 析 ・改善後の新 しい システムの手 順を関係者に示す情報

伝 達用(事 務規程な ど)と の側面があるが ここでは前者の現状分析

の段階の要 点を示す。

⑤ 対象 業務の経営機能の 明確化

目的 と手続の関係を明 らかにす る(ア ウ トプ ッ トの把握)。

⑮ 経営機 能の実態 の把握

フ ロー ・チ ャー トは帳票の流れ を中心 としているので,無 形の

方法 手順は調査 もれ にな りやすい。帳票以外の入力情報や決 定 プ

ロセス等 も把握す る。

⑥ 目的 とす る機能が果た され てい る程 度を判定

経 営の特性や諸制約条件をマ クロに把握 しておき,何 が行われ

てい るかを明 らかにす る。

⑧ 作 業の合理性 の検討

目的を も っとも合理的に達 成 してい るか,方 法手順 自体が もっ
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とも経済的 に遂行 されてい るかを検討す る。

⑧ 時 間的空間的条件の検討

① 各工程 に必要な資格条件の検討

③ 入 出力帳票調査

事務 フ ロー分析等で 明 らかにな った入 出力帳票 につい て,現 物(記

入例 のあるもの)を 入手 し,整 理す る。

要求定義の各段階 ごとに要 求 され る内容 は異なるが,図3.13,図

3.14に 例 を示す 。

〃
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(1)入 力帳票 類一覧

情 報 名 作 成 目 的
4

発 生 源 デ ー タ量 関連資料 機密保護 備 考

出 勤 簿

超過勤務等命令簿

各職員の出勤状況を把握する。

各職員の残業状況を把握する。

庶 務

庶 務

1,000

1,000

有

有 }三欝 醸 警
異 動 通 知 票 各職員の異動に伴って変更のあった情報を把 入 事 異 動 数 人事台帳 有

握す る。 (最 大1,000)

徴 収 依 頼 票 各 職員の当該月の,返 済額 を把握する。 共 済 貸 付 者 数 貸付金台帳 有

(最 大1,000)

(2)出 力 帳票類一覧

情 報 名 作 成 目 的 利用部門 デ ー タ量 関連資料 機密保護 入力帳票との関連 備 考

給与支給明 細書

金 種 別 内 訳 表

給 与 等

各職員の給与支給額とその明細を明確にする。

各職員の支給額をもとに支給に必要な金種別

の現金必要量を明確にする。

各職員の給与支給実績の履歴を記録する。

給与各職員

給 与

給 与

1,000

1

1ρ00

有

有

有

出勤簿,超 過勤務等
命令簿,徴 収依頼票

出勤簿,超 過勤務等
命令簿,徴 収依頼票

(各 省 庁電子計算機利用効率 化共同研究会 「ソフ トウェア開発の効率化

研究結果報告書(昭 和55年 度)」 行政管理庁S.56.3P,132,133)

図3.13入 出 力 調 票 調 査 の 例1
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a.用 途 中 心 の 調 査

例1. (入 出力調査表1)

帳 票 名 各 票 名 最終保管 使用区分 摘 要

1.売 上 伝 票 顧 客 売上案内 商品に添付

2.受 領 書 経 理 課 売上計上 受領印を受け回収
売 上 伝 票

3.売 上 出庫伝票 商 品 課 入 ・出庫管理 出庫確認記録

4.売 上伝票 控 営 業 課 控 ・集計用 日報 ・商品統計

1.送 品 伝 票 支店 倉 庫 送品案内 商品に添付

2.仕 入 伝 票 支店経理課 仕入計上 商品に添付
仕 入 伝 票

3.受 領 書 本店経理課 支店売上計上 本支店勘定

4.送 品 伝票控 本社 倉 庫 出庫管理 出庫確認記録

1.仕 入返 品伝票 本社営業課 仕入返品仕切 仕 切 値

仕入返品伝票 2仕 入返品出庫伝票 商 品 課 入 ・出庫管理 出庫記録

3.仕 入 返品伝票控 経 理 課 控

(「FACOMシ ス テム分析 と設計」UASOOLIN->elP,39～40)

b.デ ー タ 量 中 心 の 調 査

例2.(入 出 力 調 査 表2)

帳 票 名 発 生
サイクル

月間部数 平均
行数
月 間
レコー ド数

桁
数
ピ ー ク 時

ピ ー ク 時 の

レ コ ー ド数
作成時
間
既存
新規 摘 要

売上伝票 毎 日 80,000 5 400,000 囲
1～3日

18～20日
170,000 3分 既

返品伝票 毎 日 8,000 5 40,000 13～15日 8,000 3分 既

入金伝票
25日 ～

末 日
15,000 1 15,000

25～

末 日
15,000 1分 既

仕入伝票 週1回 4,000 5 20,000 な し な し 5分 既
本 社で起

票 される。

仕入返品
伝 票

月2回 2,000 5 10,000 な し な し 3分 既

囲 桁数 は,現 行 のものを入れて もよいし,コ ー ド化などが決定 した後の概要的な入 出力設計に

ついたもの を,後 で入れてもよい。

図3.14入 出 力 帳 票 調 査 の 例
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c.帳 票 項 目中心 の調 査

例3. (入 出力調査表3)
①は入力として決めかねるもの

項 目名 桁数
コー ド化

の 状 況
最大
桁数

入 ・

出 力
使用文字 特 記 摘 要

【売上伝票】
伝 票%

3 一 3 1 数字 毎 日001か ら始 まる

連番

支店 別に,001か ら付

け る。

伝票日付
4～

6
一 6 1 数字 伝票 日付が売上日となる。

住 所
10～

20
な し 20 ①

漢 字 ・カ
ナ ・数 字
・そ の 他

住所,顧 客名 を コー ドで

入力す る方法 を考える。

顧 客 名
5～

15
一 部 15 ① 〃 支店別に連番を利用

全 社的に使えるコー ドが

必要

商 品 名
10～

25
な し 25 ①

カ ナ ・英

字 ・数 字
藷磯裁酬 塁
使用

事務で使用 しているコー
ドは,コ ンピュー タに転

用 で きるか。

数 量
3～

5

一 5 1 数字

単 価
3～

6
一 6 ① 数字 単価 と金額の入力は必要

か。マスターとして持 たせる。

金 額
4～

7

一 7 ① 数字

合計金額
4～

7
7 1 数字

(「AFCOMシ ス テム分析 と設計」UASOOLIN-x-1P,39～40)

図3.14入 出力帳票 調査の例

(5)連 関図法

連関図法は,原 因一結果,目 的一手段な ど関係が複雑 にか らみ合 って

い る問題 について,図3.15の よ うな連関図を作成 して,問 題の適切な

解決策 を導 くのに有効 な技法で ある。

問題解決 に当っては会議方式 が とられ るが,親 和図法が情念的なのに

対 し,論 理的な手法 といわれ る。
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図3.15連 関 図 の概 念 図

'

① 連関図の基本構成

問題点や要因を表す短い文章や結果を(⊃ や[コ で囲み,

それ らの 因果関係 を矢線 で示す。

矢 印の方 向は原則的に,原 因か ら結果へ,ま たは手段か ら目的に向

け る。

言葉や文章 は短 く的確 に表現す る。

② 連関図法の作成手順

ここでは多 目的 な問題の解 決の場合の手 順を挙げ る。

④ 目的に応 じた チー ムの編 成

◎ チ ー ム ミーテ ィングによる要 因,重 要項 目の洗い出 し

ブレーンス トー ミングな どに より目的達成に必要 な手段 などを自

由にあげ て。記録す る。

◎ 連 関図の作成

同類項 目の統合や整理を して,各 項 目間の因果 関係を矢 印でつな

ぐ。

◎ 図の修正 ……全体的立場で見直す

㊤ 重要項 目の絞 りこみ

重 要項 目の枠 は二 重線 にした り,ハ ッチ ングす る。

6重 要項 目の具体 的実 施計画
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事 例 を 図3.16に 示す 。

受注 一生産 し

《みの変更

生産変動へ
の対応能力
の確保

'部 磁 の',

逗 識.・・∴

・・die2能力

・'の確保 ・'

灘 理

瓢 埋

藁鑛 体

纈 法

、'`1平靴 生 二

.'産.ρ 徹 底 ・・1

先入れ先出し
可能な保管

鷺㌫

鷲㌫.

飴艦f

故旧 ・レイア

ウ}の 聾娼

雛 ξ督

//仕矢先の管理'・体制 をつく6

曽雑 一ル

二会 柱べ'■、想 万.二

三.徹 .底ξ`3、か6'-

巨睡 蓮],

会場の確保

蒜8力

綱入荷姿 納入乎段'
の見辿[し 』の見直し

・
___.,/

¶離

職 画

:/tf叉「先∴

ρ 協力'

/
(仕入先の体制)

出典 「新QC七 つ道具研究会宿題集」小島晃治氏作成より

図3.16 新生産方式導入のための連関図

(6)系 統 図法

系統図法 とは,目 的 ・目標 を達成す るために必要な手段 ・方策 を系統

的 に展開 した系統図を作成 して,問 題の全貌 に一覧性を与 えて,問 題 の

『　 』
系統図の概念
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重 点を明確 にし,最 適の手段 ・方策 を追求す る方法で ある。(図3.17)

① 系統 図の種類

④ 構 成要素展開型

要素を 目的一手段の関係 に展開す るもの。

◎ 方 策展開型

問題の解決や 目的 ・目標 を果たすた めの手段 ・方策 を系統的に展

開す るもの。

② 系 統図の作成手順(主 に方策展開型)

④ 目的 ・目標の設定

対象(業 務)に ついて,そ の究極的な 目的を 明確に して カー ドに

記載す る。 目的は原則 として 「～ を ～す るためには」と簡潔明

瞭 に表現す る。

目的の達 成のための制約事項 を明確 にしてお く。

設 定 した 目的 に対 して 「何のためにその 目的 を果すのか 」と質問

して一段上 の 目的 を確認 し,適 切な目的を設定す る。

◎ 手段 ・方策の抽 出

設定 した 目的 を達成す るために必 要な手段 を模造 紙に順 次記載 し

てい く。抽 出の しかた としては,

⑤ レベルの高い手段 か ら順次抽出す る。(ト ップダウン)

⑮ 最 末端 レベルの手段 ・方策を抽出 し,こ れ を グルー プ作 りしな

が ら,順 次上位 レベルの手段を抽出す る。(ボ トムア ップ)

◎ 思いつ くままに手段 を抽 出してい くな どが ある。

手段 は 「～ を ～す る」のかたちで表現す る。制約事項 も記

述す る。

◎ 手段 ・方策の評価

制約事項 も含 めて実行可能性 を評価す る。実行不可能に見 えても

アイデ ィアを追加 して実行可能になることもある。
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◎ 手 段 ・方策 カー ドの作成

◎で 実行可能 なものを記入す る。,

㊤ 手 段 ・方策の系統づ け

④ の 目的 カー ドを模造紙左端中央 にお く。(制 約事項 は下 に記入)

その 目的達成 には,ま ず どの手段 が必要かを考 え,◎ の カー ドか

ら探 し,目 的 カー ドの右 側にお く。2枚 以上 あれぼ;縦 に並列 に配

置す る。

上記 の方 策を 目的 と考 えた とき,こ の 目的 を果たすた めに どのよ

うな手段が 必要か を考 え,◎ の カー ドか ら探 し,目 的 カー ドの右側

にお く。 これを くり返す。

③ 目的の確 認

最 下位の手段か ら始めて,順 次上位の手段(月 的)が 下位の手段の

全 部又は一部 で達成で きるかを確認す る。noの ときは手段を追加す

る。

④ 系統 図法の用途

系統 図は,ト ップの方針な り,部 門の 目標を末端 まで浸透 させ実践

させ るために展開 された り,要 求定義段 階で業務機能 を明確 して行 く

の に便利で あ る。 また品質改善な どの特性 要因図 としても使用できる。

(7)そ の 他

技 法ではない が,事 例研究的調査,技 術動 向調査があ る。 それ等につ

い て述べ る。

① パ ッケージ等調査

下 記調査法 によ り,シ ステム名,販 売会社,対 象業務の範 囲,機 能,

効果,規 模(ス テ ップ等),価 額,ユ ーザ数,プ ログラム言語,適 用

機種等 を調査す る。調査方法は,

④ 文献調査

通 産 省 の 「ソ フ ドウ ェ ア ・プ ロ ダ ク ト年 鑑],デ ィ ー ラ ー の パ ン
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フ レ ッ ト,利 用 者 マ ニ ュア ル 等

◎ 実 地見 聞

デ ィー ラーの デモ ンス トレー シ ョン,ユ ーザ の 見学 等 を行 い 文献

以 外 の情 報 を確 認す る。

② 技 術 動 向調 査

下 記 の調 査 に よ り,シ ス テ ム名,開 発 会社,対 象業 務 の 範 囲,機 能,

効 果,規 模(ス テ ップ数 等),経 費,開 発 工 数,使 用技 法 等 を調 査 す

る。

④ 文 献 調 査

他社 の事 例 よ り,機 械 化 の ヒ ン トを得,機 械 化の 技 術動 向 ・普 及

状 況 を知 り,機 械 化 に必 要 な シス テ ム技 法 を調 査 す る。

ハ ー ド的 な情 報 につ い ては メ ー カーの 資料 も収 集す る。

◎ 実 地 見 聞

ユ ーザや 開 発 者 を 訪 問 し ,実 際 に見 聞す る。

◎ 講 習 会 へ の 参 加,コ ンサ ル タ ン トの 指 導 を受 け る。

3.5.ろ 要 求定義技法の効 果 ・留意点

機能 分類 した要求定義技法 の適用に当 っては各パの技法の特徴,効 果,

留意点等につい て事前 に十分認識 した上で,最 適な技法の選択,組 み合わ

せ を設 定す る必要があ る。

そ こで,本 項 では各技法 の効果的な選択 と利用を図る うえで必要 とな る

次 の点を明 らかに した(表3.1)。

(1)効 果 ・留意点

技法の利用によ ってもた らされ る効果 と導入上の問題点,デ メ リッ ト

等 を留意点 として と りあげた。

(2)適 用方針

技法の特徴,留 意 点等を もとに円滑 な導入を行 うための検討課題 とし
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て組織体制,作 業方法,作 業分担,意 識,他 技法 との関連等につい て検

討 した。

実 際の技法の選定に当 っては,こ れ らの特徴,効 果,留 意点のほか に

後 述の有効度(シ ステムの規模,重 点方針等),適 用範囲等 を考慮 して

技 法の組合わせ を総合的に実 施す る必要が ある。
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表3.1要 求定義技法の効果 ・留意点お よび適用方針

ご

ω

開 発 技 法 効 果(○)・ 留 意 点(△) 適 用 方 針 備 考

ニ ー ズ 分 析 シ ス テ ム ○ エ ン ド ・ユ ー ザ の 参 加 に よ り,各 種 ニ ー ズ ○ ニーズの抽出に際 しては関係 するエン ド・ 親和図法,ブ レーンス

分析技法 問題点を幅広 く抽出し,体 系的に整理可能 ユ ーザの参加を求め,コ ン ピュータ知識の ト ー ミ ン グ,目 的 樹 木

○ エン ド・ユーザの参 加意識が高 まり,共 通 有無に関係なく,現 状業務についての経験 法,連 関図法,特 性要

の問題意識 が生 まれ,開 発 ・運用がや りや 知識および問題意識を持つ社員を選任するc 因分析図法等

分 す くな る。 ○皆でア イディアを寄せ合い,ニ ーズ,問 題

○ 重要 なニーズ,問 題 点を選択 しながら体 系 を定 義し,解 決案 を作 り,代 替案 をテス ト

的 に 目的を設定 し,機 能 ・範囲の明確化が し,実 行 に移せ るもの を選ぶプ ロセスが全

析
図れ る。 員の積極的参加のもとで進められるような

ム リ ー ダ ー の リー ダ シ ヅ プ,役 割 が 重 要 ・ 雰囲気,組 織体制を作 る。

事務分析技法 ○事務処理を主として帳票の流れの面からと ○組織間の物と情報の流れを分析し,業 務内 能 大 式
技

らえて図示す ることによ り,全 体 としての 容,入 出 力帳 票 を調 査 し,問 題点,改 善 日 能 式

流れを把握でき処理工程の改善点を分析で 点を明確 にして新 システムの処理手順,処 NOMA式

き る。組織の形態 と機能,情 報の流れ,作 理範囲を設定する。

法 業時間等の把握に良いo ○既存の分析記号だけでなく独自のわかり易

△記号や記述方法 などのル ールを明確にして い記号を工夫して実際の分析に利用すると

エン ド・ユーザでも理解 しやす くしてお く 良 い 。

必要 がある。
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裏3.2要 求定義技法の有効度一 覧

有効度等

技 法

シス テ ムの 規 模 別 有 効 度
開 発 の 重 点 方 針 別 有 効 度

技 術 的要 因

大 規 模

(20,000以 上)

中 規 模

(5,000以 上)

小 規 模

(5,000未 満)

要 員 の

作 業 量

要 員 の
技 術 的
負 荷信頼性 生産性 保守性 機 能 性 能 操作性 経済性

分

析

技

法

ニ ー ズ 分 析

シ ス テ ム

分 析 技 法

○ ○ ◎ 大 中

事務分析技法 ○ ○ ○ ○ ○ 中 低

費 用 対 効果
分 析 技 法

○ ○ 中 『 中

パ ッ ケ ー ジ

等 調 査
○ ○ ○

'

◎ ○ 小 低

技術動向調査 ○ ○ ○ 小 盲'向

.

表3.3要 求定義技法の適 用範 囲

工程区分辮 システム

化 要 求
要求分析

システム

分 析
開発計画 基本設計 詳細設計

プログラム

設 計

プ ロ グ ラ

ミ ン グ
テ ス ト

分

析

技

法

ニーズ分析システム分析技法

事 務 分 析 技 法

費 用 対 効 果 分 析 技 法

パ ッ ケ ー ジ 調 査

技 術 動 向 調 査



5.5.4要 求定義技法の有 効度

要求定義技法 を機能 別に分類 し,そ れを単独 に用い る場合の有効度等 に

つい て分析 したのが表3 .2で ある。

有効度を分析す る要 因 として,こ こではシステムの規模,開 発の重点方

針 に関 して検討 した。一方,適 用す る場合 に問題 となる技術的要因につい

て も検討 した。

システムの規模は大 ・中 ・小 に分類 し,大 規模 は20 ,000ス テ ップ以

上,中 規模は5,000ス テ ップ以上,小 規模 は5,000ス テ ップ未満 を一

応 の 目安 として設定 した。

ソフ トウェア開発の重点方針は信頼性(品 質),生 産性,保 守性,機 能 ,

性能,操 作性,経 済 性の7つ に分類 した。

技術的要因は,技 法 を適用す る場合の課題で ある要 員の作 業量(大 ・中

小)お よび要員の 技術的負荷(技 術 レベルの高 ・中 ・低)の2つ につい

て分析 した。

作業量の大 ・中 ・小や 技術 レベルの高 ・中 ・低な どは相対 的なもので あ

る。

3.5.5要 求定義技法の適 用範 囲

本節 の前項 までは,要 求定義技法の分類 を行い,個 々の技法の特徴,効

果 と留意点,有 効 度お よび技術的要 因等について分析 して きた。

本項以降では,こ れ らの分析結果 に基づい て,ど のよ うな方法 で最適 な

技法を選択 し,要 求定義段階の どの工程で どの技法を適用すれば,効 果的

に正確で,一 貫性 があ り,完 全 な要求定義 がで き,か つ全 工程 に亘 って,

品 質お よび保守性 が高い ソフ トウェアの開発を効率的 に行 えるかについ て

の検討 を行 う。

個 々の技法 にはその 目的(特 徴)に よ り各工程の うちで も適用 して最 も

効果の ある範 囲が ある。各技法が どの範 囲に適用で きるかを示 したのが表
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3.3で ある。要 求定義は システ ム化要求,要 求分析,シ ステ ム分析の3工

程で あるが,後 続工程で も適用で きる技法 もあるた めに全工程を示 した。

5.5.6要 求定義技法 の選択要因

要 求定義技法を効果的に適用 してい くためには,効 果 と留意点(表3.1),

および適用範囲(表3.3)な ど,技 法 自体 の要 因を考慮す るの はもちろん

の こと,表3.2に 示 した技術的要因(要 員の レベル)や システムの規模 と

開発の重 点方針等の システム特性を考 えて選択す る必要があ る。

本項では主 に,要 員 レベル とシステム特性 による要 求定義技法の選択に

っいて述べ る。

(1)シ ステムの規模

システ ムの規模は技法の有効性 と大 きな関 連がある(表3.2)。 通常

小規模の システムでは基本設計 に直ちに入 って しま う場合が多い。大 ・

中 ・小規模 の区分は大体の 目安で あ り,境 界に近い規模の場合 には両方

の規模 に適用で きる技法が選択可能である。

(2)開 発の重点方針

開発 の重点方針 と技法の有効度の間 にも大きな関連がある(表3.2)。

一方
,個 々の システ ムの特性 によ り開発の重 点方針 は決 まる。例 えば

軍事 システムで は信頼性,性 能,操 作性等が 重視 され,経 済性等は殆 ん

ど無視 され る。

また,重 点方針間 には矛盾がある場合 もあ る。

(3)技 術的要因

要求定義法の適用 に際 しては,そ の効果,有 効 度は重要 な要因である

が,一 方では要 員がそ の技法を使い こなせ るか とい う問題 がある。

技法の導入に大 きな訓練 を必要 とす る とか,作 業量が膨大 になる場合

には有効 な技 法で も適用がで きない場合が ある。

このた め技 術的要 因 として①要員の技術的 負荷,② 要員の作業量を挙
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げ,各 々3段 階に区分 して 目安 とした。 システム開発を行 う場合には開

発体制 も検討 して技法を選択す る必要が ある。

5.5.7要 求定義技法の選定手順

要 求定義段階での各種の技法 を導入す る場合 には,開 発体 制の現状 を充

分認識 した上で最適 な技法の適用 を図る必要があ る。 本項では,最 適な技

法 を選択す るた めの方法 を検討 し,図3.18の ような手順を設定 した。

この手順は全工程に及ぶ技法の選択 にも適用可能 と思われ る。

技法の特性の把握

1

現状技法との比較

及び効果のある代

替技法の抽出

■

抽出技法の選 択

●

段階毎の技法の設定

特徴(目 的),効 果 と留意点,

システム特性(規 模,重 点方針)

技術的要因(作 業量,技 術水 準)

図3.18技 法の 適 用 手順

(1)技 法の特性の把握

要 求定義 技法 につい て,

(2)代 替技法 の抽出

それぞれの特性の把握を行 う。
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対象 業務の実 態に即 してそれぞれ の技法を比較 して,よ り効果のあ る

と思わ れる技法をい くつか抽出す る。・

(3)抽 出技法の選択

前 項 に基づい て,シ ステムの規模,開 発の重点方針,技 術的要 因を分

析 し,最 終的に導 入す る技法 を選ぶ。

3.6要 求定義 の留意 点 とチェ ックリス ト

3.2節 か ら3.4節 におい ては,作 業 内容 とワー ク ドキ=メ ン トの項 目が設

定 され,的 確な作業お よび記述 を行 うた めの具体的指針が示 された。

また,3.5節 では各種の要求定義技法の特徴が示 され,そ の最 適な選択を

行 うことに よ り,要 求定義段階の作業の生 産性を高め,か つ信頼性お よび保

守性が向上す ることが示 された。

本 節 におい ては,要 求定 義段階における留意点 とチ ェ ック リス トを,ワ ー

ク ドキ ュメン トの記述上のポ イ ン ト及び 作業上の ポイ ン トとしてま とめた。

これ は3.2節 か ら3.5節 の内容を要約 したもので あ り,要 求定義作業の生

産性,信 頼性 向上にっながれ ぼ幸 いである。

チ 干ック リス トは システム化要 求段階,要 求分析段階,シ ステム分析段階

の3つ の工程区分 ごとに,表3.4に 示 され てい るが,そ の工程区分 毎の表の

構 成は以下の通 りとな ってい る。

(1)記 述項 目

ワー ク ドキ ュメ ン トの記 述項 目の名前であ り,主 項 目と詳細項 目に分 け

た。

(2)記 述上のポイ ン ト

これは,記 述項 目の詳細項 目毎に,記 述す る場合の留意点 とチ ェック リ

ス トを挙げた。

(3)作 業上のポイ ン ト

これは,要 求定義の作業 を行 う場合の視点,作 業方 法等 についての留意
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点 とチ ェ ッ ク リス トを 記 載 した 。

(4)担 当部 門

ユ ーザ ,企 画 ・設 計,運 用の3つ の 部 門 に区 分 して,作 業 の 主要 担 当 部

門 には ○ 印 を,必 要 に応 じて協 力 す る部 門 には △ 印 を記 入 した。

(5)特 記 事 項

適 用 可 能 な技 法 ・ツー ル,そ の 他 を記 載 した。
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システム化要求段階

表3.4要 求 定義 の 工 程 別 記 述上 及 び 作 業 上 の チ ェ ッ ク リス ト

凡例 ○'主 要担当部門

△ 必要に応じ担当する部門

記 述 項 目 担 当 部 門

主 項 目 詳細項 目

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 業 上 の ポ イ ン ト
ユ ーザ 企画
設計
運用
特 記 事 項

1.シ ス テ ム (1)目 的 ×システ ム化の 目的を明確 に設定 する。 苦 エン ド・ユーザ部門の 目的意識を統一 目的樹図法,親
化の内容 。業務の改善,合 理 化…人件費 ,事 務 し,明 確 に す る。 和 図 法,プ レ ー

経費の節減;生 産性,経 済性,安 全 ン ス トー ミ ン グ

性の向上 ○ 等
。管理の質の 向上…正確性,迅 速性 ,

タ イ ム リ ー,使 い 易 さ

。手作業業務の軽減…省力化

(2)背 景 芥当該 システムの現状を明確 にす る。 英現在の業務内容,事 務の流れを明らか 事務分析技法,
。現行 システムの業務 内容 ,事 務の流 に す る。 ニ ー ズ シ ス テ ム

れ,手 続等資料 分析技法等
。ユーザ部門の組織 ,シ ステム化要求 ブ レ ー ン ス ト ー

の責任者,参 加者等
ミング,特 性要

英当該業務の問題点 とシステ ム化要求の

経緯 ・理 由を明確 にする。

× エン ド・ユーザが直面してい る問題点

を明確 にし(改 善意欲 ・参 加意識を高
○

因分析図法,親

和図法等
。主な問題点(障 害状況)と 原因と改 め,ア イデアを出しやす くして)改 善

善 策制度の改正,デ ータ管理の一元 案 を まとめ る。

化,業 務 サービスの改善,業 務量 ・

人員増加

。あれば同業他社の現状

'

■



⑨

記 述 項 目 担 当 部 門

主 項 目 詳細項 目

記 述 上 の ポ イ ン ト

.

作 業 上 の ポ イ ン ト
ユーザ 企画
設計
運用
特 記 事 項

.

(3)必 要 性 芥当面 してい る背景に基 づいて システム 苦システム化の必要性を関連部門で幅広

化する必要性を明確に設定する。 く意識統一するとともに新 システムの

。問題解決のための緊急度,優 先度 実施に際しての協力体制を確立する。 ○

。改善内容の必要性,緊 急度

。段階的開発か,一 度に開発か

(4)効 果 X管 理局面の効果や影響 苦効果 および新 システムのもたらすデ メ

。業務処理…迅速性,正 確性,簡 易性, リッ ト等 も充分検討 し,そ の対応策 も

⊥ 弾力性等 盛 り込む ことが重要である。

巴 。データ利用 ・管理 …容 易性,適 時性,

1
安 全 性,プ ライバシー等

o人 事 ・組織…モ ラール,関 連組織間

の連携,人 事異動,組 織変更等

Xコ ス ト局面に関す る効果 ・費用 ○ 費用対効果分析

。現 行 シ ス テ ムの コ ス ト 技 法 等

。新 シ ス テ ムの コ ス ト(開 発,運 用,

保守)ユ ーザ部門の協力体制も含む。

英業務 ・経営局面における効果 ・影響

。業務 ♂経営の質 ・レベル,既 有 シス

テ ムへの影響度

。顧 客サ ービス,波 及効果

・
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記 述 項 目 担 当 部 門

主 項 目 詳細項目

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 業 上 の ポ イ ン ト
ユーザ 企画
設計 運用

特 記 事 項

(5)運用 時期 芥運用開始の希望時期を明確に設定し, 芥システムの規模,難 易度,要 員の確保

・ その必然性,理 由を明確 にする。 等 とは関係なく希望時期を設定する。

。段階的な開発の場合には優先度に応 ○

じて

。開始時期の制約(法 ・制度 ・業務上)

2.適用 範囲 (1)対象業務 美新 システムの範囲の決定 チ背景で検討した事項とともに新 システ 事務分析技法,

範 囲 。新 システ ムの業務 内容,事 務の流れ ムの対象業務の範囲を設定するととも ニ ーズ 分 析 シ ス

等を明 らかにする。 に,関 連部門及び他業務に対する影響, テ ム分析技法等
。改善 ケ所 を明記する。 波及度合を調査し,関 連部門の合意を

弊他業務との関連,影 響度と対策 得 ることが重要であ る。(効 果 では主

。管理 局面 …組織変更,人 事移動,情 に良い影 響にろいて検討 したが,こ こ
○

報 伝達法 ・サ イクル等 では主に悪い影響がある場合の対策と

。コス ト局面…原価等 の増減 合意が重要となる)

。業務 ・経営局面 …既存 システム ・他

業務への影響等

(2)人手 作業 共人手作業 とコン ピュータ処理 との境界 苦事務処理の流れを伝票類のデータの流

と の イ ン 及び情報の授受方法,手 段等を明確に れ と対応 させ,人 手作業 の範囲,コ ン

タ フ エ ー

ス

する。

。事務手続と伝票,帳 票類の対応(新

ピュ一夕化の範囲を明確 にす る。

○

システム用の もの)

。人手作業の変更内容
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記 述 項 目 担 当 部 門

主 項 目 詳細項目

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 業 上 の ポ イ ン ト
ユ ーザ 企画
設計
運用
特 記 事 項

(3)機能 拡張 ×将来の システム拡張 ,拡 大及び新規業 X将 来に システム拡張が予測 されている

方 針 務等による機能拡張,変 更の方針を明 場合には,そ の拡張機能を充分検討し

確 にする。 て大幅な変更にも対処できるように考

。拡張機能内容,基 礎デ ータ(処 理時 慮 する事が重要である。 ○
間,処 理件数など)の 予測

。組織及び法 ・制度 ・規則及び業務の

新設,改 訂

3.関 連 情報 (1)入力帳票 X対 象業務に関連する入力帳票類を全て 苦帳票類の形式及び制約を明らかにする。
一 覧 一 覧

抽 出し,そ の属性(情 報名,作 成 目的, チ業務特性に応 じた各種帳票,図 表の見

発 生源,デ ータ量,関 連資料,機 密保 直 しを行 う。
○

護の必要性等)を 明確にする。 Xメ モ,電 話等 でのやりとりが定常化 し

ていれば対応策を考慮する必要がある。

②出力帳票 苦対象業務に関連する出力帳票類を全て 苦帳票,メ モ類は実際に使用 されている
一 覧

抽 出 し,そ の属性(情 報名,作 成 目的, 現物をまず収集する。

利用部門,デ ータ量,関 連資料,機 密

保護の必要性等)を 明確にする。

。入力帳票と出力帳票の属性の関連

A A
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記 述 項 目 担 当 部 門

主 項 目 詳細項 目

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 業 上 の ポ イ ン ト
ユ ーザ 企画
設計
運用
特 記 事 項

4.制 約条件 苦時間的条件(資 料作成期限,応 答,待 苦必要条例及び制約条件を エン ド・ユー

ち時間の許容度等)を 明確にする。 ザ各部門から提出し,必 要と考え得 る

X経 済的条件(開 発 ・運用経費等)を 明 もの全てを記述す るよ うにする。

確 にす る。

妥技術的条件(信 頼度,規 格,性 能,帳

票類形式,操 作性,要 員の技術 レベル ○

等)を 明確 にす る。

X組 織的条件(地 理的制約,分 散管理状

況,管 理体 系等)を 明確 にする。

X法 的条件(業 務を規制 している法律 ・

制度 ・規則 ・手続 き等の名前 ・条項等)

」
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要求分析段階

記 述 項 目 担 当 部 門

主 項 目 詳細項目

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 成 上 の ポ イ ン ト
ユ ーザ 企画
設計 運用

特 記 事 項

1.シ ス テ ム (1)目 的 ・効 × 目的 ・効果 の的確性 を確認 する。 苦ユーザ部門の提起 した目的意織を充分 目的樹木法,親

化の内容 果の分析 ・効果に関する判定基準の妥当性 尊重す ると共 に,背 景 ・必要性 か ら見 和図法,面 接調

分 析 。目的 と効果の関連性のチ ェック て,そ れが的確か,一 貫 しているか, ○ 査,費 用対効果

完全かについて,客 観的 に検討 ・確認 分析

す る。

(2)背 景 ・必 苦背景 ・必要性 を的確 なものにする。 苦背景 ・必要性 で提起 された内容によ り, 事務分析技法,

要性の分 。現行 システ ムの確認 と記載 もれ等の
現行 システムを把握し,問 題点 と改善 HIPO,SA

析 チ ェ ッ ク 策の妥当性を検討し,的 確なものにす DT,特 性 要因

。現行業務の問題 点 ・原因を検討 ・確
る 。 ○ 分析技法,面 接

認 し,真 の ニーズを把握すると共 に, 調査等

改 善策の妥当性,一 貫性の チ ェック

。必要性(優 先度等)の 妥当性

(3)運用時期

㌔
,

昇運用時期 を確認 し,設 定する。＼ 苦運用時期に対 して,開 発要員,体 制, 親規業務,大 規

の 分 析 。開発 スケジュール(優 先度含む)
。 経 費,ス ケジュール等の 目安を算 出し, 模 システ ムでは

△ ○ △
。開発要員 ,体 制,経 費等の大 まかな 実現可能な時期かどうかを充分検討す ユーザ等 と充分

開発計画の設定。 るo な検討を行うこ

と 。
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記 述 項 目 担 当 部 門

ン ト 特 記 事 項

主 項 目 詳細項目

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 業 上 の ポ イ
ユーザ 企画
設計
運用

2.適 用 範囲 (1)対象業務 美対象業務の範囲が目的,必 要性を具体 芥対象業務の内容,処 理の流れを改善策 事務分析技法,

の 分 析 範囲の分 化 する内容 とな っているかを確認す る。 を もとに効率化,合 理化,省 力化等の ニ ーズ 分 析 シ ス

析 。事務処理の流れに対応する業務内容, 観点か ら見直 し,新 システムの適用範 テム分析技法,

処理範囲の妥当性 囲 を決め る。 HIPO,SA

。 目的,必 要性 と業務範囲の対応 苦人手作業による手順は文書化されてい DT等

壬他業務との関連,影 響度と対策の妥当 な いことが多いの で抜けがないか充分 △ ○

性の確認 検討 ・確認 する。

。既 存 シ ス テ ム,デ ー タ ベ ー ス へ の 影 苦目的 ・必要性等 ユーザ提起の問題点,

響 と対応策は妥当かの確認 改善事項を念頭に入れ,そ れを満足し

。組織,法 ・制度の新設 ・改訂等 にょ た業務範囲を設定 しているかを検討 ・

る影響度と対応策の確認 確認 する。

(2)入手 作業 共対象業務の作業分担,情 報の授受方法 壬情報の流れ,授 受方法の一 元化,統 合 同 上

と の イ ン 等 の マ ン マ シ ン イ ン タ ・フ ェ ー スの 妥 化の可能性及び事務のスムーズな流れ

タ ・ フ ェ 当性 が実施できる体制が確立できるか否か △ ○

一 ス分析 。事務処理の手続き及び期限の妥当性 充分な分析と確認を行 う。

。人 と機械処理の対応手順

(3)機能 拡張 ×機能拡張の必要性及び対策を分析 ・確 チユ ーザ提起の システム及び機能拡張拡

分 析 認 大 方針を前提 とし,背 後にある必要性,

。機能拡張 ・追加の必要度確認 デ ータ類の伸び等を確認して システ ム △ ○

。データ量,対 応策の分析 ・確認 化 に反映できるような方案を考慮する。

。関連部門への影響度の把握
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記 述 項 目 担 当 部 門

主 項 目 詳細項目

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 業 上 の ポ イ ン ト
ユーザ 企画
設計
運用
特 記 事 項

3.関 連情報 (1)入力帳票 芥業務内容と入出力帳票類の関連につい ×事務処理の内容及び手順を検討し,必

の 分 析 分 析 て分析 ・確認す る。 要最小限の帳票類の選定を行い,統 廃

(2)出力 帳票 。データ項 目の内容 ・属性 ・必要性 合,標 準化 の見地 から関連情報を作 △ ○

分 析 。帳票類の統廃合 ,標 準化,簡 素化 成(構 造化)し,ユ ーザ部 門に提案す

。入力帳票と出力帳票の属性の関連性 るo

4、制 約条件 苦制約条件で規定 した内容及び背景とな 芥条件の内容を充分把握分析 し,シ ステ

の 分 析 ったデータ,環 境状況を分析 ・確認す る。 ム 化 を 行 う場 合 の メ リ ッ ト ・デ メ リ ッ

。必要不可決条件と希望的条件の区分 トを明確 にするとともに必要性,コ ス △ ○

。制約条件を満たすために特に必要と ト面 から検討 する。

なる事項

5.シ ス テ ム 光 エン ド・ユーザ部門の要求 内容 を詳細 X企 画 ・設計部門としての立場か ら,技

の妥当性 に分析 した結果 に基づいて,シ ステム 術 的かつ客観的に分析を行い,シ ステ

・必要性 化の妥当性,必 要性の結論を明確にす ム化の妥当性の判断及び次段階への進

る 。 展 の可否について結論を出す。 ○

・システム化要求案 としての可否

。要求内容の妥当性
→

。改善内容の設定

一 ウ `



システム分析段階

－
N
Qo

記 述 項 目 担 当 部 門

主 項 目 詳細項目

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 業 上 の ポ イ ン ト
ユーザ 企画
設計
運用
特 記 事 項

1.類 似 シ ス 苦類似 システムの特質(対 象 範囲,技 能, 苦 同業他社,そ の他の先進事例,各 種文 パ ッケ ー ジ等 調

テ ム及び 効果,規 模,経 費,期 間,使 用技法等) 献,海 外 資料等を参考にし,広 範囲に 査,技 術動向調

技術動向 を的確にとらえての長所 ・短所を分析 当該システムに有効となる技術を吸収 査等

調 査 して,当 該 システムに反映で きるよう し,シ ステ ムに反映で きるように対処

に まとめる。 す る。 ○

苦システム化に関連する各種技術の調査 特に制約条件で対応策に問題がある所

を行 い,特 徴,動 向等 をまとめる。 は良 く調査す る。

。 ハ ー ドウ エ ア ー機 能,性 能,価 格

。システム開発,運 用の方法 ・技法等

2.環 境条件 (1)八 一 ド ウ 芥システムの 目的及び制約条件 を満たす 壬類似 システムを参考 とす るとともに,

エ ア ための機器構成を明確にする。 対象業務の機器構成を決め,開 発 ・運

。業務の規模,処 理内容等に応じた機 用上の問題があれば対応策(導 入,レ △ ○ △

器の選択と構成 ベ ルアップ等)を 検討する。

。開発 ・運用上の問題点 と対策

(2)ソ フ トウ 苦 システムの 目的,特 質に応 じた ソフ ト 英類似 システムを参考 とす ると共 に,当 パ 。ケ ー ジ等 調

エ ア ウ ェアの選択を行 う。 該業務 に使用 するソフ トウェアの特性 査

。使用言語等 を,経 費,工 期,保 守性等の面か ら検 △ ○ △

。 パ ッケ ー ジ ,既 存 プ ロ グ ラ ムの 利 用 討 する。

。 デ ー タ ・ベ ー ス の 利 用 ・変 更 等
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記 述 項 目 担 当 部 門

主 項 目 詳細項目

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 業 上 の ポ イ ン ト
ユーザ 企画
設計 運用

特 記 事 項

(3)制約条件 芥時間的,経 済的,技 術的,組 織的,法 芥 ユーザ部門と企画 ・設計部門で充分な

的条件としての最終的な制約条件を明 意見の統一を図り,制 約条件を決定す ○ ○ △

確 に設定 する。 る 。

3.代替 案の (1雌 能 ・性 芥システム化要求案と代替案の機能,性 X要 求 内容に基づ いて システムの理想形

作成及び 能 能を対応させ,横 断的な比較 ・検討を 態,必 要最小限構成,現 要求の形態等

検 討 行 う。 を考慮 し,機 能の範囲を設定 する。 ○ ○
。対象業務の範囲,機 能;処 理効果

・関 連 部 門 と の イ ン タ ・フ ェ ー ス

(2)経 済 性 苦開発 ・運用経費を主体に経済性の比較 芥上 記システ ムの個 々の機能,範 囲に応 費用対効果分析

検討 ・評価を行 う。

。機能 と経費

じた開発 ・運用に必要 な経費の見積 り

を行 う。
○ ○

技法等

。環境条件を満たすか否かと経費等

(3)効 果 Xシ ステム化の効果を管理,コ ス ト,業 苦比較 ・検討に際しては,各 々の代替案

務 ・経営局面から比較検討評価を行 う。 の 相違点,長 所,短 所を明確 にする。

(4)技術 分析 X適 用しようとする各種技術及びその導 ○ ○
入方法等を比較検討評価する。

。ハ ー ド ウ ェ ア 技 術 動 向

・ソフ トウェア技術動向
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記 述 項 目 担 当 部 門

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 業 上 の ポ イ ン ト 特 記 事 項

主 項 目 詳細項 目
ユーザ 企画
設計
運用

(5)類似 シス X類 似 システムの調査結果 と代替案を比

テ ムとの 較検討 し,評 価 する。
○ ○

対 比 。相違点,長 所,短 所

。機能,範 囲,経 済性,採 用方法等

(6)体 制 ・工 苦開発完了までの作業工期,所 要人員に 壬費用及び要員,体 制等を考慮し,代 替

期 っいて比較検討評価を行う。 案の内容の実現程度を充分認識 ・把握

。業務範囲,機 能毎の開発 ・運用の工 す ることが重要であ る。

数,体 制,工 期

○ ○

ゆ開発難易 ×開発作業の難易性を十分予測 し,そ の

度 対策を盛り込み,比 較検討評価する。

。作業内容,作 業量,技 術的対応

。 ス ケ ジ ュ ー ル の 作 成

4.シ ス テ ム (1)シ ス テ ム 英最 も有利 なシステム案 を作成 し,そ の チ代替案の検討の結果得られた最適な案

案 の 目的効果 目的及び効果を明確に設定する。 が この案である。

② システ ム 壬 システム化の業務範囲を明確にする。 苦ユーザ部門,企 画設計部門,.運 用部門 ○ ○ △

の 範 囲 。対象業務名,概 要 の最終的合意が得られた内容としてと

。対 象業務 システ ム化の範囲 りまとめる。

。人 手 作 業 との イ ン タ ・フ ェ ー ス
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記 述 項 目

記 述 上 の ポ イ ン ト 作 業 上 の .ポ イ ン ト

担 当 部 門

、特 記 事 項

運 用主 項 目 詳細項 目 ユ ーザ 企画
設計

(3)シ ス テ ム

概 要

芥 システ ムの基本的な処理機能(サ ブシ

ス テム)を 明確にする。

。入 出力情報

。基本機能の構成 と処理 概要

。システ ムの規 模,性 能

芥予算 ・要員等で大幅な変更がない限 り,

目的,効 果,範 囲,概 要,経 費,工 期

等 の内容は システム化の最終案 として

システム設計に反映で きるよ うにする。

(4)経費 ・工

期

苦システムの開発 ・運用に必要な経費,

工 期,要 員等 を明 らかにする。
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4.ソ フ トウ ェア 開 発 計 画

ここでは,前 章 の要求定義 ・分析,シ ステム分析等 の結果 を もとに,開 発規

模の見積か ら種 々の計 画の立案,及 びそれ らに関連す る事柄 につい て述べる。

(1)開 発計画の種類 と内容

システム設計か ら,プ ログラムの作成,運 用保守 ・拡張 に至 るソフ トウ

ェア ・ライフサ イクルの中で作成 される16種 類 の計画について,そ の 目

的,盛 り込 まれ るべ き事項,又,開 発計画立案 の実態,開 発計画相互の関

連,開 発計画 の変更の要 因等 について述べ る。

(2)技 法 ・手法 ・ツール

開発計画 の立案を支援す るため の技法 ・手法 ・ツール についてその概要,

特徴,利 用方法,利 用効果等を述べる。

(3)見 積方法

開発計画 の立案の も とに なる見積方法の概要,見 積基準,見 積の実態等

について述べ る。

(4)開 発計画 の作成か ら承認 まで

承認 の手続 の事例,計 画作成者 と承認者 との関係,承 認の 内容,承 認後

の権限 と義務等 につい て述べ る。

⑤ 外注の活用

開発計 画段 階で外注利用 をどの様に組込んでい るかについ て,そ の 目的,

利用の度合,外 注す る段 階,発 注の形態,外 注先 の評価,外 注費 の算定方

法 等の側面か ら述べ る。

(6)留 意点 とチ ェ ック リス ト

以上 述べて きた事柄 について,そ れぞれの留意点を一覧表 の形式でま とめて

い る。
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4.t開 発計画の種類 と内容

ソフ トウェアの開発か ら運用 ・保 守に至 る ライフサイ クルの中で,種 々の

計画が必要 にな って くる。

ここでは,ア ンケ ー ト調査の結果及び文 献等に よって得 られ た情報 をもと

に,計 画の種類 とそれぞれ の 目的,盛 込まれ るべ き事項,開 発計画相互の関

連,ラ イフサイ クル上 での位置付け等 につい て述べ る。

計画の種類 としては下記の ものを挙げ るこ とができよ う。

ω ソフ トウェア開発 におけ る見積,予 算,ス ケジュール等 に関す る計画

① 工程計画

② 予算計画

③ 要 員計画

④ 外注計画

⑤ 要員教育計 画

⑥ 設備 計画

② 開発作業 の実施 におけ る管理及 び支援等 に関する計 画

⑦ 開発支援計画

⑧ 工程管理計 画

⑨ 費用管理計画

⑩ 品質管理計 画

⑪ 検査 ・検収計 画

㈲ 移行,運 用,保 守等 に関す る計画

⑫ 移行計画

⑬ 運用計画

⑭ 保守 ・拡張計画

(4)そ の他の計画

⑮ パ ッケージ ド・ソフ ト購入計画
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4.1.1種 類 と概要

(1)工 程計画

前3章 の要求分析及び システム分析等の結果を踏 え,開 発 の対象 とな

る ソフ トウェア ・システムの規模,工 程毎の工数,工 期 等を見積 り,納

期 と工程 相互 の関係を勘案 しつつ実施可能な開発 スケジュール として ま

とめる ことが 目的 とな る。

計画の範 囲は,通 常,対 象 とな る ソフ トウェア ・システムのシステ ム

設計か らプログラムの作成,テ ス トを経 て,そ のシステムがエ ン ドユ ー

ザ ーによる運用 に入 る直前 までを指す こ とが 多い。

工程計画 に盛 り込 むべ き,主 な事項 としては,下 記のもの を挙げ るこ

とがで きよ う。

① 全体の規模

対 象 となる ソフ トウェア ・システムの規模 を見積 り,総 スデ ップ数,

プログラムの本数等で ・そ の概略を把握 す る。

この際,シ ステムの構 成図や,機 能 図 等 を添 える こ とは,見 積根

拠 を明 らか にす る上で,有 効である。

② 工程 の内容

各工程毎 に下記の事項 を明記する。

④ 仕事の範囲,作 業 内容及び完了の条件等

㊥ 必要 な工数

6工 期

㊤ 使用 を予定 している設備,端 末等の台数,及 び その使用時 間等

㊤ 作成す る ドキ ュメ ン トの種 類及びそれ に盛 り込むべ き事項

③ その他

④ 開発対象 シス テムの名称 及び概要

㊥ 開発方針

◎ 計画の立案年 月 日,納 期
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⇔ 計画の立案部門,立 案者,承 認者

(2)予 算計画

(1)の工程 計画に基づ いて,人 件費,設 備使用費,材 料費,雑 費等 を見

積 り,予 算を算定す る。

人件費には,直 接人件費,外 注費,ア ルバイ ト費等が含まれ る。

設備使用費は,工 程計画で見 積 った使用時間に単 価を掛けて算出す る。

材料費は,工 作機械の制御 システ ムの開発の よ うに,ハ ー ドウェアの

一部 を含めて開発す る場合 に,そ の材料費 を算定す る。

雑費 には,交 通 ・通信費,パ ンチ代,磁 気 テープ,プ リンターシー ト

等の消耗品費,コ ピー代,参 考文献や マニアル等の資料費等 々が含 まれ

る。

これ らを工程毎に積み上げ たのち,全 工程を集計 した ものが直接費で

あ り,こ れ にプ ロジェ ク ト遂行 のた めの管理費 又は部門間接費 を加 えた

ものが開発 予算 となる。

(3)要 員計画

年 々,ソ フ トウェア開発要員の不足が深刻化 し,そ の確保が難 しい時

代にな って来てい るが,そ の よ うな環境の中で,必 要 とされ る技術,経

験を持 った要員を確保す る とともに・未 熟練者 の利用範囲をも検討 し・

それ らを ソフ トウェア開発の 各工程 に,い かに適切 に配置 してい くか を

計画す るこ とが要員計 画の 目的 とな る。

それは,一 つの ソフ トウェア開発計 画内の問題 に とどま らず,現 在進

行中の開発 プロジェ ク トや 同 じ時期に開発 を実施 しよ うとしてい る他の

ソフ トウェア開発計画等 との調整 も含む もので ある。

要員 の配置に当 っては,単 に余 力のあ る人間を割 当てる とい った方法

ではな く,人 事管理的要素 も強 いので,そ の要員の技術力や 経験量 に加

えて,そ の性格や要員相互の人 間関係にまで配慮 しなければな らない と

ころに よ り一 層の難 しさが ある。
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又,開 発段階 だけに とどまらず,運 用段階にお ける要員の配置 におい

て,開 発者か ら運用担 当者への情報の伝達のために開発要員の一 部を運 、

用要 員 として継続 させ る等,開 発 ・運用相互 の関係についての配慮 も重

要にな って くる。

ソフ トウェア開発は,個 人の能力や適性 ・や る気 とい った ことに負 う

ところが特 に大 きい仕事で あるた め,以 上述べ て来た諸事項 を配慮 しつ

つ要員 計画を立て ることは,ソ フ トウェア開発 の高度化,効 率化に効果

を発揮す るものである。

要員計 画に盛込むべ き事項 と しては,開 発段 階における各工 程 に対 し,

下記の事項 を挙げ ることができよ う。

④ 担 当者の氏名及び その仕事 の内容範囲等

◎ 作業期 間

6作 業完 了の条件

(4)外 注計 画

外注計 画は,外 注す る目的,外 注す る仕事の内容や範囲,金 額,外 注

方法及 びその他 の諸条件 を明確 にす るこ とが 目的で,そ こに盛込むべ き

事項 としては,下 記の ものを挙げ るこ とがで きよ う。

④ 外注す る 目的

外注す る 目的には種 々あ り,そ れ を明確に してお く必要 があ る。 そ

の一例 を挙げ'ると下記のよ うな ものが ある。

・社 内要員 の不足 を補充す るた め。

・社内の技術 力不足 を補 うた め。

・プ ログラム作成段階の要員 を会社 の方針 と して持たないた め。

・費 用の削減を計 るため。

㊥ 外注す る工程及び仕事の内容

◎ 外注す ることによ って得 られ る成果物

⇔ 外注方法及び契約形態
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・一括請負形 式

・人員派遣形式 ・

・出来高払い形式

㊧ 外注予定金額

6発 注時点及び納期,作 業期間等

㊦ 外注先の選定規準及 び必要 とされ る技術力等

⑦ 進捗状況 の把握方法

⑨ 検収方法,検 収条件等

(5)要 員教育計画

要員教育はそ の 目的によ って下記 の3つ の場合 が考 えられ る。

① プロジ ェク トには関係 な く,情 報処理要員の知識,技 術等の向上 を

目的 として行 なわれ る教育で,新 人教育,デ ータベ ース ・シス テムや

新 しい言語,又,管 理技術等 々の講習会への参加,社 内研習会や勉強

会等 がこれに含 まれ る。

長期的 な ビジ ョンに立 って計 画が立 てられ るの が通例である。

②1つ の ソフ トウェア ・システムの開発 に当 って,そ の仕事に必要な

知識や技術 を修得す るこ とを 目的 とした教 育で,(仮 に 「開発時教育」

と呼ぶ)一 般 に,下 記のよ うな事柄がその テーマになる。

・開発す る ソフ トウェア ・システムの対象 となる業務内容や背 景,目

的等。

・開発用 コンピ ュータのOSやJCL,操 作方法等。

・使用す る言語や データベ ース ・システム等。

この計画に盛込むべ き事項 としては,上 記の教 育テ ーマ又は内容の

他に下記 のものを挙 げるこ とがで きよ う。

④ 教育者又は社外 の場 合は教育機関

㊥ 教育の対象者

この教育の場合には,対 象者 は比較的限 られ てお り,主 にその ソ
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フ トウェア開発 の担当者 とその管理者,場 合によ っては,ユ ーザ ー

部 門の人や外 注先の担 当要員 などが含まれ る。

又,必 ず しも全対象者に一率 に全教育 内容 を施す必要 のない場 合

には,対 象者 を グル ープ分 け して,教 育内容を限定す る と,時 間の

節約 を計るこ とがで きる。

6教 育方法及び教材,ス ケ ジュール等

e教 育成果の判定方法

教 育が充分 に行なわれ て・各担当者が必要な知識や技術 を身につ

けたか否かは,後 の開発作業に大き く影響す る。 このた め,試 験 を

す る,面 接をす る,発 表 させ る等,教 育成果の判定方法 を明らか に

してお くと良い。

③ 開発 され た ソフ トウェア ・システムが運 用段階に入 る前に運用担 当

者や利 用者に,そ の システムの使い方や利 用の仕方等を修得 させ るこ

とを 目的 とした教 育で,(仮 に 「運用時教育」 と呼ぶ)一 般に,下 記

のよ うな事柄 がそのテーマとなる。

・その システ ムの概要。

・運用 計画に もとついた運用 スケジュール

・伝票 の記入方法や その入力方法等

・出力諸表の見方や利用方法等

この教育 に盛込むべ き事項 と しては,上 記 の教育 テーマ又は 内容の

他に下記の もの を挙げ ることがで きよう。

④ 教育者の選定

㊥ 教育の対象者の検討

この運用時教育の対象者は比較的広範囲 に渡 り,シ ステム部 門の

運用担 当者 をは じめ として,こ の システムの入 力 データを作 成す る

部 門の人 々,出 力諸表 を利 用す る部門の人 々で,場 合 によ っては経

営 者 も含 まれ よ う。
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又,シ ステ ムの対象 となる業務内容 によ っては納入業者や得意先

の窓 口の人 々等 も考慮す る必要 があ る。

開発時教育 と同様に,場 合 によ っては対象者 を グループ分 け して

教育す ることも考 えられ る。

◎ 教育方法及び教材,ス ケジュール等の決定

(6)設 備計画

設備計画は,コ ンピュータの使用に先立 って,コ ンピュータ及びその

付帯設備の確保,具 体的 な使 用方法や使用予定時間等 を決定することが,

その 目的 となる。

又,設 備計画は,シ ス テムの開発段階に対す るもの と,運 用段 階に対

する ものに分けて考 えるべ きで あろ う。

設備計画に盛 込 まれ るべ き事項 と しては,下 記の もの を挙げ'ることが

できよ う。

① 設備の選定

ソフ トウェア開発や運 用に必要 な設備 とその端末機器の数 等

② 設備の入手 方法

社 内設 備を使 用す る場 合 にはあま り問題 にならないが,社 外の設備

を使用す る場合や,新 規設備の購入又は借入れ る等の場合には,そ の

入手方法,入 手先,入 手可能時期,保 守方法等 を明確 にす る。

③ 設備使用予定時間

総使用時間のみ でな く,開 発段 階においては,1日 平均 の使用時間,

又運用段階においては,日 次,月 次の使用時 間 として算 出 してお くと

よい。

④ 設備 の管理体制

社内設備で専門 の管理者又は管理部 門がある場 合には,あ ま り問題

にな らないが,そ の ソフ トウェア開発 プロジェ ク トに専 用の場合には

設備の管理体制 を明確 に してお く必要がある。
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又,他 のプ ロジェ ク トと共 同利 用す る場合は,予 め,調 整 を行な っ

てお くことも大切であ る。

(7)開 発支援計画

開発支援計画は,ソ フ トウェア開発の効率化,開 発費用の低 減,品 質

の向上 等を計るために,各 工程において,具 体的な開発支援 方法 を定め

る。 こ こで盛込 まれ るべ き事項 としては,下 記の ものを挙げ ることがで

きよ う。

① 支援対 象

まず,ど の よ うな作業や管理 を支援す るのか,そ の対象 を明確にす

る。

た とえば,下 記 のよ うな事柄が考 えられ る。

④ プログラム設計

㊥ コーディ ングの省 力化

◎ デバ ッグの効 率化

⇔ テス ト・データの作成及び テス トの 自動化等

㊥ ドキ ュメ ン ト作 成の 自動化,省 力化

② 支援方法

上記,支 援対象のそれぞれ に対 し,具 体的 な支援方 法及び使用す る

支援 ツール とその使用方法等 を 明確にす る。

③ 支援体制及び スケジ ュール

独立 した支援部門が ある場合 には,そ の部門 と話合い,支 援 しても

らえる項 目や その 内容,コ ミュニケーションの方法等 を明確 にす る。

又,独 立 した支援部門が ない場合には,ソ フ トウェア開発 プ ロジェ

ク トの中に専任 をお く等,体 制 を明確に し,そ れぞれ に時期 を検討 し

て,支 援 のためのス ケジュール を作成す る。

④ 支援 による期待 効果'

それぞれの支援 方法に対 し,ど のよ うな効果が得 られ るか を明らか
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にす る。

(8}工 程管理計画

工程管理計画 は,工 程計画 によ って設定 されたスケジュール通 りに開

発作業が進む よ うに,進 捗状況の実績 をタイム リーに把握 し,管 理 して

い くことが 目的である。 この計画に盛込むべ き事項 と しては,下 記の も

のを挙げ るこ とが できよ う。

① 管理項 目

ソフ トウェア開発 の各工程 において,具 体的 に何を管理す るか,そ

の項 目を明 らかにす る。

た とえば,プ ログラム設計におい ては,設 計済み プログラムの本数,

プログラムの作成においては,コ ーディ ング済みの プログラム本数や

デバ ッグ済みの プログラム本数,検 査 においては テス トケースの消化

数,等 で ある。

② 実績 デ ータの収集方法,時 点等

上記 の管理項 目それぞれについて,い つ どのよ うな方法で実績 デー

タを収集す るか を明 らか にす る。

③ 計画 との比較方法

進捗 状況が定量的に把握で きるよ うに,計 画値 と実績 との比較方法

を明 らか にす る。

(9)費 用管理計画

費用管理計画 は,開 発作業 の進行 に伴 って発生す る費用を適確 に把握

し,費 用 の消化 が工程計画及び予算計画通 りに進行 するよ う管 理す る と

共 に,差 が生 じた場合には,早 めに対策 を施 こせ るよ うにす るこ とが 目

的である。

費用管 理計画に盛込むべ き事項 としては下 記のものを挙げ ることがで

きよ う。'

① 発生費用項 目
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管理の対象 とな る費用項 目を明確にす る。

費用項 目と しては下記の ものを挙げることがで きよ う。

④ 人件費

人件費 と しては,要 員の直接 人件費,ア ルバ イ ト費,外 注費 等が

あ る。

◎ 設備使用費

ソフ トウェア開発に必要な コンピュータや その付帯設備等

◎ 材料費

計測 システ ム等ハ ー ドウェアの一部を含 めた開発 の場合 には,そ

の ハー ドウェアの作成に必要なICやLSI,プ リン ト板等の材料

費。

(∋ 雑 費

雑費 としては,交 通 ・通信費,コ ピー代等

② 費用 データの収 集方法

上記各費用項 目のそれぞれ に対 して,実 績 データの収集方法,収 集

時点 等 を明確 にす る。

た とえば,

④ 直接人件費 については作 業 日報 によ り,毎 朝9時 までに前 日分 を

収 集す る。

㊥ コンピュータ等 の使用時 間は,ロ グ情報 を毎週末に収 計す る。

6雑 費 は,出 金伝票の処理 時点で収集す る。

③ 予 算計画 との対比方法

工程上 に週1回,月1同 等 のチェ ックポイ ン トを設定 し,予 算計画

と実績 との対比時点,及 び対比方法を明確にす る。

⑭ 品質 管理計 画

品質管理計 画は,ソ フ トウェア開発作業の各工程 において作 成され る

種々の成果物 に対 して,そ れぞれあ る一定 の品質 レベルに保持 してい く
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ための管理方法,時 期 等を具体的 に定めるものであ る。

品質管理計画 と して,次 のよ うな事項が考 え られ る。

① 品質管理の対 象 とす る成果物

システム設 計書,プ ログラム設計書,テ ス ト仕様書,プ ログラム ・

リス ト等,品 質管理 の対象成果物 を明らか にす る。

② 品質管理項 目

各対象物に対 して何を管理すれば 良いか,そ の項 目を明確にす る。

た とえば,

④ 書式

ドキ ュメン ト類 については,章,項 立ての方法,プ ログラムにつ

いては,コ ーディ ングの形式や コメン ト文 の付け方等。

@盛 り込むべ き事項 とその順序

主に,ド キュメ ン ト類 については,そ れぞれ最低 限盛込 むべ き事

項,場 合 によ って盛 り込むべ き事項等に分けて列挙 し,か つ書 く順

番 も規定す る。

本項は,ど の ソフ トウェア開発 に対 して も,言 えるこ となので,予

め検討 して,ド キ ュメン ト規約や コーデ ィング規約 として,社 内基準

を定めてお くことが望 ま しい。

③ 品質管理 方法,時 期,体 制等

上記の各項 目につい て,い つ,誰 が どのよ うに管理 してい くかを 明

確に し,か つ,そ の結果 をそれぞれの成果物 に どのよ うに反 映 させ る

か を明確 にす る。

ω 検査 ・検収計 画

検査 ・検収計 画では,ソ フ トウェア開発の各工程における成果物,特

に検収 成果物 と しての ソフ トウェアの品質を,い つ,誰 が,ど の ような

方法 で確認す るか,又,何 を もって合格(検 収)と す るか等を具体的 に

定め る。
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検査 ・検収計 画に盛込むべ き事項 としては,下 記の ものを挙げ ること

がで きよう。

① 検査項 目

何 を検査すれば 良いか,そ の項 目を明確 にす る。

② 検査方法 及び時期,期 間

上記の各項 目につい て,い つ どこで,ど の ような方法で又,ど の く

らいの期間 をか けて検査す るかを明 らかにす る。

特 に プログラムについては,単 体テス ト,結 合 テス ト,総 合 テス ト

等,段 階を分 けて,そ れぞれ について検査仕様書 としてま とめる。

又,テ ス ト支援 ツールを利用す る場合には,そ の利用方法 等 も明ら

か にす る。

③ 検査結果の確認方法 の明確化

特に,プ ログラムの確認については,ど のよ うな データを入 力すれ

ば,ど の よ うな出 力が得 られ るか とい う,入 出力の関係及び,処 理時

間等の性 能の 目標値等を明確 に してお くこ とが大切である。

又,ド キ ュメン ト類 については,品 質管理計画で検討 した品質管理

の項 目等を もとに して,確 認項 目を決め,そ れぞれ について何か書か

れ ていれぼ 良いか を明 らかに したチ ェック リス トを用意 し,そ のチ ェ

ックを しなが ら,ド キ ュメン トを読む等 の方法 も考 えられ る。

④ 検査 結果の反映 方法

検査 の結果,満 足で きない部分があ った場合,そ れ を,開 発 者に対

し,ど う伝達 し,ど うす るか,又,再 検査の方法 等 も明確 にす る。

⑤ 検査結果 の管理 ・保管方法

検査結果 を検 査報告書 にまとめ ると共 に検査結果の資料 を整理 して

管理 ・保管 してお くことは,後 日の保守,機 能 変更,拡 張等の検査時

に役立 てるこ とがで きる。
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⑫ 移行計画

旧 システム又は,手 作業で行 なわれている状態 よ り,今 回開発 された

システムの運用 に移 る過渡期には,運 用のた めに準備 してお くべ き事項

や試運転等に よ り発生す る諸問題が多い。

移行計画は,そ れ らを どのよ うに解決す るか,予 め開発部 門,運 用部

門及び ユーザ ー部門合同で検討 し,具 体的 な方法 とスケジュールを定 め

るもので,移 行計 画に盛込 まれ るべ き事項 としては,下 記の ものを挙げ

ることができ よう。

① 手作業又 は旧 システム と本 シス テムとの並行処理期 間

並行処理期 間内に確認 しなけれ ばな らない事項 を列挙 し,そ れぞれ

の確認方法 を明確 に して,期 間を推定す る。

又,並 行処理打切 りの条件 を明確 にす る。

② 運用部 門及び ユーザ ー部門に対す る教育計 画(先 に述べた運用時教

育計 画)を 作成 し,そ れ をス ケジ ュールに盛 り込む。

③ 伝票や特別 の帳表 の フォーマッ トを最終確定 し,そ の印刷の手配を

す る。

④ 旧システムが稼動 中の場合 には,デ ータの継続性が問題 とな り,デ

ータの コ ンバ ージ ョンの方法 ,時 期,期 間,確 認方法等を明確 にす る。

⑤ ソフ トウェアの開発機種 と運用機種が異 なる場合には,そ の違いを

比較検討 し,プ ログラム ・コンバ ージ ョンの方法,期 間,確 認の方法

等 を明確にす る。

⑥ その他,並 行処理期 間(試 運転期間)中 に発生 した問題を解決す る

方法 について,開 発 部門 と運用部門(及 び ユーザ部門)と の間で話合

い,明 確に してお く。

⑬ 運用計画

運用計画は,開 発 され た ソフ トウ ェア ・システムを運用 部門(及 びユ

ーザ部門)が ,ト ラブルの発生 もな く,ス ムーズに運用 してい くための
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↑

スケジュー リング,入 力 データの収集方法やル ー ト及びその管理,デ ー

タファイルの管理や保全,出 力帳表の配布ル ー ト等の運用方法 を予め定

めてお くものである。

運用計画 に盛 り込むべ き事項 としては下記の ものを挙げる ことがで き

よう。

① データの収集方 法

④ 入力データとな る伝 票の書き方等,起 票す る部門,担 当者等を 明

確 にす る。

◎ 伝票等の認承者 を明確にす る。

6伝 票等の収集 ル ー トを明確 にす る。

㊤ 締 め日を明確 にす る。

㊤ これ らを利用者 マニアル と して整備す る。

② 運用方法

④ 各 プ ログラムの標 準的な使い方,起 動方法,JCL等 を明確 にす

る。 データフ ァイルの更新 方法,及 び時点,バ ックア ップを取 る時

点 等を明確 にす る。

◎ バ ックア ップを取 った磁気 テ ープや フ ロッピーデ ィス ク等外部記

憶媒体の管理方 法等,デ ータの管理 ・保全方法 を明確 にす る。

◎ これ らを運用 マ ニアル として整備す る。

③ 出力情報の配布方法等

④ 配布すべき出力帳表 を列挙 し,そ れぞれについ て誰が利用者かを

明 らか にす る。

◎ それぞれ の出力帳表について配布 ルー トを確立する。

6配 布時期 を明確 にす る。

これ らを整理 し,日 次,月 次,年 次等のスケジュール表 としてま と

め る。
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⑭ 保守 ・拡張計画

ソフ トウェアを運用 してい る間に,そ の ソフ トウェアの環境,具 体的

には対象 とな っている業務内容が変化 して くる。又,運 用になれて くる

に従 い,新 しい要求が出て くるのが常で あろ う。

このよ うに保守 ・拡張 とは,開 発 当時 の環境 と,現 在 の環境 との差 を

明 らか に し,そ の ソフ トウェアを現在の環境に適合 させ るために,機 能

の変更,追 加を行 な うことである。

変更,追 加が大規模になれば,開 発段階 と同様 に種 々の計画を立 てる

必要が 出て こようが,小 規模 な場合 には,そ れ らの うち必要な事項を統

合 して保 守 ・拡張計画 としてま とめるこ とにな る。

保守 ・拡張計 画に盛込むべ き事項 としては,下 記の ものを挙げ ること

がで きよ う。

(1)変 更内容及び変更量等

(2)変 更 に必要 な期間,人 員,設 備 等

(3)検 査 ・検収 の方法等

(4)現 システムか ら変更 ・拡張後の システムへの移行の方法

(5)運 用形態の変更内容

㈹ パ ッヶージ ド・ソフ ト購入計画

パ ッケージ ド・ソフ ト購入計 画は,要 求分析 の結果を もとにして,そ

の要 求に一番近 いパ ッケージ ド・ソフ トの選 定か ら,導 入,運 用 に至る

間の諸問題 を解決 してい くためのもので,盛 り込 まれ る事項 としては下

記の もの を挙げ ることがで きよ う。

(1)要 求分析か ら,必 要な機能や性能 を洗い出 し,そ の確認方法,期 間

等を 明 らかにす る。

(2)不 足す る機能の追加方法やそれに必要な期間,費 用等を明 らかにす

る。

(3)他 の既存 システ ムとの イ ンターフ ェイスの取 り方及び,そ れに必要
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な 期 間,費 用 等 を 明 らか にす る。

(4)試 行期 間 を明 らか にす る。

(5)運 用 時 教 育 計 画 を立 て,そ の期 間 も含 めて ス ケ ジ ュ ール を 作 成す る。

4.1.2開 発 計 画相 互 の関 連L

(1)ソ フ トウ ェア ・ライ フサ イ クル に お け る各 計 画 の位 置付 け

ソフ トウ ェアの 開 発 か ら運 用,保 守 に至 る ライ フサ イ クル上 で は,先

に述 べ た種 々 の計 画 が立 て られ,そ れ ぞ れが 実 施 に移 され て い くわ け で

あ るが,各 計 画が いつ 立 て られ,い つ実 施 に移 され て い くか は重 要 な 問

題 で あ り,そ こで,各 計 画 の 位 置づ け の 例 を示 す と図4・1の 通 りで あ

る。

㌘ ル

計

画

の

立

案

と

実

施

システム

化 要求
要求
分析

ム
析
テスシ
分

シス テ ム
プログラム

設 計 ㌫ グラ畿 検査・検収 移 行
運 用 保 守 ・拡張

一 ーー一一
外 注 計画一

1設備使用計画1

一
一　 一備計画

開発支援計画一一
品質管理計画

ハ ッケーソド・ソ
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一ー一
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図4・1ソ フ トウ ェ ア ・ライ フ ・サ イ クル に お け る各 計 画 の位 置 付 け



(2)開 発計画相互の関連

以上,述 べ てきた種 々の開発計画の分類は,こ れ が唯一 とい うもので

もなければ,こ の よ うに しなければな らない と言 うもので もない。企業

や組織 の習慣,規 定等に よ って,そ れぞれの計 画の呼び名や内容等には,

少 なか らず相違があろ う。 ここに示 したのは,そ の一例,一 方法にすぎ

ないが,こ こでは,以 上 述べて きた各計画の分類 をも とにして,そ れ ら

の相互関係 につ いて述べ る。

① 開発段階に対す る計画の相互関連

開発段階に対す る各種 の計画をその性格か ら大別す ると次の3つ に

なろ う。

④ 各開発工程 におけ る見積,予 定,ス ケジュー リング等 に関す る計

画'

開発作業の基本 にな る,対 象 システムの規模 の見積 か ら,各 工程

に必要 な工数 の見積 り,及 び,要 員,外 注 の配置,そ れ らに対す る

教育,又,使 用設 備の見積,手 配,工 程へ の配分等を行 な うもので,

下記の諸計画が含 まれ る。

③ 工程計画

⑮ 予算計画

⑥ 要員計画

⑥ 外注 計画

⑥ 設備使用計画

ここで 中心 になるのは 工程計画であ り,そ の各工程 にお いて必

要 とされ る要員及び設 備を よ り具体的に してい くのが,要 員計画,

外注 計画及び設備使用計画であ り,金 の面か ら見 た ものが予算計

画である。

◎ 開発作業 の実施 にお ける管理及び支援等 に関す る計画

上記で作成 された 計画に基づ いて,開 発作業 をどう実 施 してい く
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か とい った こ とを具体化す るための計画で,下 記 のものが含まれ る。

⑤ 開発支援計画

⑮ 工 程管理 計画

(∂ 費用管理計画

⑧ 品質管理計画

⑧ 検 査 ・検収計画

◎ 移 行,運 用,保 守 ・拡張 等に関す る計画

開発 段階か ら運用段階へ移 る移行作業 も含 めて,開 発 され たシス

テムを良好な状態 と環境の下で,活 用 してい くために作成 され るも

ので,下 記の計画が含 まれ る。

⑤ 移行 計画

⑮ 運 用計画

◎ 運用段階 におけ る要員計画

⑧ 運用時教育計画

⑤ 運用時設 備計画

(D保 守 ・拡張計画

4.1.5開 発計 画 の 変 更

計画 を キ チ ン と立 て,そ れ に基づ い て開 発 作 業 を 実 施 して も,計 画 と

実績 との 間 には あ る程 度 の 差が 生 じて くる こ とは避 け られ な い問 題 で あ

ろ う。

そ こで,こ こで は,計 画 の変 更 に な る よ うな 原 因 を ア ンケ ー ト調査 か

ら抽 出,整 理 し述 べ る。

開 発 計 画 の 変 更 原 因 を類別 す る と,下 記の よ うに な る。

(1)ユ ーザ ー要 求 の 不 備,不 足 に 起 因す る もの

エ ン ドユ ーザ ーが シ ステ ム化 す る対 象 業 務 を十 分 に把 握 して いなか

った り,又,分 って い て もユ ーザ ー ニ ーズの表 現 能 力 に欠 け てい た り,
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あい ま い であ った り,業 務 の変 化 を考 えて い なか った り,運 用 時 の 人

手 作業 量 の予 測 が あ まか った り等 々の 理 由 に よ り,開 発 途 中 で,要 求

変 更が た び 重 な り,計 画 を変 更 しな けれ ば な らな くな った ケ ースで あ

る。

こ の原 因 は 比較 的 多 く,極 端 な場 合 には 開 発 され た ソフ トウ ェア ・

シス テ ムが 使 わ れ な い事 例 もあ った 。

② 要 求 分 析,シ ス テ ム分 析 の 不 完 全 さに起 因す る もの 。

ユ ーザ 要 求 に対 す る分 析 力の 不 足 や,導 入 を急 いで 十 分 に 分析 しな

い ま ま,開 発作 業 に 入 った た め,変 更 が多 発 した り,シ ス テ ム規 模 が

大 き くな って 計 画 を 立 て 直す とい った ケ ースで あ る。

(3)開 発 部 門 と ユ ーザ ー部 門又 は ユ ー ザ ー部 門 間の 関 係 に 起 因す る もの 。

ユ ーザ ー部 門 の協 力 が得 られ なか った。 開発 部 門主 導 型 の 開発 にな

り,ユ ーザ ーや 運 用 担 当者 の意 見 が 反 映 され なか った 。 等,開 発 部 門

とユ ーザ ー部 門 の関 係 の まず さか ら,計 画変 更 に追 い込 まれ た ケ ース。

又,複 数 の ユ ーザ ー間 に またが る ソ フ トウ ェア ・シス テ ム を開発 す る

場 合 に,ユ ー ザ ー間 の コ ンセ ンサ ス を得 な い ま ま,又 は,利 害 が対 立

した ま ま 開発 に入 り,仕 様 変 更 が 多 くな り,計 画 の立 て直 しに な った

ケ ース。

(4)シ ス テ ム設 計時 の 調 査 不 足 に起 因す る もの

新 しい コ ンピ ュ ー タで あ ったの に,そ の ハ ー ドウ ェ アやOS,言 語

等 につ い て調 査 せ ず,又,デ ー タベ ース ・シス テ ムを は じめ て使 うこ

とにな った の に 十分 学 習 もせ ず に 開発 した た め に,特 に プ ログ ラム作

成 段 階 に な って,ト ラ ブルが 多 発 し,工 数 が 増 大,工 期 が 遅延 し,工

程 計 画や 要 員 計 画 を 変 更 した ケ ー ス。

(5)計 画時 の 見 積 の 不 備 に 起 因す る もの

計画 時 に工 数 を過 少 に 見 積 った た め,又,納 期 等 の 関係 で 無 理 な工

程 計 画 を立 てた た め,途 中で 遅れ が 目立 ち,計 画 を変 更 した ケ ース。
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(6)実 施管理 の不備 に起因す る もの

実施 の過程で,そ の工程 が完全 に終 らない うちに次の工程へ進 んで

しま ったた めに,手 戻 りが多 くな り,計 画 を変更 した ケース。

(7)要 員 不足 に起因す るもの

途 中で必要 な要員が確保 できな くな った り,作 業中の要員がぬけて

しま った りして,計 画を変更 した ケース。

(8)要 員の技術不足 に起因す る もの

社 内の要員,外 注先の ソフ トウェア要員,又 は協 力を求めた メーカ

=のSE等 の技術 力が不足 していて
,工 程が大幅 に遅れ,計 画変更を

余儀無 くされた ケース。

(g)設 計 ミスに起因す るもの

システム設計等の ミスが プログラム作成時に発見 され,そ れが大 き

な問題 とな って システム設計 をや り直す よ うに計画を変更 しなければ

な らな くな った ケース。

サ

4.2技 法 ・手 法 ・ツ ール

シス テ ム開 発 要 求 ・分 析 作 業段 階 に続 く作 業 と しては,4.1節 に て 述べ て

い る よ うに各 種 の 開 発 計 画 を た て る こ とに な る。

これ らの開 発 計 画 立 案 作 業 に 当 って は,

(1)長 期 計画 が な く,目 先 の 計 画 に な って い な いか。

(2)一 部 の 部 門 が 不 必 要 に先走 りして いな いか。

(3)他 の シス テ ム開 発 計 画 との調 整 は,

(4)開 発 体 制,受 入 れ 体 制 の整 備 計 画は,

(5)問 題 点 は 明確 化 され たか,

(6)シ ス テ ム開 発 作 業 の ガイ ドライ ン とな る 計画 案 に な って い るか,

(7)そ の 他

な ど とい った 点 が,的 確 に され て いな けれ ばな らず,こ れ か ら紹 介す る,
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技法,手 法,そ して ツールを大いに活用す ることの効果は大 きい と云 える。

4.2.1技 法 ・手法 の種類 と概要 ・"』i

技法 ・手法 と しては,こ れか ら紹介す るもの以外 にも,独 自に開発 し

た り,長 年の経験に よって最適化 した方法を使用 しているケースも数多

くある と思われ る。"`

全てを紹介す るわけに もいか ないので代表的な ものにつ いて概要を説

明す る。ttl「"い'

(1).WBS([6rkBreakd(㎜Structtire:作 業区分構成)

WBSと は 目標 を達成す るうえで必要 となる作業 を細分化 し,か つ

階層構造 に して表現 した ものである。l

WBSの ね らいは,必 要 な作 業 をもれな く洗 い出す ことで ある。従

って,シ ステ ム開発計画 ・立案作 業にあた って も,WBSを 利用す る

ことは大変効 果的であ る。 ・

作業 もれ のないWBSを 作成す るために注意 した いことを挙げてみ

る。

σ どの段 階まで詳 細化す るのか を明確iに定義 してお く。

② あ らか じめ,対 象 となる全体作業の特性,問 題点お よび制約事項

な どをは撮す ること。 「 ㌧ 一

③ 記述の仕方は判 りや すい表現 を心掛け,統 一 した形式 にす ること。

各種の計画 ・立案段階だけでな く,他 の作 業段 階で も同様に活用で

きる一般的 な技法 ・手法であ る。

,
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作業項 目'

(大 分 類)

作業項目
仲 分類)

作業項目
(小分類)

■

作業項 目(大)

10作 業項 目(中)

作 業項 目、(小)

12作 業項 目(小)

20作 業 項 目(中)

21作 業項 目(小)

22作 業項 目(小)

図4・2WBS・ の 証 述 例

●

(2}PERT(PfogramEvalUationandRevewTechnique)

PERT,CPM,PERT/COSTに つ い て は,ツ ール に て述

べ る の で こ こで は,そ の中 心 とな って いる ア ロー ダイ ア グラ ム(矢 線

図,PERTネ ッ トワ ー ク,PERT図 な どと称 して い る。)に つ い

て 述 べ る。

ア ンケ ー ト調 査 で も ∫PERTの 知 名 度,使 用 経 験 数 を群 を抜 いて

い る。、そ の原 因 が ア ロ ー ダイ ア グ ラムに あ った と云 って も,け っ して

過 言 で は な い。 これ に よ って,正 確 な工程 管 理 が 可能 とな り,ま た,

作 業 の手 順 や 相 互 の 関係 を 明 確 に表 現 す る こ とが で き るわ け で あ る。

ク リテ ィカル パ ス の識 別 や,所 用 工 数 の把握 に よ って,不 測 の トラ
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ブルや 工 程 遅 れ が生 じて も十 分対 応 で きる技 術 が得 られ た こ とに な っ

た。

(3)ハ ンデ ィPERT

PERTを 誰 で も が簡単 に使 え るよ うに した もの が,協 同乳業 ㈱ 市

川 寧 氏 提 唱 に よ るハ ンデ ィPERTで あ る。

こ の方 式 は,基 本 手順 を5ス テ ップに分 け,最 終 ス テ ッ プで ネ ッ ト

ワー クが 完 成す る し くみ に な って い る。

① 作 業 の分 析 ・単 純 化

必 要 となる作 業 を もれ な く洗 い 出 して整 理 す る。

② 作 業 名 の カー ド化

① で 洗 い 出 した作 業 名 の 単位 でHPカ ー ドを 作 る。

③ 作 業 の順 序 づ け

HPカ ー ドを作 業 の性 格 を考 慮 しな が ら作 業手 順 にそ って配 置 す

る。

④ 作 業 の 関連 づ け

各 作 業 間 で の 関係づ け を行 う。

⑤ 作 業 フ ローへ の確 定

④ にて 関 係づ け られ た作 業 を 矢線 でむ す ぶ とネ ッ トワー クが 出来

上 が る。

(4)ガ ン ト ・チ ャ ー ト

ガ ン ト ・チ ャー トとは,バ ー ・チ ャー トとも呼 ば れ広 く用 い られ て

い る図 の 描 き方 で あ る。

作 成 す るの が簡 単 であ り,見 や す く,わ か りや す い点 が特 徴 で あ る。

プ ロジ ェ ク トを ワ ー クパ ッケ ー ジに 分 割 し,そ の 時 間 的 計画 を表現

した り,プ ロジ ェ ク トの 状 況 を 簡 単 に説 明す るの に使 用 で き そ うで あ

る。
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●

,

プ ロジ ェク ト

A

プ ロ ジェク ト

B

プ ロジェ ク ト

C

作業項目A 作業項目B 作業項目C

A B

[=一'

図4・3

時 間

ガ ン ト ・チ ャ ー トの 記 述 例

日 マ イル ス トン ・チ ャー ト

ガ ン ト ・チ ャ ー トでは 表 現 しに くか った点 を補 うこ とが で き る特徴

を持 って いる。 それ は,各 作 業 が工 程 上 重 要 とな るポ イ ン トや,意 志

決 定 す べ き タ イ ミン グが 明記 され て い る と ころで あ る。

時期

作業項目

S× ×年

× X × × × ×

導 入 計 画

システム開発

計 画

▽ ▽ ▽ ▽ ▽

▽ 》
システム設計

1

▽
プログラム製造 ・デバ ック

本運用

▽
総合 テス ト

▽ ・・一 ドウ・ア手配 ▽:工 場出荷

▽:搬 入据付 ▽:現 地調整完

▽ ・馴 開始 ▽ ・システム設計内容ユーザ確言忍

▽:運 用テス ト開始 ▽ ・ユーザ検収

図4・4マ イ ル ス トー ン ・チ ャ ー トの 記 述 例
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(6}ト レ ン ド・チ ャ ー ト

予 算/実 績 費用 を縦 軸 に,日 程 を横 軸 に と る。 そ して,計 画線 を引

き,実 績値 を重 ね,順 次 伸 ば して い くこ とに よ って,費 用 の進 み 具 合

い と,工 程 の進 み 具 合 い が合 わせ て管 理 で きる。

4.2.2ツ ール の種 類 とそ の概 要

ツ ール につ いて は,提 供 者,適 用範 囲,対 象 シス テ ムの種 類 ・規模 な

どの違 いか ら,数 多 くの ツール が 存 在 して い る。

利用 す る立 場 か らで も,使 い 易 い よ うに変 更 した り,一 部分 だけ 利用

した り して い る と思わ れ る。

そ れ らの なか か ら,以 下 に挙 げ た ツ ール につ いて 紹 介す る。

(1}PERT

PERTは,1958年 に アメ リカに お い て開 発 され た,大 規 模 な プ

ロジ ェ ク トの 計 画 ・管 理 の た め の ツ ール で あ った。 そ して,そ の プ ロ

ジ ェ ク トとは,ポ ラ リス ・ミサ イル の 開発 計画 で あ る こ とか ら,コ ス

トに対 す る考 慮 が入 って い な い た め一 般 の 開発 計 画 にそ の ま ま通用 す

るわ け には い か なか った 。 そ こで,資 金 の最 も効 率 よ い活 用 も考 え ら

れ る プ ロジ ェ ク ト管 理 方 法 が 考 えだ され た。 これ がPERT/COS

Tと 呼 ば れ て い るもの で あ る。

これ に対 比 させ るた め,従 来 のPERTをPERT/TIMEと 呼

ん で い る。

PERTの 応 用分 野 は,そ の 開発 経 緯 か ら,研 究 ・開発 の プ ロジ ェ

ク ト管 理 が 代 表的 で あ った が,土 木,建 築 工 事 の 日程 管 理 をは じめ と

して,現 在 で は あ らゆ る方 面 で利 用 され て い る。

(2)CPM(Critica1PothMethod)

米 国 デ ュポ ン社 が レ ミン トン ・ラ ン ド社 と共 に,1957～8年 に 開

発 した もので あ る。

、

,
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PERTが 国家 的 プ.Pジ ェ ク トに 向 け て 開発 され た こ とか ら,コ ス

ト ・コ ン トロール にか な り融 通 性 を もた して い るの に対 して,CPM

は コス トは コ ン ト・p－ ル し,ス ケ ジ ュ ール に融通 性 を持 たす こ とに重

点 が 置 か れ て い る。 例 えば,最 小 の費 用 増 加 で工 期 が どれ だ け短縮 で

き るか を 計算 す るの に 利用 で ぎ る。

(3)PERT/COST

1962年 頃 に,ア メ リカ国 防 省 とNASAが 共 同 で開 発 した もの で,

PERTの 時 間 的要 素 と ともに,費 用 に関 す る情 報 を ネ ッ トワー クに

与 えて,時 間 と費用 の 両 面か らプ ロ ジェ ク トの 開発 計 画 ・立案 お よび,

そ の遂 行 を 管理 す るた め に 利用 す る。

(4)RAMPS(ResourceAllocation、andMultirPlrojectSchedu-

ling)

人 員 ・資 材 の 配 分 も伴 な った 日程 計 画 を,し か も1プ ロ ジェ ク トだ

け で な く競 合 する 複数 の プ ロジ ェ グ ト間 に対 して も実 施 す る こ とが で

き る。 マ ル チ ・プ ご ジ ェ ク ト管理 用 の ツール で あ る。

作 業 の順 序 関 係 の 表現 はPERTの とき と 同 じで あ る。

しか し,各 作 業 で の所 要時 間 の把 握 が,PERTの 場 合 の よ うに一

定 値 で は な く,人 員 ・資 材 の量 に よ って変 わ れ る よ うに な って い る。

つ ま り,仕 事量(工 数)と して表 現 して い る。

(5)PPBS(PlanningProgramrningBudgetingSystem)

ア メ リカの ラ ン ド・コーポ レー シ ョ ンが最 初 に 開発 した といわ れ て

お り,1961年 に米 国 国 防省 にお い て,1965年 に は,連 邦 政 府 の 各

部局 で この シス テ ム を採 用 した。

ま た,わ が 国 にお い て も,大 蔵 省 を 中心 に各 省 で研 究 を行 った経 緯

もあ った。

こ の シス テ ムは,目 標 を設定 して,そ れ を達 成す るた め の具 体的 な

案 を い くつか つ く り(Planni㎎),そ れ らが 必要 とす る資 源 や 効果 を
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規 定 し(Programming),も っ とも効 果 的 な もの を選 択 す るた め予算

化 してみ る(Budgeti㎎)方 式 に な って い る。

(6)STEPS(StandardizedTechnologyandEngineeringfor

ProgrammingSupPort)

STEPSは,日 本 電気 ㈱ が 開発 した,体 系系 化 され た シス テ ム開

発 標 準 化 ツ ール で あ る。

シス テ ム開 発 お よび,開 発 され た シス テ ムの運 用 ・保 守 を安 易 にか

つ 効 率 よ くす る こ とに よ り,シ ス テ ム ライ フサ イ クル を通 して トー タ

ル コス トミニマ ム を実 現 す るた め,

① シ ス テ ム開発 の 作 業 手 順 の 標 準 化

② 開 発 作 業結 果 と して作 成 され る ワー ク ドキ ュメ ン トの標 準 化

③ 開発 作 業 で 出 力 され る ドキ ュ メ ン トの標 準 化

④ プ ロ グ ラム開 発 時 の 仕様 作 成 の標 準 化

⑤ プ ログ ラ ム開 発 時 の コー デ ィ ン作 成の 標準 化

を 目的 と して い る。

(7)HIPACE-SPDS(HighProductiveApplication

CreationandEngineeri㎎ －StandardProceduretoDevelop

System)

HIPACE-SPDSは 日立 製作 所 が 開発 した,シ ス テ ムの 計画,

設 計 ・開発 作 業 お よび これ らの 管理 に 関す る 標準 手 順 で あ る。

① シ ステ ム開発 の 工 程 に沿 った 手順

② プ ロジ ェ ク ト管 理 手 順

③ シス テ ム管 理手 順

か ら構 成 され て い る。

(8)SDEM(SoftwareDevelopmentEngineeringMethodology)

SDEMは,富 士 通 が 開 発 した ソ フ トウ ェアの 開発 及 び プ ロジ ェク

ト管 理 の ため の 開発 作業 標準 で あ る。
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① シス テ ム環 境(運 用,移 行,ハ ー ドウ ェア,設 備障 害 対策)

② シス テ ム開発(入 出 力,業 務 処理,フ ァイ ル,テ ス ト)

③ 管 理(技 術 管理,教 育,訓 練,プ ロジ ェ ク ト管 理)

の3つ 局 面 に て 実施 す べ き作 業 の標準 を設定 してい る。

(9)PRIDE(ProfitableInformationbyDesighthro㎎h

PhasedPlanningandControl)

PRIDEは,ア メ リカのMBA社 が 開発 し,日 本 シス テ ミッ クス

が 販 売,サ ポ ー トして い る情 報 シス テ ムの 方法 論 で あ る。

①

②

③

④

⑤

シ ステ ム構 造 化設 計 技 法

デ ー タ管 理 技 法

プ ロジ ェ ク ト管理 技 法

ドキ ュメ ンテ ーシ ョ ン技 法

コ ミュニ ケ ー シ ョン技 法

とい った プ ロジ ェ ク ト管 理 の技 法 を と り込 ん で い る。

⑩PMP(ProjectManagementProgram)

PMPは,協 同 シス テ ム開 発 ㈱ の 委 託 を受 け,メ ル コム ・オ キ タ ッ

クシス テ ム ズが 開発 した ソフ トウ ェ ア開発 プ ロジ ェ ク ト向け の工 程 管

理 支援 ツール で あ る。

① 基 本 処理(全 体 管 理,ネ ッ トワ ー ク,時 間分 析,フ ァ イル管 理)

② 資 源 割 当処 理(人 員,コ ン ピ ュー タ費 用)

③ ネ ッ トワー ク準 備 処 理

④ 費 用 評 価処 理

の4つ の 機能 を 有 して い る。

趾PCMP(ProjectCostManagementProgram)

PCMPは,情 報 処 理 振 興 事 業協 会 の委託 を受 け,日 本 電 子 開発 株

式 会 社 が 開発 した 原価 管 理 を中心 とす る プ ロジ ェ ク トの 計画 ・管理 の

ツ ールで ある。
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プ ロジェ ク トの原価管理 を原価 計算機能,見 積 り支援機 能,要 員管

理支援機 能 と して とらえ,こ れ を プロジェ ク ト群管理,階 層管理,多

次元管理 の考 え方か ら総 合的 に管理 している。

4.2.5利 用の実態 と効果

技法 ・手法お よび ツールにつ いて,紹 介 したが,こ れ らのものが実際

の システム開発計画立案部 門において,ど れ だけ利用 されているかを ア

ンケー ト調査な どか ら明 らかに し,内 容について分析 してみ た。

(1)技 法 ・手法

ア ンケー ト結果 か ら特徴的 な こ とを挙げ てみる と,2.4(3)項,図2

・7で も述べている ように,知 名度や使用 経験が以外 と低 いことであ

る。

PERTや ガン ト・チャー トは,良 く知 られてお り,利 用度 も高い

結果が出 ているが,他 は予想 外に低 い知 名度 と使用度であ った。

この ことは,技 法 ・手法 とい った ものが,文 献 などで,名 称や概要

を知 っていた と して も,直 ちに活用で きた り,試 行的 に使 ってみ る こ

とに結びつかない とも云 えるのではないだろ うか。

一方 ,PERTや ガン ト・チ ャー トが高い値 を示 していた ことは,

これ らが持 っている表記方式 が有名かつ秀れ ているためではないだろ

うか。計画段 階での作業過程や作 業の結果 を表現す るためにだけ利用

されて いるケース も含 まれてい る と思われ る。

や は り,使 ってみれば,例 えそれが部分 的,局 所的であ った として

も,そ れ な りの効果 が期待 で きるのであ る。

知 る機会,使 う機会 がな く,ま た必要性 も感 じないため,技 法 ・手

法 の知名度や利用度が低 いので あれば,計 画立案担 当者の意識や努力

が低 いか,も しくは,ま だ効果的 な技法 ・手法 が現われていないので

あろ うか。
「
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ア ンケ ー ト調 査 の なか で,シ ス テ ム開 発 で の失 敗 の 原 因 をた ず ね た

とこ ろ(2.5.2項),回 答 で 一 番 多か った の が,要 求 分析 段 階 で の 不

都 合 で あ った 。 また,作 業 工 程 の 無理 や 遅 れ が 原 因 して い た とい う反

省 も何 件 か あ った 。

要 求 分 析 や 開 発 計 画段 階 で の ミスや 問 題 の 放 置 は,シ 入 テ ム開発 に

決 定 的 な 影 響 を 及ぼ す こ とが あ る。 技 法 ・手 法 の活 用 が,こ れ らの 失

敗 を 起 こ さな い た め の助 け とな る はず で あ り,ま ず 試 行 的 にで も使 っ

て み る こ とを推 め た い。

(2)ツ ール

ツ ール につ い て の ア ンケ ー ト調査 の 内容 は,使 用 経 験 に つ い てたず

ね て い る。

こ の結 果 は,4.2(4)項,図2・8に て報 告 して い るが,510/・ とい

う半 数 以 上 の ところ で何 らか の ツ ール を使 って い る との こ とで あ った 。

そ の な か で も,特 に高 い使 用 度 を示 して いた の が,PERTで あ っ

た。

PERTに つ い て は,技 法 ・手 法 で も同様 で あ った が,高 い 知名 度

と使 用度 が特 徴 で あ った。

また,他 の ツ ールで は,メ ー カが提供 して い る もの が 比 較 的 高 い使

用度 を示 して い た。 これ は,導 入 して い る コ ン ピ ュー タの メ ー カとの

関 連 が強 くな って しま うか らで あ ろ う。

各 ユ ーザ,メ ー カ と して は,年 々の ソ フ トウ ェア関 連 費 用 の増 大化

に 対処 す べ く,ソ フ トウ ェ ア開発 の全 工 程 に渡 って,標 準 化や 自動化,

ま た 品質 の向 上 の た めの ツ ール を開発 した り,規 定 を設 け るこ とに大

変 力 を入 れ て き て い る。

コ ン ピ ュ ータ ・シス テ ム も,ハ ー ドウ ェア の性 能 や,提 供 ソ フ トウ

ェア の 内容 を競 う段 階 か ら,利 用 者側 の ソフ トウ ェ ア開発 ・保 守 のた

め の支 援 ツ ールや,ノ ウハ ウに関 して も重 要 視 され て き て い る。
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個 々の ツール につ いては,入 力や出力仕様 に規約があ った り,効 果

につ いても定量的に 出す ことが難か し く,自 か ら進んで利用 しず らい

面があ る。

最初か ら無理 してで も具体的効果を出そ うとは思わず,一 部分(例

えば,帳 票形 式の利用,作 業工程の分け方,計 画/実 績 データの収集

な ど)だ けで も試行 すべ きで ある。,

部分的な利用 で も,相 応 の効果がある と思われ るか らであ り,さ ら

に一歩進 んだ使 い方へ の布石にな るか らで ある。

4.5見 積 方法

4.5.1見 積方法の概要

ソフ トウェア開発 計画立案の もとになるものが見積 作業で ある。 その

見積の確か さによ って実施可能な計画になるか否か,ひ いては,最 終成

果物であ る ソフ トウェア ・システムの品質に も影響 をお よぼすので重要

な作業であ るが,な か なか正確に見積れないのが現 実である。

ここでは,見 積方 法の概要 と して,見 積の対象 となる事項 を挙げ,そ

れぞれについて どのよ うな見積方法があ るか,及 び見積 の手順等を述べ

る。

(引 開発段階における見積 方法

① 開発規模

前章で行 なわれた要求定義,分 析及び システム分析 の結果 をもと

に して,開 発す る ソフ トウェア ・システムの開発 規模を推定す る。

数値化す る単位 としては次 の ものがある。

・プ ログラム ・ステ ップ数

。プログラム本数

開発規模の見積方法 としては,下 記の ものが挙げ られ よ う。

④ 機 能分割 によ り積上げ る方法
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●

この見 積 方 法 は,開 発 す べ き,ソ フ トウェ ア全 体 を機 能別 に分

割 し,分 割 した単 位 ご とに見積 る もの で あ る。 分 割す る単位 は,

サ ブ シ ステ ム,プ ログ ラ ム,モ ジ ュ ール と詳 細 にす れ ばす る程 正

確 さは増 す が,シ ス テ ム設計 の 一 部 を行 な うこ と と同 じにな り,

時 間 が か か る。

又,機 能 を分 割 す る際,処 理 フ ローや 関 連 図 等 を作 成す る とよ

り見積 り し易 くな る。

次 に,機 能分 割 され た もの に対 して,例 に示 す よ うな処 理 パ タ

ー ンご との 基 準値 か ら見 積 るの も一 つ の方 法 で ある。

処理パター ン 基 準 値 ボ リ ュ ー ム の 算 出

オ
エ ン トリ 20/人 日 項 目数 ×20ス テップ

ン

ラ
会 話 40/人 日 項目数 ×40ス テ ップ

イ 照 会 10/人 日 項目数 ×10ス テップ
ン

:

帳 票 10/人 日 項 目数 ×10ス テ ップ

ノく

チ ェ ッ ク 20/人 日 項 目数 ×20ス テップ

ツ

転 送 15/人 日 項目数 ×15ス テップ
チ

集 計 15/入 日 項 目数 ×15ス テップ

…

(出 典(社)ソ フ トウェア産業振興協会

58年 度技術研修資料 「プロジ ェク ト管理 」より)

プロジェク ト完了時には,こ の見積 りと実 績を比較 し,処 理パ

ター ンと基準値 の設定 を見 直すこ とが必要であ る。

◎ 既存 の類 似 システムか ら推測す る方法

この方 法は,完 了 した プロジェク トの実績 ステ ップ数 などを技

術分 野,業 種,業 務内容な どによ り分類 して蓄積 してお き,そ の

蓄積 データを参考に して推測 し,こ れ に安全率 を掛 けて見積 もの

であ る。
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この方法 は,上 記の方法 に比べ見積 りに時 間がかか らない。

◎ 過去の経験 とカ ンか ら見積 る方法

この方法は,文 字 通 り,人 の経験 とカ ンに よ って見積 るもので,

見積 る人に よ って差 が大 き くなるが,見 積 る時間は速 い,有 能な

人が見積 った場 合には,以 外 と正確 なこともあ りうるが,見 積根

拠 は薄 い。

② 開発工数

⑦ 開発す る ソフ トウェア ・システムの難 しさ,複 雑 さ等を勘案 し

て生産性 の基 準を設定す る。

単位 としては,次 の ものが ある。

ステ ップ数/人 月(又 は人 日)

プ ログラム本数/人 月(又 は人 日)

この際,工 程毎に基準 を設定す るこ とが必要で ある1

◎ 開発規模 と上記で設定 した生産性 の基準 よ り開発工数 を算 出す

る。

次 にその一例 を示す。

開発規模
オ ンライ ン50Kス テ ップ

100Kス テ ッ プ{

バ ッチ50Kス テ ッ プ

工 程 工 数

ス テ ップ

基本設計 100,000/5,000ス テ ップ/人 月 20人 月

詳細設計 100,000/2,500 40

プログ ラム設計 100,000/2,000 50

プ ログ ラム作成 オ ンライン 50,000/1,000 50

バ ッ チ 50,000/1,250 40

(鹸 ㈲ ソフ・ウ・ア産耕 鋤 会1合 言+ 200人 月

58年 度 技術研修資料 「プロジェク ト管理」よ り)

③ 開発期間

上 記で算 出 した工程毎の工数 よ り配 置で きる要員 の数や,割 当 ら
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れ る機能 の数等を勘案 して,工 程毎の開発期間を計算 し,そ れを合

計 して工期を算出す る。

希望納期が決 っている場合 には,こ の時点で,両 者 の調整 を計る。

④ 設備使用時間

④ プログラムの デバ ッグ工程及びテス ト工程 に対 して,生 産性 の

基準 を設定す る。

単位 としては,次 の ものが ある。

ステ ップ数/人 月

プログラム本数/人 月

生産性 の基準 値は,既 存の完了 プロジェク トの実績値か ら,開

発す る ソフ トウェアの種類,規 模毎に標準的 な値 を求 めておき,

今回開発す る ソフ トウェア ・システムの難 しさや,複 雑 さ等を勘

案 して設定す る。

◎ 開発規模 と上 記の生産性の基準 よ り,設 備使用 時間を算出す る。

⑤ 費用

最後に,上 記各項 の結果か ら総費用を見積 る。

見積 る費用項 目と しては下記の ものを挙げ ることがで きよう。

。人 件費

直接人件費

外注費

アルバ イ ト費 、

。設備使用費

。その他直接費

パ ンチ代(プ ログラム,テ ス トデータ等)

コピー代(マ ニアル,各 種仕様書)

印刷費

交通,通 信費
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。管理費

④ 人件費

上記 ② で求めた工程 毎の開発工数 の うち,社 内の要員で行な

う部分,外 注に出す部分 及び,ア ルバイ トで済 む部分等 に分 け,

社 内の要員で行な う部分 については,人 件費 ランク別 に工数 を分

け て,そ れぞれに ランク単価 を掛けて集計 し,直 接人件費 を算 出

す る。

外注 に出す部分は,外 注に出す工数 に標準外注費単価を掛 けて

外注費 を算 出する。

アルバイ トの部分 も,工 数 にアルバイ ト費 の標準単価を掛けて

アルバ イ ト費を算出す る。

これ らを全 て集計 して人件費を算出す る。

◎ 設 備使用費

設備使用費は,上 記④)で 求 めた設備使用時間に単価 を掛けて

算 出す る。

使用す る設備 が数種類 ある場合 には,そ れぞれ に費用を算出 し

たの ち,集 計す る。

6パ ンチ代

パ ンチ代の うち,プ ログラムの分は,上 記①)で 求めた開発規

模 に一定 の比率 を掛 けて数 量 を算出 し,そ れ に単価 を掛 けてパ ン

チ代 を計算す る。

一定 の比率 とは ,単 体 デバ ッグ用の ダミーメイ ン ・プログラム

等,使 い捨て プPグ ラムや,JCL等 を見込んだ ものである。

ただ し,開 発規模を プログラム本数で見積 ってい る場合には,

平均 ステ ップ数を想定 した上 で,ス テ ップ数 に変換す る。

テス トデータの分は,単 体 デバ ック用のテス トデ ータと総合 テ
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ス ト用 のデー タに分け,単 体 デバ ック用の データ数は,過 去の実

績か ら例 えば,20ス テ ップに1デ ータとい う基準値か ら算出す

る。

、総合 テス ト用の データは,そ の対象 になる業務 内容 に依存する

ので,業 務 内容か ら見積 る必要がある。

最後 にこれ らを集計 して総 パ ンチ代 を算 出す る。

⇔ コピー代

作成す る ドキ ュメ ン ト類の コピー費用を見積 るのが 目的で,こ

れ ももとにな るのは開発規模であ る。何 ステ ップに1ペ ージ書 く

か とい う基 準 を,各 ドキ ュメ ン ト毎に過去 の実績値か ら算出 して

お き,各 ドキ ュメ ン トについて,開 発規模 とこの基準か ら作成ペ

ージ数 を計算 して
,そ れ に配 布必要部数及び単価 を掛けて コピー

費用を算出す る。

㊧ 印刷費

ユーザ ーズマニアル等 を印刷す る場 合には,上 記で算出 したペ

ージ数を業者 に提供 して見積 書を取 ってお くと良い。

◎ 交通 ・通信 費

ユーザ ーや,開 発用 コンピュータが遠方 にある場合には,大 雑

把 にで も,往 復 す る回数や通 信回数 を見積 って費用 を算出 してお

くと良い。

又,そ の他の費用 とい っし ょに して,過 去 の実績 か ら,例 えば

人件費に一定 の比率 を掛 けて算 出す ることも簡便な方法である。

㊦ 管理費

上記を全て合計 して直接費を求め,そ れ に,過 去の実績か ら求

めた管理費 比率をか けて,管 理 費を算出す る。

以上を全 て集計 して総費用を算出す る。

φ
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(2)運 用段 階における見積方法

運用 段階 に対す る見積には下記 のものを挙げ ることがで きよ う。

① 入力 データの作 成費

日々の入 力 デー タ量 を推定 し,そ の量 か ら,人 件費及び,カ ー ド

パ ンチをす る場合 にはパ ンチ代 を計算す る。

対象 になる業務 内容に より,時 間が経過す るにつれて,デ ータ量

が増加す るよ うな場合には,そ の増加率 を想定 し,半 年後,1年 後,

2年 後等の費用 を算出 してお くこ とも重要で ある。

② 出力資料 の作成費

日次,月 次,年 次それぞれ につ いて出力資料 を列挙 し,そ の出力

ペ ージ数を推定 して,そ れぞれの配布先数 を掛 け,コ ピー費用を算

出す る。

報告書 と して,製 本す る場合 な どは,そ の費用 も見込 んでお く。

これ も,1年 後,2年 後の費用 を計算 してお くと良い。

③ 設備使用費及び運用担当者の人件費

運用計画 よ り日次,月 次,年 次の処理量 を推定 して,そ れぞれの

コンピュータ時間を計算 し,単 価 を掛け て設備使用費を算 出す る。

次に処理量か ら,運 用担 当者 の必要作業時間又は 日数 を推定 し,

人件費単価 を掛けて運用担当者の人件費 を算 出する。
⑱

④ その他消耗品費

入力 にな る伝 票や プ リンターシー ト等の費用 を算出す る。

印刷が必要 な場 合には,業 者 か らの見積書 を取 って,一 枚単価に

直 した のち,消 費量を掛 けて費用を算 出す る。

以上 を合計 した ものが運用段階における費用 になるが,期 間の単

位 を明確 に してお くことが大切で,月 間 の費用,年 間 の費用を求め,

かつ,数 年先 までの費用 を算 出 してお くと良い。
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4.5.2見 積基準

見積における基準値 には多々あるが,ほ とん ど過去の実績値 に依存す

ることが多 いので,完 了 した開発 プロジェ ク トの実績値 をたんねんに蓄

積 することが大切で ある。

以下,主 な見積基準値の入手方法,条 件等について 述べ る。

ω 開発規模を機能分割 によ り見積 る場合の基準値

要求分析,シ ステム分析 の結果 を元 にサ ブシステム,プ ログラム,

モジ ュール等 に分割 して,そ れぞれ を見積 る場合の基準値 を求め るに

は,ま ず,過 去の完 了プ ロジェ ク トを事務処理,科 学技術計算,プ ロ

セス制御 関係等 に分類す る。

① 事務処理 につ いては,次 に オ ンライ ン処理 とバ ッチ処理 とに分 け,

それ ぞれ につ いて,下 記の例 のよ うな構 成要素 に分解 して,ス テ ッ

プ数(定 義文,実 行文,コ メ ン ト文),フ ァイルの数,扱 っている

データ項 目数等,相 関関係のあ りそ うなデータを抽 出する。

事務処理における構成要素 の例

。データ エ ン トリー

。アータ チ ェ ック

。照会

。帳表 出力

。ファイル更新

次に,上 記の構成要素毎 に多 くの事例の データを収集 し,そ の平

均値や分散,相 関関係等 を蓄積す る。

個 々の データには,処 理 の概要等 をつけておけば,類 似 のデータ

を見 つけ易 くなる。

② 技術 計算及び,プ ロセス制御関係 も手順は同様であるが,事 務処

理のよ うには パ ター ン化が容易ではないので,構 成要素の分類や抽

出す るデータの種類等は工夫が必要であろ う。
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(2)開 発 工 数 算 出 のた め の生産 性 基 準 値

これ も,過 去 の完 了 プ ロジ ェ ク トの実 績 値 か ら求 め る。

まず,事 務 処理,科 学 技術 計 算,プ ロセ ス制 御 関係 等 に 大別 し,次

に,総 開 発 ス テ ップ数 を工 程 毎 の 実 工数 で 割 って 生産 性 を算 出 し,総

ステ ップ数,対 象 業 務の 概 要,工 期,開 発 言 語 ・コ ンピュ ータ ー,担

当者 の氏 名,経 験 年 数 等 を付 して,蓄 積 す る と 良い。

蓄積 され た 結 果か ら,各 工 程 の 平均 値,分 散,開 発 規 模 との 相 関,

工 程 間の 相 関 等 も付随 した情 報 毎 に算 出 して見 積 に 利用 す る。

(3)ド キ ュ メ ン トの ペ ー ジ数

前 記 と同様,事 務 処 理,科 学 技 術 計 算,プ ロセ ス制 御 関 係等 に大 別

し,各 ドキ ュメ ン ト毎 に,開 発 総 ス テ ップ数 を ドキ ュ メ ン トの ペ ー ジ

数 で 割 って算 出 し,種 々の 付随 情 報 を付 け て 蓄積 す る。

特 に,そ れ ぞ れ の ドキ ュメ ン トの質 を評 価 して ラ ン ク付 け してお く

と良 い。

4.ろ.5見 積 の実 態

ア ンケ ー ト調 査 結果 等 か ら,見 積 の 実 状 につ いて,い くつ か の 側 面 よ

り述べ る。

(1)工 数等 の見 積 基準 値 を持 って い る ユ ーザ ー

2.4(5)の 表2.9で 示 した よ うに,開 発 計 画 の 立 案時 に工 数 等 の 見 積

基 準 を持 って い るか 否 か を問 うた と ころ,持 って い る66件(57.9

%),持 ってい ない48件(42.1%)と い うこ とで あ った。

この結 果 を見 る限 り,見 積 基 準 値 を整備 して い るユ ーザ ーの 方 が 多

い もの の,今 だ に見積 基 準値 もな い ま ま,勘 に た よ って い る とい うユ

ーザ ーが40%以 上 もあ る こ とが わか る。
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(2}複 数 の見積 基 準 値 を持 って い る ユ ーザ ー

2.4(5)の 表2.10で 示 した よ うに 開発 す る ソフ トウ ェアの種 類 に よ

って 見積 基 準 値 を変 えてい るか,否 か につ い て は 変 えて い る44件

(66.7%),変 えてい ない22件(33.39e)と い うこ とであ った 。

この 結果 を 見 る限 り,為 は変 えて お り,比 較 的 多 くの ユ ーザ ーが

見 積 基 準 値 の 整 備 を行 な って い る よ うに思 わ れ る。 しか し,回 答者 全

体(114件)の 比 率 を見 る と44/114->e100=380/・ とま だ まだ少

数 派 で あ る こ とが わか る。

(3)見 積 の際,最 も重 要 視 して いる事 項

工 数 等 の 見積 の際 最 も重 要 視 して い る 事項 につ い ては 図4.5に 示 す

結 果 と な ってい る。

項 目 1.0 2P 3P

シス テ ムの 規 模

シス テ ムの 難 易 度

バッチ場ンラインの区別

シス テ ムの 複 雑 度

処 理 内 容

ユ ー ザ の 緊 急 度

費 用 対 効 果

開 発要 員 の レベ ル

シス テ ムの 新規 性

開 発 言 語

そ の 他

129.8

119.8

113.9

lg.7

18.0

16.8

14 .2

13.7

12.8

コ0.9

コ0.5

図4・5見 積の際最も重要視 して いる事項
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この結果 を見 る限 りにおいては,シ ステムの規模 と答 えた ものが一

番多い。 シス テムの規模 は,見 積の基本になるところであ り,こ の誤

差が,後 々の開発 計画の作 成や実施に大 き く影響 して くることを考 え

る と,妥 当な結果 と考 えられ る。

又,次 にシステムの難 易度,バ ッチ/オ ンライ ンの別,シ ステムの

複雑度,処 理内容 と続 いているが,見 積時点での不確実性 を如実に物

語 るものであろ うことが うかがわれて興味深い。

一方 ,開 発言語 な どは,一 番問題のない部類 に属 し,今 では開発経

験 を積み,色 々な問題 が解決 された状態にあることが うかがわれ る。

(4)工 程別,工 数,及 び 期間配分

ここで は,ア ンケー ト結 果に基づいて ソフ トウ ェアを,事 務処理 と

科学技術計算お よび プロセス制御関係に分 け,そ れぞれ について,各

工程毎の工数 比および期 間比の平均値 を グラフ化 したもので ある。

{1
25

・L手 交術

計算

プロセス制御

図4・6工 数に関す る配分

20

15

10

事務処理

・科学技術

纈

プ0セ ス制御

図4・7期 間 に関す る配分
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これ らの図を見 る限 りでは,事 務処理 は,開 発工程の後半 に工数 も

期間 もかか って いることが うかが え,一 方,科 学 技術計算お よび プロ

`セス制御関 係は
,前 半 の設計段階に重点がお かれてい ることがわかる。

4.4開 発計 画の作成か ら承認 まで

開発計画 を立案 し,計 画書 と してまとめて発表す る迄の手順,そ の内容 を

審議 し承認す る機 関,そ して方針 が決 った後 に計画を実施に移すための体制

とい ったことが,企 業や官公庁 などで具体的 にどの よ うに行われ ているか に

ついて述べ る。

実際 に,開 発 計画を作 成 し承認 されるまでの作 業体制 は,チ ーム編成 して

大がか りに行 う場合 か ら個人 レベルで全 ての計画を立てるケースまで,対 象

システムや組織 によ って異 な り,最 適イメージを提示す るこ とが大変難か し

い 。

ここでは,よ りわか りや す くす るため具体的 な内容によ って説明す る。

4.4.1手 続 き

システムの開発作業 における初期段階の計画立案か ら,計 画案が承認

され実行段階 に入 るまでの手順 につ いて述べ る。

(1)初 期検討段階(企 画 グルー プ等)

初期段 階の開発 計 画は,企 画 グル ープ(担 当 グル ープの ものが行 う

こ ともあ る。)か ら,下 記項 目を整理 し,ま とめた結果 を提案 と して

出 され る。

① ニーズの確認

② ユ ーザ窓 口の確認

③ シス テム化 要求の概要

④ 必 要 とする各種資源

⑤ メ リッ ト
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⑥ おおまかな線表(時 期)

⑦ 担当 グル ープの選定

この内容を コンピュータ部門 内の審議会 にはか る。 その結果に基

づ き コンピュータ部 門の長 によ り承認 され ると,選 定 された担当グ

ル ープでは基本構想 の構築に入 る。

(2)基 本検討段 階(担 当 グループ等)

基本構 想 または,基 本 計画概要 の作成を行 う。

内容的 には,可 能 な限 り前段階 としての検討項 目の詰め を行 う。特

に下記項 目については重点的に行 う。

① 必要 とす る各種資源

② メ リッ ト

③ 時期

この結果 を再 び審議会で検討す る。 そ して,審 議 に基づ き コンピュ

ータ部門の長は ,こ の計画 をプロジェ ク トとして実施す ることの決定

をこの段 階で下す。

(3)基 本計画段階(担 当 グループ等)

あ らか じめ定め られている様式 にそ った基本計画書を作 成す る。

その主 な項 目を挙げ る。

① システム開発 に当 っての経緯

② システム化 の対象

③ 他 システム との 関連

④ システ ム概要(処 理の概要,シ ス テム構成等)

⑤ 運用(運 用手順,リ ソース,運 用費用等)

⑥ 開発 スケ ジ ュール と費用計算

出来上が った基 本計画書 に対す る審議 を行 い,シ ステムの内容 と必

要 リソースの最終決定 が下 され る と実行段階 に入 る。

(4)実 行段 階(担 当グル ープ,コ ンピュータ室等)
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`

基本計画が承認 された ことによ り,プ ロジュ ク トの編 成を,担 当 グ

ル ープとコンピュータ室 とで行い,シ ステム設 計か ら本番運用へ と本

格的な開発作業 に入 って い く。

(5}ま とめ

本事例 の場合 では,コ ンピュータ部門で各作業段階の メ ンバ を構成

してお り,ユ ーザ部門が参加す ることはあま りない よ うである。理由

は,経 験 ・知識 の点で ギャ ップがあるこ と。 また,連 絡 を密 にすれば

メ ンバで な くても不便は ない とのことである。ただ し,複 数の ユーザ

部門にまたが る場合 にはや は り,調 整等に時間がかか っているよ うで

あ る。

計画の承認 も コンピュータ部門の各セ クシ ョンが集 ま った部会 での

審議で評価 され,コ ンピュータ部門の長が行 ってお り,こ の組織が体

制 ・スキルとも十分 力を持 っているか らと思われ る。

特 に,最 近の傾向 として,新 規開発 計画は少な く,メ ンテナ ンス

(機 能追加,改 造等)的 な計画が多 くな ってい る点 は注 目したい。

また,基 本計画段階で計算 された数 値(各 種の数量 と費用)と その

実績値を決 められた様式で記録 しているこ とは大 変重要 なこ とである。

計画値 と実績値の対比分 析 と蓄積に よ り,各 種作業段階 の評価や,

別の開発 計画への活用がはかれるか らである。

4.4.2計 画 作 成者 と承 認 者 の 関係

コ ンピ ュ ータ部 門 内 に企 画 か ら分析 設 計 ・製 造 そ して 運用 まで で さ る

部 門 が 存在 して い る場 合 は 強 力 な 主導性 を発 揮 す る こ とが で き,ま た開

発 作 成 もス ム ー ズ に編 成 され て い る よ うで あ る。

一 般 的 に は ,プ ロジ ェ ク トが 混 成 チ ー ムで編 成 され る こ とや,承 認 者

が不 明確iであ った りす る こ とが 多 くあ る。 しか も,顧 客 や エ ン ドユ ーザ

とい った 利 用者 部 門 との関 係で も,シ ス テ ムの内 容 とは 直接 関 係が な さ
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そ うにみ え る作 業 や機 能 を 要求 して き た とき に,適 確 に対 応 で きる業 務

知 識 や 豊 富 な経 験 が不 足 しが ちで あ る。

好 ま しい作 業 環 境 作 りとい った こ とが らにつ い て も,計 画 作 成段 階 で

考 慮 して お きた い点 で あ る。

ア ンケ ー ト調 査 で は,開 発 計 画 を承 認 す る人 は誰 で あ るか を問 い,そ

の開発 要 求 が ど こか ら出 され た のか を対 応 させ て 調査 して み た。 結 果 は,

2.4(2}項,図2-6に て述 べ て い る。

開発 計 画 立 案 の承 認 者 と しては,コ ン ピ ュ ータ部 門の 長 が一 番 多 く,

次 いで トップ,ユ ーザ部 門 の長 と続 いて い るが,コ ンピ ュー タ部門 の長

に よる承 認 の ほ うが ユ ーザ 部 門 の長 に よ る承 認 よ りも多 い とい うこ とは,

強 力 な コン ピ ュ ータ部 門 を持 ってい る と ころ が 多 い か,も しくは,開 発

作業 の 中心 は,や は り輌 コ ンピ ュー タ部 門 が 責 任 を も って行 うべ きで あ

る との考 えが 強 く存 在 して い るた め と思 われ る。

シス テ ム 化 の 要 求は どこの 部門 か ら出 され る こ とが多 いか を調 査 した

結果 が,2.2(1)項,表2-3に あ る。 結 果 と して は,ユ ーザ 部 門か らの

要 求 が93.9%を 占 め圧 倒 的 であ った。 そ の 要 求 に対 す る開発 計画 の ほ

うの承 認 者 が コ ンピ ュ ータ部門 の 長 であ った場 合,結 論 に対 して,ユ ー

ザ部 門 か らの ク レームが 出 るこ とも考 え られ るわ け で,開 発 計 画立 案 作

業 の責 任 者,担 当者 は,高 い業 務 知 識 と,方 針 を 持 ち,説 得 力 のあ る計

画 を作 る必 要 が あ る。

●

4.5外 注 の 活 用

最 近 のOAブ ー ムに 代表 され る よ うに,コ ン ピ ュー タの 目覚 しい 普及 は,

一 方 で コン ピュ ー タ部 門 の強 化 の必 要性 が 高 ま り,コ ソ ピュ[タ 要 員 の不 足

に拍 車 をか け て い る。

しか し,限 られ た 予 算 や要 員 の 高 齢化,さ らには ス キル の 不足 な どが影 響

して,実 際 には この 要 求 に十 分 応 じきれ て な い状 況 で あ る。
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そのよ うな状態 を補 な うための方策 として,外 部の専門業者 を利用す る場

合 がある。

外部か らの助 けや外部への委託 によ って処理 されている部分は,年 々増加

してきてお り,今 後 も質 的な変 動は あ った としても増 えつづけ るこ とは確 か

で あろ う。

このよ うな状況か ら効率 の良い外注の利用法について考 えてみた。

4.5.1外 注利 用の目的 ・判断基準

外注 を必要 とす る理由 としては,ア ンケー ト調査結果か らみる と,工

程や工数 の不足や要員 不足,ま た スキル ・経験 の不足に よるところが多

いよ うであ る。

また,外 注す る作業工程が,あ らか じめ決 まってい るところ も割 り合

い多 くみ うけ られ ている。特 に労働力集約型 の作業や,作 業 自体が独立

していて,行 いやす い部分 に多いよ うである。

今回の ア ンケー トでは,ラ イ フサ イ クルの各項 日毎や,作 業 内容別で

はな く,全 体 としての外注 を利用す る場合の理由を調査 している。

仮に,細 か く調査 した と して も,同 じ理由が 挙げ られ たで あろ うが,

傾向については差が 出たのではないだろ うか。

例 えば,ス キル不足のため外注 を利用す るケースは,シ ろテム分析,

設計段階 での理 由 として多い と思われ る。

また,外 注す る工程 をあ らか じめ決めている場合 としては,プ ログラ

ミング ・オペ レーシ ョン ・データエ ン トリ作業段階 で多 くなる。

要員 不足や ピー ク時の対策 として,外 注 を利用す るケ ースは,作 業段

階や内容 によ って も差はな く,全 般的にみ て も高い値 になろ う。

外注利用 にお いては,あ らか じめ計画段階で決ま っている場合 と,期

日に遅れ るなどの問題が予測 され,間 際にな って外注利用が決 まるケー

スがある。特 に,後 者の場 合は,外 注先 の選択が十分で な く,ま た発 注
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条件 も無理 な内容 が多 くな る傾 向にあ るため,そ のよ うな事態にな らぬ

よ うに十分 な外注利用計画をたてる必要 がある。

外注計画をたてて,余 裕 の もった発注 を行 うことは,発 注元 と発注先

の双方に とって,高 いメ リッ トがある。

① 適任 者を割 り当て られ る。

② 質 の良い仕事 が期待で きる。

③ 融通性 がよ り高 くな る。

また,あ らか じめ決 ま った工程や作業内容を外注 して いる場合で も,

以下のよ うな メ リッ トがあ る。

① 事情 の判 っている,気 心 の知れた会社,担 当者 を確保 しやす い。

② 外 注管理 のための ノウハ ウが得 られ,よ り効率的 な発注が行える。

③ 発注 先の経営安定化 に寄与す る。

④ 不測 の事態 が発生 して も,対 応が しやす い。

⑤ 外注先 の スキルが向上す る。

4.5.2外 注 を利 用す る段 階

シ ステ ム開発 段 階 か ら,計 算 業 務 自体 を委 託 す るま で,様 々な作 業 が

委 託 され て い るが,そ れ らは 下 記 の よ うに分 け る こ とが で き る。

① シ ス テ ム分 析 ・設 計段 階

② プ ログ ラ ム製 造段 階

③ オペ レー シ ョン

④ 入 力 デ ー タ作 成(デ ー タエ ン トリ)

⑤ コ ン ピ ュ ー タ処 理(委 託 計 算)

これ らの作 業 段 階 で,ど の よ うに外 注利 用 が行 われ るか を調べ て み た。

(1}シ ス テ ム分 析 ・設 計 段 階

この 段 階 の委 託 の形 態 には,コ ン ピ ュ ータ処 理 迄 を前 提 と した シ ス

テ ム分 析 設 計作 業 を 委託 す る場 合 と,コ ン ピ ュ ータ利 用 に と らわれ ず,
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●

事務 改善 や事務の合理 化を 目指 した コンサルテーシ ョンを委託す る場

合があ る。

前者 は,要 員不足 とスキル不足か ら利用す る場合が多 い。

また,後 者 では,外 部に委託す ること自体が客観性 や独立性 を持 っ

て作業 に当れるため,効 果 を上げ ることにつながる一面 も持 ってい る。

システ ム分析 ・設計段 階を外部委託す る場合,出 す側 にと って注意

しなければ ならないことは,外 注者のスキルが高 くなるため,コ ス ト

が高 くつ くこと,ま た コ ミュニケーシ ョン不足や,要 求変更,仕 様変

更が発生 した ときの対応を事前 に検討 し,後 から融通性 がなか ったな

どの 不満が生 じないよ うにす る。 そのために も,発 注元に担 当者が窓

口を設定 し,共 同作業体制やきめ細かな外注 管理体制を敷 くことが重

要 である。

特に,仕 様変更はある程度避 け られ ないので,あ らか じめそれを予

測 した弾 力性 のあ る設 計要求 を出すべきであ る。

要員不足,ス キル不足が委託理由の上位 を占めているよ うに,シ ス

テム分析,設 計能 力をもった人材の育成は時 間がかか り,制 約 も多 い

のが一 般的である。今後 も,こ の段階の委託 は増 えてい くと思われる。

一方 ,機 密保護や,融 通性に乏 しいのは困る として,外 注 していな

い ところ も多 く,他 の作業段 階 と比較す ると,外 注利用率は最 も低い。

(2)プ ログラム製造段 階

プ ログラムの作成は,外 注す ることに決 めているケースも割 り合い

多 くみ うけ られ る。

外注 を利用す る理 由としては,要 員不足や作業期間が厳 しく期限に

間に合わ ない場 合な どが多い。

(3)オ ペ レーシ ョン

コンピュータ能力の向上や,シ ステム開発が増 えて いるこ とによ り,

システム分析 ・設計や プログラム作成だけでな く,コ ンピュータや端

一181一



末機 のオペ レータ要員 について も不足 や労働条件 の悪化が進 んで きて

いる。

一般に,要 員の増 加は,企 業 に とって厳 しく制限す るのが常 であ り,

特 にオペ レーシ ョンのよ うな労働力集約型 の職種 は,そ の要員 を外部

に委託す る傾向が強 い。

委託形態 としては,計 算処理 自体 も委託する場合 と,要 員 を派遣 し

ても らい 自前 の コンピュータのオペ レーシ ョンを委託す る場 合がある。

理由 としては,労 務 管理 による ところが最 も多 く,次 いで要員不足

である。

最近は,コ ンピュータ室の運用 管理全体 を外部委託 して しま うケー

スも出ている。

ここで注意 しなければ ならない点は,労 働条件の悪 さをその まま外

注へ移 しても,結 局 は定 着率 の低 さや,ス キル不足,モ ラルの低下,

コス ト高 につ なが り解決 したこ とには ならないことである。

システム機 能の不足,運 用形態,機 能改善 の余地 な どにつ いても合

わせ て検討すべ きである。

(4)デ ータエ ン トリ

オペ レーシ ョン委託 と同様 に,要 員 不足や労務管理対策,ま た仕事

が集 中 して発生 した ときな どに利用 してい る。

データ入力 は全 て外部に委託す るケ ースや要員を派遣 して もらい継

続 して利用 している場合 が多 くみ られ る。

(5}計 算業務委 託

外部 の計算 セ ンタへ処理を委託す るケースは,コ ンピュータの普及

によ って少な くな った一面 と,逆 に,シ ステムの増大 と要員不足や ピ

ーク時対策 ,さ らには障害対策な どの面で積極的に外 部を利用 してい

く傾向 とが現われて きて いる。 この違 いは システ ムの規模 にも相関が

あ り,減 少傾 向は小規模 なユーザによ くあらわれ,外 部委託傾 向にあ
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るの は,大 規 模 な ユ ー ザに 多 くみ られ る。

4.5.5発 注の形 態

外注利用 の形態は,大 き く2つ に分 けることができる。

(1)業 務委託(一 括発注)

外注会社 が作業 管理 まで も行 う。作業 としては,独 立 した内容の

ものが多い。

② 要 員派遣

要員 を発注先へ派遣 し,作 業内容や管理 を発 注先が行 う形態 をい

う。

最近は,業 務委託 の比率 が高 ま ってきてお り,行 政 当局か らも,そ の

方向へ進む よ うに指導 してきている。

特に,要 員派遣 につ いては,労 務管理の面や,就 業条件 の不 明,定 着

率の低下 な どを招 く恐れがあるため,労 働者の保護 と雇 用の安定の面で,

現在,労 働省で調査 し,中 央職業安定審議会に諮 り,人 材派遣事 業法 と

して制度化 をはか るべ く作業を進めている。

4.5.4外 注先の評価

外 注先の評価は 大変重要 なことであ る。

選定作業や結果 に対す る正 しい評価が行われなか った とき,そ の影響

は発 注元 に対 して も思 いもかけないほ どの影響を及ぼす ことが ある。

外注先 を選ぶ基準 としては,ス キルや作業方針,経 営者や担当者 の考

え方や人間性な ど,常 識的 なこ とが らが 多い。

外注利用す る うえで,特 に注意 を払 いたい ことが らを挙げてみる

(1)品 質 に対す る考 え方や具体 的な対策を もって いるか。

② 納 品後 の保守 については事前 に検討 と確認 を してお く。

・(3)一括発注 であ っても,進 捗報告や作業途中の レビュ ,チ ェック項
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目の確認 などに手を抜 かないこと。

(4)外 注先 との コ ミ=ニ ケ ーシ ョンを密 にす る。

(5)外 注先の作業環境や 作業条件 にも注意 を払 う。

別な見方 をす る と,優 秀 な外注先 を見つけたな らば,出 来 る限 り継続

した好 ましい関係を保つ ことにある。

4.5.5ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク トの利 用

外 注 の 活 用 と似 た と ころ を も って い る もの と して,ソ フ トウェ ア ・プ

ロダ ク トの利 用 が あ る。

最 近 は,ユ ー ザに 限 らず,コ ン ピ ュー タ と係 り合 い の あ る事 業 全 体 と

して 云 える こ とに,ソ フ トウェ ア費 用 の 急 激 な増 加 傾 向 が あ り,要 員 の

不足 に拍 車 がか か って い る状 況 が あ る。

その 対 策 の一 つ と して,ソ フ トウ ェアの 有 効 利用,汎 用 化 が叫 ばれ て

い る。

しか し,ソ フ トウ ェア流 通 に 関 しては,最 近 の 調査 報告 書 な どを読 ん

で も,欧 米 に比 べ,日 本 は 大 き く立 ち遅れ て い る と述 べ られ て い る。

今 で も,品 質 の 良 い もの,適 応性 の高 い もの,拡 張 性 や 融 通性 に富 ん

だ もの とい った ソフ トウ ェア ・プ ロ,ダク トに対 しては,強 い需 要 が 見込

まれ てお り,ニ ー ズに 合 った ソフ トウェ ア プ ロダ ク トの提 供 が望 まれ て

い る。

また,昭 和57年 度 か ら,プ ロ グ ラムの 割賦 販 売 契 約,及 び購 入 資 金

借 入 保証 契約 並 び に,リ ース契 約 に よ る取 引 きに 対 して機 械 類 信 用保 証

法 が適 用 され る よ うに な り,プ ログ ラ ムの割 賦 販売,リ ース等 に よ る取

引に伴 な う リス クを 保 険 す る制度 が 確 立 され た こ とも大 き く寄 与 して く

る と思 われ る。

ソフ トウ ェ ア ・プ ロダ ク トを 利 用す るつ も りの な い利 用 者 が,導 入 し

ない理 由 と し て挙 げ て い る こ とは,大 体 以下 の 理 由が 多 い。
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ニ ーズに 合 った もの が ない 。

拡 張 性,適 応 性 に乏 しい。

価 格 的 に合 わ な い。

ソフ トウ ェ ア ・フ.ロダ ク トの情 報 が な い。

自前 の 要 員や,所 有 の ソフ トウ ェアで十 分 対 応 可 能 で あ る。

4.6開 発計 画 の 留意 点 とチ ェ ッ ク リス ト

本 章 で は,4.1節 で の 開発 計 画 の説 明,4.2節 で の技 法 ・手 法 ・ツールの

紹 介 と効 果 的 な使 い 方,4.3節 で は見 積 り方法 につ い て の説 明,そ して4.4

節 で の体 制,4.5節 で は 外注 の 活 用 につ い て,と い った 開発 計画段 階 に関連

した 内容 の説 明 を行 って きた。

これ らの なか か ら,注 意点 や 留 意 点 を ま と めて チ ェ ッ ク リス トを作 成 した 。

この チ ェ ッ ク リス トが 開発 計 画 をた て る作 業 に おい て参 考 に なれ ぼ と思 う。

留 意 点 チェック

見

積

及

び

計

画

立

案

工程計画 システム構成図,機 能一覧表等はできてい るか 。

各工程の仕事の範囲,作 業内容,作 成する ドキ ュメン ト種

類 と内容等は明確か。

見積の基準値は最適なものか。

予算計画 予算計画には人件費,設 備使用費,材 料費,そ の他雑費等

の直接費の他に,管 理費又は部門間接費を加えたか。

標準単価は適切か。

要員計画 他 のプロジェク トとの関係を考慮 したか。

要員配置に当っては人間関係をも配慮したか。

開発段階と運用段階の関係も考慮したか。

外注計画 外注す る目的は明確か。

外注方法は明確か。

外注先の能力の把握 はできているか。

要員教育計画 教 育の 目的は明確か。

目的 によって3つ の場合に分ける ことがで きる。

i)一 般 的な教育

‖)開 発的教育

川)運 用的教育
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留 意 点 チ ェック

見

劇

及

び

計

画
・

立

案

設備計画 見積の基準は適切か。

開発時設備計画と運用時設備計画とを分けて考えたか。

設備の使用予定時間は,総 使用時間のみでな く,一 日一人

平均の時間も算出して,実 施可能か否かを判定 したか。

設備の管理体制は明確か。

開発支援計画

P

支援対象は明確か。

支援方法は明確か。

支援 体制は明確か。r

支援による期待効果を明確にしたか。

工程管理計画 管理 項目は明確か。

実績 データの収集方法,時 点を明確 にじた'か。

工程計画との対比方法は明確か。
1

費用管理計画 発生費用項目は明確か。

発生費用の収集方法及び収集時点を明確にしたか。

予算計画との対比方法を明確に したか。 、

品質管理計画 品質管理 の対象,及 び項目は明確か。
'

管理方法,時 期 を明確に したか。

管理体制 を明確に したか。

検査 ・検収計画 検査,検 収の項 目は明確か。

検査 方法,時 期,期 間を明確 にしたか。

検査結果の確認方法を明確にしたか。

検査結果の反映方法を明確にしたか。

検査完了の条件は明確か。

検査結果の管理,保 管方法を明確にしたか。

移行計画 手作業,又 は旧システムと本 システムとの並行処理期 間及

びそ の期 間に確認すべ き事項 を明確 にしたか。

運用時教育計画は立てたか。

伝票や帳表等の印刷手配をしたか。

データの継続性は保 たれているか。

プ ロ グ ラ ム の コ ンバ ー ジ ョ ン は必 要 か 。 そ の ス ケ ジ ュー ル

は 明 確 か 。

並行処理期間中に発生する問題の解決のための体制は明確

か。

運用計画 データの収集方法,時 点 を明確にしたか。

運用 方法を明確にしたか。

出力帳表 の配布方法,時 点 を明確 にしたか。

日次,月 次 の運用費用及び数年先 までの運用費用を見積 っ
`

た か 。 、
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留 意 点 チ ェック

見

積

及

び

計 ・

画

立

案

保守,拡 張計画 変更内容及び変更量は明確か。

変更 に必要な期 間,人 員,設 備は明確か。

検査,検 収の方法 は明確か。

現 システムから変更,拡 張後の システムへの移行の方法 は

明確 か。

運用形態の変更点は明確か。

パ ッケ ー ジ ド ・ソ フ ト

購 入 計 画

要求分析の結果 と候補 に上っているパッケージ ド・ソフ ト

との機能,性 能の差は明確になっているか。

不足す る機能の追加方法,期 間,費 用等 は明確にな ってい

るか。

既存のシステムとのインターフェイスは明確にな っている

か。

試行期間は明確か。

運用時教育計画を立てたか。

技 法 ・手 法 ・ ツ ー ル

・

品質向上を図るには,道 具を使 うことである。

知 る努力,使 う努力を しているか。

部分的,補 助的にで も使 えないか。

適用範囲と活用部分とにずれはないか。

使用後の評価とより効果的な利用法を検討する作業を計画

しているか。

開発計画の作成から

承認まで

計画書 は要領 よく,判 りやすくまとまっているか。

過去 のデータを参考に しているか。

開発要求部門の要求仕様は把握できているか。

開発要求部門と計画承認部門との調整は十分か。また問題

が発生 してもすみやかに調整できる体制か。

関連す る業務 に精通 しているか。

外

注

の

活

用

外注利用 要員不足が慢性化していないか。

品質に対 して十分認識している外注先であるか。

契約後に仕様変更が生 じた場合の対応は。

標準化や汎用性について具体的な指示を出せるか。

外注先の労働条件や作業環境に注意を払っているか。

レ ビューのための工数 ・日程は組み込んでいるか。

外注先 との コ ミュニケーションは不足 していないか。

十分 な発注 ・契約期間があるか。

外注先要員の移動がはげしくないか。

ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ ダ

ク トの 利 用

ニ ー ズ に 合 っ て い るか 。

拡張性 ・適応性に優れているか。

物件の正確で詳しい情報が入手できているか。
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留 意 点 チェック

外

注

の

活

用

ソ フ トウ ェア ・プ ロ ダ

ク トの 利 用

自社内に似 たソフ トウェアが存在 していないか。

費用面での妥当性の検討は十分か。

保守や改造要求への対応はどうか。

自社のコンピュータシステムとの互換性 はあるか。

●
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5.ソ フ トウェア 開発 計 画 立 案 の実 際 例

本 章 では,ソ フ トウェ ア開発 計 画立 案 の具 体的 な例 と して,

介す る こ とに す る。

3社 の事例を結

し 5.1A社 の事 例

(1)A社 の コ ン ピ ュー タ部 門 の 概 要

A社(資 本金184億 円,従 業 員1万1千 名)の メイ ン コ ンピ ュ ー タはI

BM3081-K,人 員構 成 は,管 理 者4人,シ ス テ ムエ ンジ ニ ア25人,

プ ログ ラマ6人,オ ペ レー タ4人 の計39人 とな って い る。 また,昭 和5

8年 度 の ソフ トウェ ア開 発 予算 は 約5億2千 万 円で あ る。

(2)シ ス テ ム開発 の高 度 化 ・効 率 化 に対 す る考 え方

こ こで は,A社 が シ ステ ム開発 の 高 度化,効 率 化 の た めに 採 用 して い る

マ ネ ジ メ ン ト体系 や ライ フサ イ クル の考 え方等 を示 す。

① コ ン ピ ュー タ部 門 の 役 割 の変 化 と要 員育 成方 針

A社 では,コ ンピュータ部門を単 なるプログラム開発あ るいは コンピュータ

のオペ レーシ ョン部門か ら脱皮 させ,コ ンピュータ問題に限 らず,あ らゆ る 業

務の 改 善 を 役 割 とす る よ うな集 団 に 変化 させ よ うと してお り,次 の よ う

な こ とを課 題 と して取 組 ん で い る。

⑤ 組 織 を横 断す る業 務 の効 率 化

⑮ トップの意志 決 定 支 援 シ ス テ ムの開 発

⑥ 教 育 コ ンサ ル タ ン ト機 関 と して の役 割 強化

⑧ シス テ ム ・プ ロ グ ラム の大 衆 化(ユ ーザ 自身 に よ る シス テ ム ・プ

ログ ラ ム開発 の 支援)

⑤ シス テ ム開 発 の ス ピ ー ドア ッ プ

① 人材 育 成 の ス ピー ドア ップ

これ らの課 題 か ら解 る こ とは,シ ス テ ムの 開発 は ユ ーザ 部 門 自身 が行
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うよ うに し,コ ンピ ュータ部 門はそのサポ ー トにまわ るとい うことである。 こ

れ は,拡 大 され る業務 に対 処 す るた め の一 つ の方 法 と して注 目され る。

た だ し,製 品 と して の プ ロ グラ ムの 品 質 を 確保 し,単 位 工 数 当 りの 生産

性 を上 げ るた め に は,ユ ーザ 部 門 に対す るか な りの教育 が必 要 となろ う。

また,A社 で は,開 発 業 務 の 効 率 化 の た め に,次 の よ うな方 法 を用 い

て い る。

⑤ ソ フ トウェ ア ・パ ッケ ー ジの 導 入 と活 用

⑮ 外 注 の利 用

⑥ コ ン ピ ュー タ部 門の レベ ル ア ッ プ

⑤ の ソフ トウ ェア ・パ ッケー ジ と して は,PRIDE,ADABAS,

MARKIV,等 を導 入 して活 用 して い る他,問 題解 決 の た め の手 法 と し

てF-SPANあ るい は,運 用 の た め のBELシ ス テ ムやA-AUTO

を 自主 開発 し,こ れ らは,外 部 に対 して販 売 も され て い る。(図5-1)

計画・要求分秒了

外部仕様設 計

ノ'ロ グ ラ ム 開 発
運 用

内部仕様設計 プロ グラ ミング テス ト&保 守

方法 論

技 法

ソフ ト
ウエアー

その他

〈 ・RID・ 〉

F-SPAN

ll
(・PT)

ll
'-
t分 散 開発FOCUSBASic

(N4700コ 口ンブスの検討)

( ZiGZAGTABL

朧灘
iPP(経 営マ クロ)

機 械 化
ノぐン'こレー

(TEMSI)

」

.

()
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(MARKW)
(肌W9

)
1

(TS6 (A-・ ・Tδ)

㊥ (無 人化)
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＼ 外
〉

〆注 化/

1
(・ ・E風 凪1・活動)

1

図5・1A社 で利 用 して い る ツ ールや 手 法等
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また,外 注 も積 極的に利用 しているが,利 用す る場合の方針 として ,

概要設 計までは必 らず 自社 内で行 うよ うに し,要 求仕様が不明確なまま

発注す るこ とは しないよ うに している。

A社 が,シ ステム開発 の高度化,効 率化の有力な手段 として考 えてい

るこ とは ・(∂の コンピュー タ部門の レベ ルア ップであ る
。A社 では,コ

ンピュー タ部 門における要員育成 を次の ような方針 に基づ いて行 ってい

る。

⑤ 全 員が高い 目標 にチ ャレンジ し,生 き生 きと働 ける職場風土の形

成

⑮ 職場活性化対策の継続的実施を行 うなかでの企業 目標 と個人成長

目標の リンク

(∂ 単 なる コンピュータ化で はな く,業 務全体の改善 の志 向

⑧ 問題解決型人間(業 務改善者)の 養成

⑥ 変化 に即応 できる柔軟 な体質作 り

① スキル フル な人材 の養成(ど ん な問題 に も即座 に対応で き,か つ

他部門で も通用す る人 間の育成)

@他 社に先ん じる高 い技術 力の保持

⑮ 技術 専門集 団の設置 と技術 力向上対策

① 計画的 な人材 育成

① 層別 の必要 スキルの提示 と自己分析

⑪ キ ャ リアパ ター ンの設定 と人材点検の実施

① システム ・プログラム教育体系の整備 と実施

要員育成の全体系 を図5・2に 示す。
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個
人
の
成
長
促
進

/

教育 システム

・各層 に応 じたシステ

ム教育.プ ログ ラム

教育の体系

・人事部主催 ・外9セ

ミナへの派遣

人材点検 システム

・各人別現状抱寝(技 術力.態 度)

・十vり7パ ターン

・人材点検会議

各人保有技術の

早期 レペルア7プ

成長蹴 に応じた

育成のための対策

・角度業務報告会

・OJT1ζ おけ る各種才

ーデ ィ?ト の実施

・各萬勉強会

各人が例題琢磨

できる仕組作り

全員力些 き生きと雪げる稔墳ぼ壇

(職場の活性化)に よる生董性増

亀
の
体
質
強
化

目標への凝 集によ る

コ ンセンサスの高嵜

お互いに{言頚できる

風土作 り

目標管理 システム

・目標管理 ミー右 ン.

グによる上下の橿 り

合わせ

・育成方向 とテ■マの

沮み合わせ

一攣 鼠準 『呼 笛

・個人別舗(人 事部主脚 ・

の結果を基に本人・上長と

の話し合い

・寄り合い

登校的な活性化 に

よ るチ ャレンジ稽

神の高揚

組織活性化運動の展開

・祖原全体で取り組む學趣

展開(年 に最低一つピ9

グイベソ トを組 む》:

・全体 研法会

《

図5・2A社 における要員教 育の全体系

② システム開発の効率化に対す る取 り組み方

ここでは,シ ステム開発の高度化,効 率化のために,

いる次の3つ の ことについて紹介す る。

⑤

⑮

⑥

シス テ ム ・マ ネ ジ メ ン ト体 系

ラ イ フサ イ クル

シ ス テ ム開発 組 織

A社 が採用 して

t
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③ シス テ ム ・マネ ジメ ン ト体 系

A社 で は,シ ス テ ム ・マネ ジ メ ン ト体系 として,図5・3に 示 す よ う

にPRIDEを 中心 と して 考 えて い る。

プ
ラ
イ
ド
概
説
書

イ
グ
ザ
ン
プ
ル
マ

ア
ル
の

F-SPAN

の 開 発

プ
ラ
イ
ド
を
中
心
と
し
た
シ
ス
テ
ム

務

へ
の

(問題解決の手法)

問題点"ニ ーズの分析

ならびに システムの目

的分析を十分に利用

部門 と行なう。

プ ロジェク ト別作業実績 レポー ト

プロジェクトマネジメ

ントを十分に行なえる

ための有効データ

把握

(PRIDE)

メ ンテナンス業 務(こ ∫とに ド÷'

ユ ン ト)の 機 械化

シ

ス
テ

ム
の

レ
ピ

時
に
お
い
て
今
後

各ス テップに

おけるチ ェック
'

ポ イン ト.ア ウ トプ

ットドキ ュメ ン トの

明確化

策
に
十
分

版プ ライ ド

タス ク リス ト作 成

ア
ィ
フ
下
を
行
な
う

実
施
、
内
部
オ

ア
ィ

ッ
ト
ピ
・よ

る

プ

ロ
グ

ラ

ム

図5・3A社 にお け る シス テ ム ・マ ネ ジ メ ン ト体 系
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ここで 特徴 的 な もの は,PRIDEの 活 用,問 題 解 決 手 法 の た めのF

-SPANの 開発 ,お よび潜 在 問 題分 析 の 実 施 で あ る。PRIDEと は,

シス テ ム設 計手 法 を標 準 化 した もの で あ り,A社 ではA社 独 自の タス ク

・リス トを作 成 し,設 計 手順 と各手 順 にお け るチ ェ ックポ イ ン トを 明確

化 して い る。F-SPANは,A社 が 独 自に開 発 した問 題 解 決 の 手法 で,

問 題 点 ・ニ ー ズ分 析,目 的分 析,機 能 設 計 の3部 か らな って お り,新 し

くシ ステ ム開 発 を行 う段 階 で,利 用 部 門 との設 計 構 想 を 固 め る う えで 有

効 な もので あ る。 これ につ いて は(3)ソ フ トウェ ア開 発 計 画立 案 の方 法 ～

で そ の 概要 を紹 介す る。 また 潜 在 問 題 分 析 とは,シ ス テム 開発 の チ ェ ッ

クポ イ ン トで必 ず 次 以降 に起 り うる問 題 要 因,影 響 部分,予 防 策,緊 急

策 とい う形 で事 前 に分 析 し,予 防 対 策 を打 つ 手 法 であ る。

④ ライ フサ イ クル

A社 で は,図5・4に 示 す よ うな ラ イ フサ イ クルの 考 え方 を採 って い

る。 各 フ ェ ー ズにお け る作業 概 要は 次 の とお りで あ る。

⑤ 予 備 調査

問題 に つ いて の背 景 や 目的,問 題 領 域 の 範 囲,関 連 部 門 の 明確 化,

費 用 の概 算 見積 り等 を行 う。

⑮ 現 状 ニー ズ調査

対 象 とす る業 務 に関 す る ニー ズ調 査 を行 う。

◎ シス テ ム概 案 作 成

イ ンプ ッ ト,ア ウ トプ ッ トを中 心 に して概 念 図 を作 成 し,合 わ せ て

シ ステ ム評 価見 積 書 を 作 成す る。

⑥ サ ブシス テ ム設 計

人間 が 係 わ る部分 の 詳 細 な 検討 と,コ ン ピ ュー タに係 る部 分 の ラ フ

な検 討 を行 う。

⑤ シ ステ ム詳 細 設計

コ ソピL－ タを中 心 と して,人 間 一 コ ン ピ ュー タ系 の1つ1つ の フ

ロシ ジ ャーを 設計 す る。
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① プ ロ グ ラム設 計

プ ロ グ ラムの構 造 を設 計 し,プ ログ ラ ム仕様書 を 作 成す る。

⑧ コ ー デ ィ ング ・単体 テ ス ト

プ ロ グ ラ ムを コー デ ィン グ し単体 テ ス トを実 施す る。

⑮ シ ス テ ムテ ス ト

プ ロ グ ラム の統 合 テス トを行 う

ま た,各 フ ェー ズ毎 の レ ビュー ・ポイ ン ト,レ ビ ュー参 画者,最 終 検 閲

者 を表5.1に 示 す 。
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(始 め)

↓

予 備 調 査

シス テム化

ビュー

現状ニーズ調査

状
ニーズレ ビュー

システム概案作成

ンステム

概案部内レビュー

システム

概案ユーザレビュ

衝 騒}め
↓

サブシステム設計

サブシスー イン部内レビ

ュー

)

1

ンス
ー イン子一ザレ

ヒュ

ご 題㍉
↓

システム詳細 設計

システム

部内 レ"
一

システム
ニー ザレ ビュー

1甦働 の
↓

プログラム設計

プログラ

レ ビュー

コーディンタ 単 体 テス ト

ーデ ィ

グ ・テス トレビュー

システム ・テス ト

/

システムテ

レビュー

(本 番実施)

図5・4A社 にお け る ライ フサ イ クル

〆

⑤ システム開発組織

A社 の開発組織 は,ユ ーザの役割分担 の明確化 とユーザが積極的に参

画で きる仕組 とな っている。 メンバ と役割 を表5・2に 示す。
∀
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この 中 で 注 目され る こ とは,品 質管 理 の 観 点か ら,プ ロ グラ ム技術 グ

ル ー プを設 置 し,各 フ ェ ーズ の部 分検 討 の 際 に参 画 させ,技 術 面 か らの

監査 と ア ドバ イ スを行 って い る こ とで あ ろ う。 ソフ トウ ェアの 品 質管 理

は,実 際 に 開 発 に携 わ る者 以 外 の 人 が行 うべ きであ り,そ の意 味 で は 良

い方 法 とい える。

(3)ソ フ トウ ェ ア開発 計 画立案 の方 法

A社 に お け る シス テム開発 計 画立 案 の 方 法 の 特長 はA社 が 自主 開 発 した

手 法F-SPANの 活 用 であ る。 そ こで,こ こでは,F-SPANの 概 要

を紹 介 す る こ と にす る。

F-SPANは,F(A社 の 名前)SystematicProblemAnalysis

methodbyNeedsの 略 であ り,問 題 の 当事 者 が衆知 を集 め て,コ ンセ ン

サ ス ・ベ ー ス で問 題 を整 理 ・解決 す る体 系 的 手 法 であ る。F-SPANの

実 施 手順 を 図 示 す る と,図5・5の よ うに な る。 またF-SPANに よる

問 題 分 析 か ら概 要設 計 ま での進 め方 の 特徴 は 次 の とお りで あ る。

① 問 題 点 分 析 シ ー トを用 い て問 題 点 を整 理す る。

②1泊2日 の合 宿 で,提 起 され た 問題 の 因 果 関 係 を分 析 し,重 点 問 題 を

発 見 す る。

③ 重 点 問 題 を起 点 と して,問 題 の 解決 目的 を ボ トム ア ップ,ト ップ ダ ウ

ン手 法 を 用 い て追 求 し,解 決 策 と しての 目的 を明確iにす る。

④2泊3日 程度 の時 間 をか け,関 係者 全 員が 問 題解 決 策 の 具体 的 イ メ ー

ジを共 通 に 理 解 で き る レベル ま で,解 決 目的 の機 能 を ブ レー クダ ウ ン し,

シス テム の概 要設 計 を 行 う。

、
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問題の収集 と内容確認

(問 題を5つ の方向か らとらえ, .メ ンバ全員で共通認識 を

図 る。)'

↓

問題の因果関係分析

(問 題の因果関係を分析 し,領 域全体の問題構造を明確に

する。)

↓

重点問題の抽出

(こ れを解析すれば大半の問題が解決できる重点問題を分

析,抽 出する。)

↓

目的のボ トムアップ展開

(重 点問題 を起点 としてその解決 目的を企業 目的 と直結す

るレベルまで展開す る。)

↓

目的の解決 レベル設定

(展 開した 目的 のどの レベルで問題を解決す るか を決定 す

る。)

↓

トップ ・ダウン ・レビュー

(よ り広い視野か ら問題を解決するために,ト ップダウン

により解決 レベルの 目的を見直す。)

↓

システム 目的の定義 歌

(問 題 の解決 目的を機能 と目標で具体的に定義す る。)

↓

インプ ッ ト・アウ トプ ッ ト,1/O変 換 プ ロセスの定義

(解 決案の検討範囲,お よび改善方向を具体化する。)

↓

サブ機能へ の展 開

(解 決 すべ き機能 を,解 決案 として具体的なイメージが認識

で きる レベルの機能 まで展開する。)

禰 育、 嘉 へ
SAピ ク
IPOネ ッ トワーク

(問 題解決 案を サブ機能の連鎖 としてネ ッ トワークにまと

め る。)

図5・5FSPANの 実施 手順
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表5・1各 レ ビ ューの ポ イ ン ト,参 画 者,最 終 検定 者

レ ビ ュー の 種 類 レ ビ ュ ー ポ イ ン ト レ ビ ュー 参 画 者 最終検定者

システム化着手

レビュー

インタ ビュー結果 に基づ きコンピ
ュータ利用の有効性を判断 し,他

のプ ロジ ェク トの優先順位等を勘

案 し,シ ステム化 の実行性 を検討

す る。

主 任,グ ル ー プ リー ダ ー

ユ ー ザ ー担 当 者

ユ ー ザ ー マ ネ ー ジ

ャ ー

電算部長

現 状 ニ ー ズ レ ビ ュー

現状ニーズが正 しく把握 されてい

るか ど うか,叉 ユーザー全員が共

通認識 にたて るか どうかの検定 を

行 な う。

主任,グ ループ リーダー

システ ム設計者

ユ ー ザ ー マ ネ ー ジ

ャ ー

担当者

システム概案

部内 レビ ュー

実行可能性 にっ いての部内 レビュ
ー

主 任,グ ル ー プ リ ー ダ ー

シ ス テ ム 担 当 者

運 営 グ ル ー プ マ ネ ー ジ ヤ ー

プ ログ ラ ム オ ー デ ィタ ー

電算部長

'シ ス テ ム観 察

ユ ー ザ レ ビ ュ ー

ユ ー ザ ー ニ ー ズ が 満 足 され た シ ス

テ ム か 。

シ ス テ ム観 察 の 内 容,効 果,コ ス

ト,ス ケ ジ ュー ル の 検 定 を 行 う。

この レ ビ ュー で ス ケ ジ ュ ー ル が 確

定 す る 。

主任,グ ループ リーダー

システム担 当者
ユーザー担当者

ユ ー ザ ー マ ネ ー ジ

ャ 』

電算部長

サブシステムデザイン

部 内 レビュー

人間系の運用性,実 行可能性の現
状システムとの構造点の検討を行
う。

主 任,グ ル ー プ リー ダ ー

シ ス テ ム 担 当 者

運 営 グ ル ー プ マ ネ ー ジ ャ ー

プ ログ ラ ム オ ー デ ィタ ー

電算部長叉は主任

サ ブ シ ス テ ム

ユ ー ザ レ ビ ュー

サブシズテムの ロジーク検討と人

間系のつめ,効 果,費 用,ネ ケジ
ュールの見直 し

主任,グ ループ リーダー

システム設計者

ユ ー ザ ー マ ネ ー ジ

ャ ー

電算部長

システム詳細

部内 レビュー

コンピ ュータ系の実行可能性もれ

のチェ ック
グループ リーダー
システム担当者

運営 グループマネージ ャー

主任

シ ス テ ム詳 細

ユ ー ザ レ ビ ュー

最 終的 なシステム内容お よび効果,
コス ト,ス ケジ ュールの確認

主任,グ ループ リーダー

システム担当者

ユ ー ザ ー マ ネ ー ジ

ャ ー

ユーザー担当者

プログラム設計

部 内 レビュー

データベース ・プ ログラム構造等

最 終的な技術 レビュー

グループ リーダー
システム担当者

プログラムアナ リス ト

プ ロ グ ラ ム オ ー デ

ィ タ ー

運 営 グ ル ー プ マ ネ
ー ジ ャ ー

コ ー デ ィ ン グ ・テ ス ト

レ ビ 三 一

プ ログラムのダブルチェックと

テス ト結果の チ ェック

プ ロ グ ラマ ー

`

プ ロ グ ラ ム ア ナ リ

ス ト

シ ス テ ム テ ス ト

結 果 レ ビ ュ ー

システムテス トデータに基づ く

最終結果 のチ ェック

プ ログ ラマー

システム担当者

主任
ユーザー担当者
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表5・2A社 における開発組織

組 織 役 割

電

・算

部

門

部 長 プロジェク トサ ブマネージ ャーとしてシステム開発の承認 と各フェーズ終 、

了時点 のレビューに参画し,承 認を行 な う。

主 任 プ ロジェク トリーダーを補佐すると共 に,必 要 に応 じ各アクテ ィービィー

の検 討に参画 し,各 フ ェーズ終了時点 の潜在問題分析の実施 と内部検討会

において承認 を行な う。

スケジ ュール管理の総合調整 も行な う。

グ ル ー プ リー ダ ー 実践部隊のプ ロジェク トリーダーとしてシステム設計者の補佐を行なうと

同時に各 アクテ ィビィーに参画 し,シ ステム監査 も待せて行な う。

プロジ ェク ト単位のスケジュール管理 も行な う。

システム設計者 メインシステム設計 者としてPRIDEの 手 順 にそ った作業を実施 する。

プ ログ ラム設計者 プログラム設計者 としてのプ ログラム仕様書作成を行な う。

A社 においてはシステム設計者 とプログラム設計 者が同一人 の場合が多い。

プ ロ グ ラ マ ー プログラム仕様書 に基づ いて コーデ ィングテス トを実行す る。

プ ログラム技術

グループ

プログラム設計監査人 として各 フ ェーズの終了時の内部検討会 に参画 し,

技 術面 よりの監査とア ドバイスを行な う。

運 営 グ ル ー プ

マ ネ ー ジ ャ ー

各 フ ェーズの終了時の内部検討会 に参画 し,DP処 理運用面 よりの監査と

ア ドバ イスを行な う。

ユ

ー

ザ

ー

部

門

ユーザーマネージャー

(部 長叉は課長)

プ ロジ ェク トマネージ ャーとしてシステム推進 に参画し,各 フェーズ終了

時点 お よびそれ以外 に規定 されているアクテ ィピィーの終了時点 に参画 し

承認 を行 な う。

ユーザー担 当者 共同の システム設計画 として,'シ ステム検 討に参画すると共 に人間系の設

計では中心的役割 をにな う事もあ る。叉 ユーザー運 用マニ ュアルの作成を

行 なう。

5.2B社 の事 例

(1)B社 の コ ン ピ ュー タ部 門 の概 要

B社(資 本金1,298億 円,従 業 員1万3千 人)の メイ ンコンピュータはI

BM3081,及 び3033で あ り,シ ステムセ ンタと呼ばれ る コンピュータ部門の

人 員構 成 は,図5・6の よ うに な って い る。 また,昭 和58年 度 の ソフ ト

ウ ェア 開発 予 算 は,約2億5千 万 円 であ る。 会 社 の規 模 か らす る と比 較 的

小 さい が,こ れ は,主 要 な シ ス テ ムの 開発 を既 に終 了 し,現 在 は メ ンテナ

ンスが 中心 とな って い る た めで あ る。
`
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図5・6B社 の コ ン ピ ュー タ部 門 の 人員構 成

(2}シ ステム計画立案の手順

B社 におけ るシステ ム計画立案の手順 を示す と,図5・7の よ うにな る。

それぞれの段階 におけ る作業 内容 と,担 当者は次のよ うにな る。

1初 期 検 討
↓

基 本 校 訓
↓

基 本 計 画

↓

計 画 の 実 行

↓

(… う

図5・7B社 におけるシステ ム計画立案の手順

、

① 初 期 検 討 段 階(企 画 グル ープ)

この 段 階 で は,ニ ーズ の確 認,原 局窓 口の確 認,シ ス テ ム化 の概 要

(対 象 ・範 囲),リ ソースや メ リッ ト,及 び 完 了時 期 の推 定 そ して,担
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当グル ープの選定 を行 う。

この段階 を終 了す る と,そ の結果 に対する部会審議が行われ,そ れに

基づ いて,所 長は プロジ ェク トとして正式に承 認す る。

② 基本検討段階(担 当 グル ープ)

開発に必要 な リソース,メ リッ ト,ま た開発 スケジ ュール について可

能な限 り検討 し,基 本計画概要 を作成す る。

この段階 を終 了す ると,検 討結果に対す る部会審議が行われ,そ れに

基づ いて所長は,プ ロジェク トの実施を正式 に決定す る。

③ 基本計画段階(担 当 グル ープ)

②の検討結果 に基づ いて,計 画 の実施に必要 となる基本計画を作成す

る。 この段階で,② の内容 に大幅 な変更があ る場合 には企画 グループと

協議の うえ,部 会の審議を受 ける。

この段階 を終 了する と,基 本 計画 に対す る部会審議が行われ,シ ステ

ムの内容,及 び必要な リソースを最終的 に決定す る。

④ 実行段階(担 当 グル ープ,コ ンピ ュータ室)

詳細設計か ら運用開始までを行 う。

⑤ フォロー

運用1年 後を 目安に,計 画実績 を中心に フォローし,部 会 に報告す る。

㈲ 基本 計画書の内容 とス ケジ ュール例

B社 では,各 種 ドキ ュメン トの 内容に対す る標準項 目が定 められ てい る。

ここではその うち基本計画書 の内容 を示す とともに,予 算計画のための フ

ォーマ ッ ト及び 開発 スケジ ュールの一例を示す。

① 基本 計画書 に記述す る標準項 目

⑤ は じめに

必要 に応 じシステム開発に当 っての経 連等 を記述す る。

⑤ システ ム化 の対象

対象 とす る業務,現 状 の分析,シ ステム化 の ニーズ,シ ステム化の
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、

範囲,効 果 を記述す る。

◎ 他 システ ムとの関連

他の システムと関連がある場合 には ここにまとめて記述す る。

⑧ システ ム処理の概要 と運用時 の費用

シス テムの構成,運 用時の スケジ ュール,運 用時の必 要 リソース,

費用 を記述す る。

⑥ 開発作業 スケジュール と費 用

システム開発,ま たは拡充,改 善 のスケジュール,規 模,所 要 リソ

ース,所 要費用 を記述す る。

㊥ フォーマ ッ ト例

B社 における予算 計画のための フォーマ ッ ト例を図5・8,図5

'9に ,ま た,開 発 スケジュールの例 を図5・10に 示す。

(4)B社 の外注利用法

B社 は外注 の利用について独特 の方法 を採 っている。 それは次の ような

ものである。

① 外注先 には プログラム作成以降の業務のみ発注す る。

② 費用は 出来高払い,す なわち最終 ステ ップ数に応 じて支払 う。

なかで も②の費用算定方法は,最 近余 り行われ てい ない。 それ は次の理

由による。

① ステ ップ数の見積 りを正確に行 うこ とが難か しい。

② プ ログラムの品質 に問題が生 じる場合が多 い。

B社 では,過 去 の実績 を数量的 に把握す るこ と,及 び厳密な コーディ ン

グ基準 を設定す ることで,比 較的正 しい見積 りの実現,そ して,品 質の確

保 に成功 している。
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`

シ ステ ム 化費 用(開 発9メ ンテ)

日月年作成(改 訂)

計 画 値 実 績 値
備 考

数 量 金 額 数 量 金 額

マ

シ

ン

費
用

社 員 人 件 費 人 ・月 人 ・月

CPU関 係 時間 時間

3800関 係 枚 枚

計

委

託

作

業

費

プ

ロ

グ

ラ

ム

作

成

費

〒冗

多

オ ン ラ イ ン ライン ライン

バ ッチ ・アセ ンブ ラ ー ライン ライン

PL/1 ライン ライン

メ

ン

テ

プ ロ グ ラ ム ・メ ンテ 時間 時間

設 計 ・ そ の 他 時間 時間

小 計

せ
ん
孔
料

プ ロ グ ラ ム 件 件

移 行 デ ー タ 等 件 件

小 計

計

消

耗

品

費

デ バ ッ ク 用 紙 枚 枚

オ ー バ ー レ イ 組 組

磁 気 テ ー プ 本 ・月 本 ・月

MSSカ ー ト リ ッ ジ カートリッジ男 カートリッジ 凋

計

合 計

頁)

 

(
(シ ステム設計用紙 様式K-1)

B社 にお け る予 算 計 画 書 の フ ォ ーマ ッ ト(1)図5・8
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シス テ ム化費 用(本 番)〔 月額 〕

日月年作成(改 訂)

計 画 値 実 績 値
備 考1

数 量 金 額 数 量 金 額

社 員

人件費

　

プログラム関係 人 人

データ管理関係 人 人

計 人 人

マ

シ

ン

費

用

CPU関 係

`

時間 時間

3800関 係

`

枚 枚

その他 プ リンター関係 枚 枚

MSS関 係

1

カートリッジ カートリッジ

DASD

関'係

3350

1

・～ク ノシク

端 末 機 関 係

1

件 件

OCR関 係

1

時間 時間

裂 断 機 関 係

.

時間 時間
.

計

1

せ ん 孔 料

1

件 件

消

耗

品

費

磁 気 テ ー プ 本 本

3800用 紙

1

枚 枚

事 前 印 刷 帳 表 枚 枚

OCRド キ ュ メ ン ト

1

枚 枚

MSSカ ー ト リ ッジ カートリヅジ カートリッジ
1

計

1

合 計

|

.

頁)

 

((シ ステム設計用紙 様式K-2)

B社 にお け る予 算 計 画書 の フ ォーマ ッ ト(2)図5・9
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83年1月7日
82年12月24日

シ

ス

テ

ム

セ

ン
タ

ー

統

括

課

お

よ

び

支

社

年月

システム開 発スケジ⇒一ル

・オンライン

(画 面GIOO～G210)

約29.000ラ イン

・パッチ

(帳 表O印 の もの)

(フ ァイル整理等)

約33,000ラ イン

移 行

入力原始帳表の改善

二㌃ マニュアル

インプット・アウ トプ
ット・マニュアル

支社 ・トレーナー教育

支社 ・インプット担当者
端末利用訓練

支社 ・管理職への説明会

2年 、2月i83年 、月
2月 3月 4月 5月 6月 7月

基本設計 詳細設計
仕様書作成

総合テス ト
移 行

コーデ ィング&テ ス ト ス ター ト

レ20i

基本設計
仕様書作成

詳細設計

フ ィル整理1
ン

コーゲ ィング&テ ス ト

総 合テス ト 月次帳表スター ト

DAILY

6/1

`■1
1移 行計画1移 行用データ整理1移 行 インブ・Ll

1原 案繊 術承・'1…
iNi
1 業務取扱 マニュアル1

li

= 享・カ・;・肪 竺 一・ア・k

流明)L .(傑 醐)ト 竺 ミ綱 ヒ

羅

トレーナー教 育

利用者訓練

(支 社)1
(特 販G)

イン ッ ト

ぼ璽li
晶 プツ
日

'

図5・10B社 に お け る 開発 ス ケ ジ ュール の 例

5.5C社 の事 例

(1)C社 の コ ン ピ ュー タ部 門 の 概 要

C社(資 本 金1.551億 円,従 業 員3万5千 人)の メ イ ン コ ン ピュ ータは

IBM3081組 織 編 成 は,図5・11の よ うに な って い る。 また,部 員数

は 約180名 で あ る。

(2)期 間活 動 計 画 の策 定

C社 では,基 本 的 に年 度 単 位 の業 務 を 行 ってお り,年 度始 め に期 間全 体

の 業 務 計画,つ ま り期 間活 動 計 画 を策 定 してい る。 そ して上 期 の終 りに予

算 の 見 直 しを行 い,改 め て下 期 の 計画 を策定 して いる。 そ こで まずC社 に

お け る期 間活 動 計 画 の種 類 と内 容 を示 す 。
`
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機械計算班

‖

㌢ ピユ晴 全機 務の馴 化調 の立案 ・総合罐 及び酬 讃
作業を行い各部活動の円滑な遂行に協力する。

本社システム室

他

全社の管理部門及び各

事業部本社業務の新規

システム開発 謙勝 当
　 騰欝 集〕

一 瞬鱒欄

機械計算班

違算糎 理とDSサ ポー〕

図5・11 C社 の 組織 編 成



① 業務計画

システ ム開発,大 型 メ ンテナ ンスのス ケジュールをシス テム開発の各

段階毎 に線表 で記入す る。業務計画の フォーマ ッ ト例 を図5・12に 示

す。

② 設備計画兼操 業計画

業務単位(コ ンピュータ処理単位)に コンピュータ関係設備の使用する量 を

要求す るため,シ ステムの稼動時期に合せ て各設備 の使用計画 ・オペ レ

ーシ ョンの スケジュール,伝 送 のスケジュールを数量又は線表 で記入す

る。設備計画兼操業計画の フォーマ ッ ト例を図5・13に 示す。

③ ソフ トウェア外注計 画

C社 では,プ ログラ ミング作業は外注 してお り,シ ステムの大 きさに

応 じて外注費用 を見積 る。

④ 本社計算機稼動計画

既 に稼 動 して いるシステムは,前 期実績あ るいは年度実績 を参考 にし

て月別稼動時間を見積 る。新規に稼 動す る システムにつ いては,プ ログ

ラムの構造,ボ リューム,及 び データ量等が似 てい るシステムを過去の

データか ら探 し出 し,そ れ を参考に して月別稼動時間 を見積 る。

⑤ 要員計画

現状の要員数 に,今 後 システム開発等 に要す る要員数を見積 り,そ れ

らを加 えた ものを計画 とす る。要員計画の フォーマ ッ ト例 を図5・14

に示す。

次に,期 間活 動計画策定の手続 であ るが,C社 では,業 務計画を策定す

る前に経理 ・人事 部 と接倒 し,予 算,要 員,設 備,外 注各計画立案の前提

条件 を設定 してか ら業務 計画立案作業 を始 めることに している。従 って当

然,業 務計画 をまとめ る過程 では,優 先業務の選定,ス ケジュールの調整

とい った内容の業務が伴 って くる。 これ らの作業はすべて,企 画調整を担

当す るス タ ッフの仕事 とな っている。 しか し,ス タ ッフは直接業務計画立
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図5・12C社 にお け る業務 計 画 用 フ ォーマ ッ ト
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醜 年 月 日 設備計画兼操業計画策定書(個 別業務) 室

① 業務名 サ ブ ・システム名 ② 業務区分

口 新規 口 改善 口 維持管理 口 その他( )

③ 処理形態

[コ パ ・チ.□IMS 口 その他( )

④ 新規処理増加分
.一

⑤ 新規設備 増加分
時期及 び増加分/月 '使 用開始時期及び増加分(減 が あれば△で記入:)

1
a

CPU

(分 単位) a

外部

記 憶 装 置

関 連

専用 ディスク ・バ タク

(デ ー タセッ ト数及びMバ イ ト数)
.

MSS保 管 デー タ量

(デ ー タ ・セッ ト数及びMバ イ ト数)

.

b

CPO

(分 単位)

3800

JOB・LIB

(プ ログラム本数及び トラック数)3211
・

COPYLIB・

(メ ンバ数及び トラプク数)
c(IMSの み)

増加 トランザ クシ 日ン数

端 末 機 種 名 台数二 設 置 ・場 所
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案段 階での業務間の調整 には タ ッチ していな い。C社 におけ る期間活動計

画の策定 フ ローを図5・15に 示す。
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図5・15C社 に お け る期 間 活動 計 画 の策 定 フ ロー

(3)開 発費用の計算方法

C社 では,構 想立案段階 で費用 の概算 を見積 り,基 本設計段階 で検定 し

ている。 なお,変 更 ある場合 は,詳 細設計段階で見直 しを行 ってい る。C

社 での費用項 目とその 内容は次の とお りである。

① 社 内労務費

労務費単価/人 ・月 ×開発人数 ×期間(月)

② ソフ トウェア外注費
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⑤ 業務委託の場合

1ス テ ップ当 りの 単価×全 プログラムの ステ ップ数

⑮ 外部要員の場合

外注労務費単価/人 ・月 ×人数 ×期間(月)

③ 開発用 ソフ トウェア費

開発負荷の軽減 を主 目的 とした ソフ トウェア費(ソ フ トウェアパ ッケ

ージ等の購 入費 な ど)

④ 電子計算機 処理 費用

⑤CPU費 用=CPU単 価/分 ×開発,テ ス トのCPU時 間/月 ×期

間(月)

⑮ その他 の費用=CPO(ConcurrentPeripheralOperation)単 価

/分 ×開発 ・テス トのCPO時 間/月 ×期間(月)

(∂ オ ンライ ン費 用(開 発 ・テス ト期間中に発生す る費用)

⑧ レ ンタルの場 合:機 器 レンタル料/月 ×発生期間

⑤ 機器 買取 の場合:本 稼動時迄 に生ず る減価償却費用及び保守料

⑤ システム化要望 部署が費用管理す る機器及 び作業 用材料費用

⑤ 機器費用

⑮ レ ンタルの場合:機 器 レンタル/月 ×発生期間(月)

⑥ 買取契約 の場 合:本 稼動時迄 に発生する減価償却費用及び保守料

⑧ 作業 用材料費 用:作 業用材料単価 ×使用料

⑥ 端末機の導入諸経費用

⑦ 端末側 の設備工事費用

(4)C社 におけ る品質管理

C社 では,シ ステ ム開発の 各段階 にお いて検定者に よる検定を行 い,品

質の維持管理 を行 っている。 また,検 定は,職 制活動 に基づ いて行 ってお

り,第1次 検定,関 連 セ クシ ョン検定,最 終検定 の3段 階 に分 けて行 って

い る。

一215一



。第1次 検定:原 則 として,シ ステ ム化要望部署,情 報 システム部の シ

ステム化担 当室長 が行 い,検 定内容 によってはチ ームの主査が代行す

る。

。関連 セクシ ョン検定:情 報 システム都計画室が必要 と思われる場合に

行 う。

。最終検定:原 則 として システム化要望 部署,情 報 システム部双方の部

長が行 い,検 定内容 によ っては システム化要望部署,情 報 システム部

のシステム担 当室長が代行す る。

なお,計 画立案段階の検定の考 え方は次のとお りであ る。

① システム化検討着手検定

システム化の要望内容 について,問 題の整理状況,問 題 の解決方向 と

しての,コ ンピュータ利用の有効性 を判断 し,更 に期 間活動計画等を考

慮 して検討す る。

② 構想立案検定

システ ムの必 要性 と目的の妥 当性,優 先順位 を検定 し,更 に システム

目的 を表現す るために各種案の中か ら選択 された シス テム素案の最適性

及び開発順位 の合理性に関 し,重 点的に検定す る。併せて今後のシステ

ム開発を効率的 に進めて い くために システム開発推進体制についても検

定する。

`
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⑤ 業務委託 の場合

1ス テ ップ当 りの 単価 ×全 プログラムの ステップ数

⑮ 外部要 員の場合

外注労務費単価/人 ・月×人数 ×期間(月)

③ 開発用 ソフ トウェア費

開発負荷 の軽減 を主 目的 とした ソフ トウェア費(ソ フ トウェアパ ッケ

ージ等の購入費な ど)

④ 電子 計算機 処理費用

⑤CPU費 用=CPU単 価/分 ×開発,テ ス トのCPU時 間/月 ×期

間(月)

⑮ その他 の費用=CPO(ConcurrentPeripheralOperation)単 価

/分 ×開発 ・テス トのCPO時 間/月 ×期間(月)

⑥ オ ンライ ン費用(開 発 ・テス ト期間中に発生す る費用)

⑧ レンタルの場 合:機 器 レンタル料/月 ×発生期 間`

⑤ 機器買取の場合:本 稼動時迄 に生ず る減価償却 費用及び保守料

⑤ システム化要望部署が費用管理す る機器及び作業 用材料費用

⑤ 機器費 用

⑥ レンタルの場合:機 器 レンタル/月 ×発生期間(月)

⑥ 買取契約の場 合:本 稼動時迄 に発生する減価償却費用及び保守料

⑥ 作業用材料費 用:作 業用材料単 価 ×使用料

⑥ 端末機 の導入諸経費用

⑦ 端末側の設備工事費用

(4)C社 におけ る品質管理

C社 では,シ ステ ム開発の 各段 階 にお いて検定者による検定を行い,品

質 の維 持管理 を行 っている。 また,検 定 は,職 制活動 に基づ いて行 ってお

り,第1次 検定,関 連 セ クシ ョン検定,最 終検定の3段 階 に分 けて行 って

いる。
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。第1次 検定:原 則 として,シ ステ ム化 要望部署,情 報 ヅステム部の シ

ステム化担 当室長が行 い,検 定内容に よってはチ ームの主査が代行す

る。

。関連 セ クシ ョン検定:情 報 シス テム都計画室が必要 と思われる場合に

行 う。

。最終検 定:原 則 として システム化要望部署,情 報 システム部双方 の部

長が行 い,検 定 内容 によ っては システム化要望部署,情 報 システム部

の システ ム担 当室長が代行す る。

なお,計 画立案段 階の 検定の考 え方 は次 のとお りであ る。

① システ ム化検討 着手検定

システム化の要望 内容 について,問 題 の整理状況,問 題の解決方向 と

しての,コ ン ピュ ータ利 用の有効性 を判断 し,更 に期間活動計画等を考

慮 して検討す る。

② 構想立案検定

システムの必要性 と目的の妥 当性,優 先順位 を検定 し,更 にシステム

目的を表現す るために各種案の中か ら選択 され た システム素案の最適性

及び開発順位 の合理性に関 し,重 点的 に検定す る。併せ て今後の システ

ム開発を効 率的に進 めてい くためにシステム開発推進体制 につ いて も検

定す る。

一21 ・6一

`



ソフ トウェア開発計画の今後の課題 と将来動向

 

6
、



■
κ

・
く



6.ソ フ トウ ェア開 発計 画 の今 後 の課 題 と将 来動 向

民 間企業にお ける ソフ トウェア開発 計画の現状 については第2章 で詳述 した

が,本 章 では,そ れを基 に して ソフ トウェア開発計 画の今後の課題 とその将来

動向につ いて述 べ ることにす る。

δ

6.1ソ フ トウェ ア 開発 計 画 の今 後の課 題

第2章 の分 析 結 果 及 び ヒア リング調 査 結 果 か ら,ソ フ トウ ェア 開発 計 画 の

今後 の課 題 と して は,大 き く次の6つ に整 理す る こ とが で き る。

(1}総 合 的 かつ 計 画的 な ソフ トウェ ア開 発

(2}マ ルチ ・プ ロ ジ ェ ク ト ・マ ネー ジメ ン トの推 進

(3)要 求仕 様 の 明 確 化

(4)外 注 す る場 合 の 基 準 や 手 続 きの制 定

(5}各 種計 画 の 確 実 な 立 案

⑥ 品 質 に対 す る 意識 の 向上

以下,そ れぞ れ に つ い て 述べ る。

6.1.1総 合的 か つ 計 画的 な システ ム開 発

ソフ トウ ェ ア 開発 計 画の 最初 の ステ ップは,開 発す る ソフ トウェア の

目的や 概 要 を 明 らか にす る こ とで あ るが,そ れ には 企 業全 体 と して の シ

ス テ ム化 に対 す る確 固 た る方 針 が必 要 で あ る。 場 当 り的 な開発 は,シ ス

テ ム間 の整 合 性 を 無 くした り,ラ イ フサ イ クル が短 か くな った りして 結

果 と して無 駄 な 投 資 に な る こと も多 い。 今 後,INSや ニ ュ ーメ デ ィア

の発 展 と と も に,本 社 と支社 や 工場 等 を結 ぶ 広域 的 な情 報 シ ス テ ム,O

A化,さ らにLANな どに よる分 散 シス テ ム化 が ます ます 進 む と思わ れ

るが,こ れ らの シ ス テ ムが 有機 的 に結び つ い て全 体 と して の効 果 をよ り

高 い も の にす るた め に は,長 期的 な 展望 の も とに企 業 の経 営 方 針 を加 味

一219一



した総合的かつ計画的 な ソフ トウェア開発が必要 である。

6.1.2マ ル チ ・プ ロジ ェ ク ト・マ ネ ー ジ メ ン トの推 進

多 くの場合,コ ンピュータ部門を中心 として複数 の ソフ トウェア開発が行 わ

れ る が,ど の よ うな企 業 で あ って も無 限 の資 源(予 算,要 員,計 算機,

等)に 恵 まれ て い るわ け では な いの で,そ れ ぞ れ の ソフ トウェア 開発 プ

ロ ジ ェ ク ト間 に は 複 雑 な関 係 が生 じる。 この よ うな 場 合,マ ル チ ・プ ロ

ジ ェ ク ト・マ ネ ー ジ メ ン トの考 え方 を取 り入 れ て,限 られ た資 源 で最大

の効 果 が 得 られ る よ うに 各 プ ロジ ェ ク ト間 の調 整 を 図 る必 要 が あ る。

マ ル チ ・プ ロジ ェ ク ト・マ ネ ー ジ メ ン トとは,次 の よ うな 目的 を持つ

もの であ る。

(1)企 業 全体 と して の 目標 を 達 成す るた め に全 ての ソフ トウ ェア 開発 を

完 了 させ る。

(2)限 られ た 資 源 の 配 分 につ い て,適 切 な意 思 決 定 がで き る よ うに,長

期 と短 期 の2つ の立 場 か らみ た優 先 順位 を決 め る。

(3)各 ソフ トウ ェア開 発 の 作 業 と定 常 的 な業 務 を調 整 し,各 要 員 が支障

な く仕 事 が で き る よ うにす る。

この 目的 を達 成す るた めに は,マ ルチ ・プ ロジ ェ ク ト・マ ネ ー ジメ ン

ト担 当 セ クシ ョ ンを作 り,次 の よ うな業 務 を行 えば よ い。

① ソフ トウ ェ ア開発 計画 の 調整

② プ ロジ ェ ク トの 監視 と管 理

③ プ ロジ ェ ク トの 評価

④ 要 員教 育,標 準 化 の推 進,他

6.1.5要 求 仕 様 の 明 確化

前2項 は,企 業 全 体 と して の 今後 の課 題 で あ った が,個 々の ソフ トウ

ェ ア開発 に 関 して も多 くの課 題 が あ る。 そ の1つ で特 に重 要 と思 われ る
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ものは要 求仕様 の明確化 である。 ソフ トウェアの開発は,要 求仕様に基

づ いて行われ るもの であるか ら,必 要かつ十分 な要求仕様を定義す るこ

とは,ソ フ トウェア開発 を成功 させ る第一歩 であるといえる。 この点に

関 して,ア ンケー ト調査に よると,現 在次のよ うな問題 が生 じている。

① システム化に関す る検討 が不十分

② ユ ーザの意向が反映 され ない。

③ 将来動向の見 極めが不十分

④ 技法等の活用がな されていない。

要求仕様の明確化に関す る具体的 な方法 については,第3章 で詳述 し

たが,要 求定義 に関す る今 後の課題 としてま とめる と次のよ うになろ う。

(1)費 用対効果 を中心 としたシステム化 に関す る十分 な検討

ある業務 を システ ム化 しよ うとす る場合,最 も重要な ことは,シ ス

テム化 による効果 の予測,つ ま り費用対効果 の分析であ る。表6-1

は,効 果測定項 目体系 を示 した もの であるが,こ のよ うに種 々の観点

か らシステムの効果 につ いて十分 な検討を行 うこ とが必 要である。

表6・1効 果測定項 目体系

A

区 分

影響局面
測定 項目*

効 果

籠瓢 ㌫ 叢 ご)

マ イ ナ ス 効 果

(電算化前に比べて,以下の事例が あればマイナス効果である
。)

管理局面

業 務 処 理

迅 速 性 迅 速 化 遅 延 化

正 確 性 正 確 化 不 正 確 化

簡 易 性 簡 素 イヒ ・ 標 準 イヒ 煩 雑 化

弾 力 性 弾 力 化 硬 直 化

デ ータの 利 用

適 時 性 向 上 低 下

容 易 性 容 易 化 ・ 高 度 化 不 便(読 み に く いな ど)

利 用範囲 拡 大 縮 少

デ ー タ の 管 理
容 易 性 管 理 の 容 易 ・ 適 切 管 理 の1困 難 ・ 不 適 切

安 全 性 安 全性(秘 密保護 など)向 上 安 全 性 低 下

人 事 ・ 組 織
モ ラ ー ル

勤 務 環 境 改 善 勤 務 環 境 悪 化

モ ラ ー ル 向 上 モ ラ ー ル 低 下

連 携 整 備,連 携 の 円 滑 化 連 携 の 祖 語 な ど

コス ト局 面 一 一

電算化前の事務処理方式 を続けた場合

の経費 と,現 在 の方式での経費比較

経 費 減 少1経 費 増 大

*こ の項目の範囲は,「 コンピ ュータ技術 へ直接的な影響 を及ぼ した効果」 とする。

出典:「 電子計算機利用の効率化に関するガイ ドライ ン{1)」行政管理庁
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(2)ユ ーザ 部 門 との十 分 な コ ミュ ニ ケー シ ョ ン

ソフ トウ ェ アの 開発 は ユ ーザ の意 向 を十 分反 映 させ た形 で進 め なけ

ればな らない が,ア ンケー トによると,コ ンピュー タ部門が 自己の都 合 の よ

い よ うに仕 様 を決 めて しま うこ とが多 い よ うで あ る。 要 求 仕様 は,原

則的にはユーザ部門が独 自に作 るべ きであるが ・ コンピュー タ部 門 がそ れ に

関与 す る場 合 は,ユ ーザ との十 分 な コ ミュ ニケ ー シ ョ ンを図 り,ユ ー

ザ の意 向 を正 し く反 映 す る よ うに しなけれ ば な らな い。

また こ の場 合,将 来 の 技 術動 向や 企 業 戦略 とい った こ と も十分 検 討

し,ラ イ フサ イ クルの 長 い シス テ ム作 りを 目指す べ きで あ ろ う。

(3)技 法 等 の 積 極 的 な活用

要 求 仕 様 を よ り信 頼性 の 高 い もの にす るた め には,第3章 で紹 介 し

た よ うな技 法 や ツール を積 極的 に活 用 して い くこ と も今後 の課 題 とい

える。

～

6.1.4外 注す る場合の基準や手続 きの制定

ア ンケー ト調査 によれば,何 らかの形 で外注 を利用 してい る企業は

77.2%に 上 っているが,今 後,各 企業内で開発 され るシステ ムはます

ます増 えるこ とが予 想され るので,外 注す る場 合の基準や手続 き等の制

定は,非 常 に重 要な今後の課題 とい えよ う。

外注に関す る基準や手続 き としては次の よ うなものがある。

(1∫ 外注す る業務や作業 内容の設定

(2)外 注先 の選定基準

(3)外 注費用 の見積 り(算 定)基 準

(4)標 準契 約条項および暇疵 担保責任の分担方式

⑤ 外 注会社の善管義務(品 質保証基準)や 機密保護に関す る取 り決

め事項 の制定

(6)社 内の監督体制,検 査体制に関す る基 準
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(7)品 質評価基準

(8)外 注先評価基準

これ らの基準や手続 き等の中で今後,特 に重要にな ると思われ るもの

は,外 注先に対す る品質保証の要 求である。 これは,次 に示す よ うな も

ので あるが,外 注す る業務が高度化 してい くことが予想 され るの で,今

後十分 に検討 してお く必 要が ある。

●

●

●

品質保証に係わる各種計画の提出

各開発段階の作 業内容 と管理 要領の提 出

テス トの方法や管理要領 の提 出

エ ラーやバ グに関す る処理要領の提出

ドキ ュメン トの内容 と管理要領 の提出

品質管 理活動要領の提出,他

6.1.5各 種計 画の確実な立 案

ソフ トウェア開発 計画の段階 において立案 され る計画については第4

章 で詳述 したが,ア ンケー ト調査 の結果では,そ れ らの計画が確実に作

られ ている とは言 えないよ うである。工程計画,予 算,要 員 計画,移 行

計画 とい った非常に重要な計画であ っても,実 施率が70%程 度 であ り,

少な くともこれ らの計画を確実 に作 るこ とが今後の課題 とい えよ う。

また,計 画立 案の際利用で きる技法 につ いても,ほ とん ど利 用され て

いな いのが現状であ り,や は り今後 の課題 とい える。特に必 要な作業 を

構造的 に把握す るためのWBS,そ れ ぞれの作業の担 当者,チ ェ ッカ,

承認者 等を明確にす るTRMに ついては,ぜ ひ とも利用すべ き技 法であ

る。

さらに,開 発す る規模や必要 となる費用の見積 り方法 について も,各

企業 においてデー タを収 集 し,可 能 な限 り科学的に行 うことを考 えるべ

きであ ろ う。
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6.1.6品 質に対す る意識 の向上

最近,新 規 開発は余 り無 く,既 に開発 した プログラムの保守作業がほ

とん どであるよ うな企 業 も見 られ るよ うにな った。 このよ うな傾 向は,

今後 ます ます高 まると考 えられ るが,こ の保守 を容易にす るためには,

プログラムが保守性 を中心 として高 い品質を有 してい ることが必要であ

る。つま り,正 確性や信頼性 とい った ソフ トウェアが本来的に必要であ

る品質特性 の他に,他 人がみ て も理 解 し易い プログラムであ ることが重

要 となるのである。 この よ うな保守 性を含 めた品質を考 える と,品 質 を

高めるこ とは生産性 を下げ るとい う人 もいるが これは誤 ま りであ り,高

い品質 を持つ プ ログラムを作 ることが結果的 に高 い生産性 を得 ることが

で きる と考 えるべ きである。

6.2ソ フ トウ ェア 開発 計 画 の 将 来動 向

ソフ トウ ェ ア開発 計 画立 案 の将 来 を考 えてみ る と図6.1の よ うに な ろ う。

開発 の 基 本 計 画,つ ま りシス テ ム化 に 関す る 検討 は,そ の時 の 企 業 を取 り巻

く環境,そ して 企 業 の戦 略 に よ って 決 ま るの で,機 械 化 はむ ず か しい が,要

求定 義 か ら各 種 計 画 を立 案 す る こ とは コ ン ピュ ータを フルに利 用 す る こ とに

な ろ う。 こ の よ うな シ ス テ ムは米 国 の ソフ トウ ェア会 社 で一 部実 用 化 され て

い るが,将 来 的 には,我 が 国 に お い て も,パ ソ コ ン等 を利 用 した 計 画立 案 が

一 般 化 す る こ とが予 想 され る。

基本計画

コン ピュー タを

用 い て 処 理

図6・1将 来 の ソ フ トウ ェア開 発 計 画 の立 案
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